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６－１ 静岡県建設工事執行規則  

○静岡県建設工事執行規則 

昭和50年3月25日 

規則第16号 

静岡県建設工事執行規則をここに制定する。 

静岡県建設工事執行規則 

静岡県建設工事執行規則(昭和39年静岡県規則第29号)の全部を改正する。 

目次 

第1章 総則(第1条－第9条) 

第2章 請負契約(第10条－第17条) 

第3章 建設工事の施工(第18条－第37条) 

第4章 建設工事の検査及び引渡し並びに支払(第38条－第50条) 

第5章 請負契約の解除(第51条－第55条の４) 

第6章 雑則(第56条－第60条) 

附則 

第1章 総則 

 

(趣旨) 

第1条 この規則は、県が行う建設工事の執行方法に関し、法令その他別に定めるもののほ

か必要な事項を定めるものとする。 

 

(用語の意義) 

第2条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 契約担当者 知事及び知事の委任を受けて請負契約の締結を行うかい長をいう。 

(2) 監督員 請負工事について、地方自治法(昭和22年法律第67号)第234条の2第1項の

規定による監督を行う職員をいう。 

(3) 建設工事 建設業法(昭和24年法律第100号。以下「法」という。)第2条第1項に規

定する建設工事をいう。 

 

(建設工事の執行方法) 

第3条 建設工事の執行方法は、請負又は直営とし、特に必要があると認めるときは、委託

によることができる。 

2 請負で執行する場合においては、分割又は分離して執行することができる。 

3 直営で執行する場合においても一部を請負に付することができる。 
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(直営とする場合) 

第4条 次の各号のいずれかに該当するときは、直営で建設工事を執行するものとする。 

(1) 建設工事の目的又は性質により、請負に付することを不適当と認めるとき。 

(2) 急施を要し、請負に付する暇がないとき。 

(3) その他特に必要があると認めるとき。 

 

(請負者の資格要件) 

第5条 建設工事の請負者は、知事が別に定める建設工事に係る競争入札参加者に必要な

資格を有する者(以下「有資格者」という。)でなければならない。ただし、庁舎等の維

持若しくは補修のための建設工事その他知事が特に必要があると認める建設工事で請負

代金額が100万円に満たないもの又は建設工事の性質上有資格者のうちに当該建設工事

を施工することができる者がない場合における当該建設工事の請負者については、この

限りでない。 

 

(建設工事の見積り期間) 

第6条 契約担当者は、請負契約の方法が随意契約による場合にあっては契約を締結する

以前に、入札の方法による競争に付する場合にあっては入札を行う以前に次に掲げる見

積り期間を設けるものとする。ただし、やむを得ない事情があるときは、第2号及び第3

号の期間は、5日以内に限り短縮することができる。 

(1) 建設工事1件の予定価格が500万円未満の建設工事については、1日以上 

(2) 建設工事1件の予定価格が500万円以上5,000万円未満の建設工事については、10日

以上 

(3) 建設工事1件の予定価格が5,000万円以上の建設工事については、15日以上 

 

(設計付入札) 

第7条 建設工事の種類又は性質により、必要があると認めるときは、設計付入札に付する

ことができる。 

2 前項の場合においては、設計内容及び入札金額により選考の上落札者を決定する。 

 

(入札書及び見積書) 

第8条 様式第1号による入札書は、封印の上、表面に「番号、何々工事入札書在中」と明

記し、裏面に入札者の住所、商号及び氏名(法人にあっては、代表者の氏名)を記載して

提出させなければならない。 

2 見積書は、記載内容の漏えいの防止に留意して提出させなければならない。 
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(関連建設工事の調整) 

第9条 契約担当者は、請負者の施工する建設工事及び契約担当者の発注に係る第三者の

施工する他の建設工事が施工上密接に関連する場合において、必要があるときは、その

施工につき、調整を行うものとする。この場合においては、請負者は、契約担当者の調

整に従い、第三者の行う建設工事の円滑な施工に協力しなければならない。 

 

第2章 請負契約 

 

(通則) 

第10条 請負契約に関して当事者間で用いる言語は、日本語とする。 

2 請負契約に基づく金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

3 請負契約に関して当事者間で用いる計量単位は、設計図書(仕様書、設計書、図面、現

場説明書及び現場説明に対する質問回答書をいう。以下同じ。)に特別の定めがある場合

を除き、計量法(平成4年法律第51号)に定めるものとする。 

4 請負契約における期間の計算については、民法(明治29年法律第89号)及び商法(明治32

年法律第48号)の定めるところによる。 

5 請負契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

6 請負契約に係る訴訟については、日本国の裁判所をもって合意による専属的な管轄裁

判所とする。 

7 請負契約に定める催告、請求、通知、報告、指示、承諾及び解除は、書面により行わな

ければならない。 

8 請負者は、請負契約に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

(請負契約の締結) 

第11条 請負契約は、様式第3号による建設工事請負契約書(請負者が共同企業体を結成し

ている場合にあっては、様式第3号の2による建設工事請負契約書)、静岡県建設工事請負

契約約款及び設計図書により、その内容を明らかにして締結しなければならない。ただ

し、その請負契約に係る請負代金額が150万円未満のときは、様式第4号による建設工事

請書によることができる。 

2 請負契約の内容を変更する場合においては、様式第5号による建設工事変更請負契約書

(請負者が共同企業体を結成している場合にあっては、様式第5号の2による建設工事変更

請負契約書)又は様式第6号による建設工事変更請書によるものとする。 

3 第1項の規定による請負契約の締結又は前項の規定による請負契約の内容の変更は、知

事が別に定めるところにより、電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を利用する方法をいう。以下同じ｡)により行うことができる。この場合

において、当該請負契約の締結又は請負契約の内容の変更は、これらの規定による当該
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請負契約の締結又は請負契約の内容の変更とみなす。 

4 請負契約に関する書類（これらの書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他の人の知覚によっては認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。)を含む。以下同

じ｡)の作成に必要な費用は、請負者の負担とする。 

 

(契約の保証) 

第12条 請負者は、請負契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さな

ければならない。ただし、1件の請負代金額が300万円未満の建設工事及び知事が別に定

める災害応急対策又は災害復旧に関する工事に係る請負契約については、この限りでな

い。 

(1) 契約保証金の納付 

(2) 契約保証金に代わる担保となる有価証券(静岡県財務規則(昭和39年静岡県規則第

13号)第42条第1項各号(第5号を除く。)に掲げるものに限る。以下同じ。)の提供 

(3) 請負契約に基づく債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する金融機関(知

事が確実と認めるものに限る。)の保証 

(4) 保証事業会社(公共工事の前払金保証事業に関する法律(昭和27年法律第184号)第2

条第4項に規定する保証事業会社をいう。以下同じ。)の保証(請負契約に係る契約保証

金の納付に代わる担保としての保証を行う特約を付したものに限る。) 

(5) 公共工事履行保証証券による保証 

(6) 県を被保険者とする履行保証保険契約の締結 

2 前項の保証に係る契約保証金の額、有価証券の額面金額(静岡県財務規則第42条第1項

第3号及び第4号に掲げるものにあっては、発行価額の10分の8に相当する額)、保証金額

又は保険金額(以下この条において「保証の額」と総称する。)は、請負代金額の10分の

1（低入札価格調査（予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みをした者の当

該申込みに係る価格によってはその者により当該契約の内容に適合した履行がされない

おそれがあると認められる場合に行われる調査をいう。以下同じ。）を受けて落札者とな

った請負者と締結する請負契約に係る保証の額にあっては、請負代金額の10分の３）以

上の額としなければならない。 

3 請負者が第１項第３号から第６号までのいずれかに掲げる保証を付す場合は、当該保

証は第55条の２第３項各号に規定する者による契約の解除の場合についても保証するも

のでなければならない。 

4 第1項の規定により、請負者が同項第2号から第4号までに掲げる保証を付したときは、

当該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第5号又は第6

号に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。 

5 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額の10分の1（低入
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札価格調査を受けて落札者となった請負者と締結した請負契約に係る保証の額にあって

は、変更後の請負代金額の10分の３）に達するまで、契約担当者は保証の額の増額を請

求することができ、請負者は保証の額の減額を請求することができる。 

6 請負者は、第1項第3号から第5号までに掲げる保証を付したときにあっては当該保証委

託契約の締結後直ちにその保証書等を契約担当者に提出し、同項第6号に掲げる保証を付

したときにあっては当該保険契約の締結後直ちにその保険証券を契約担当者に寄託しな

ければならない。 

7 請負者は、前項の規定による保証書等の提出又は保険証券の寄託に代えて、電磁的方法

であって、知事が別に定める措置を講ずることができる。この場合において、請負者は、

同項の規定による保証書等の提出又は保険証券の寄託をしたものとみなす。 

 

(権利義務の譲渡等) 

第13条 請負者は、請負契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させ

てはならない。ただし、あらかじめ、契約担当者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

2 請負者は、工事目的物、工事材料(工場製品を含む。以下同じ。)のうち第24条第2項の

検査に合格したもの及び第45条第3項の規定による部分払のための確認を受けたもの並

びに工事仮設物を第三者に譲渡し、貸与し、又は抵当権その他の担保の目的に供しては

ならない。ただし、あらかじめ、契約担当者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

3 請負者は、請負代金の請求権の譲渡について承諾を得ようとするときは、様式第7号に

よる建設工事請負代金請求権譲渡承諾(変更承諾)申請書を契約担当者に提出しなければ

ならない。これを変更しようとするときも同様とする。 

 

(一括委任又は一括下請負の禁止) 

第14条 請負者は、建設工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してそ

の機能を発揮する工作物の工事を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならな

い。 

 

（暴力団関係業者による下請負の禁止等） 

第14条の２ 請負者は、第52条の２第１項第10号アからオまでのいずれかに該当する者（以

下「暴力団関係業者」という。）を下請負人としてはならない。 

２ 請負者は、その請け負った建設工事に係る全ての下請負人に、暴力団関係業者と当該

建設工事に係る下請契約を締結させてはならない。 

３ 請負者が、第１項の規定に違反して暴力団関係業者を下請負人とした場合又は前項の

規定に違反して下請負人に暴力団関係業者と当該建設工事に係る下請契約を締結させた

場合は、契約担当者は、請負者に対して、当該契約の解除（請負者が当該契約の当事者

でない場合において、請負者が当該契約の当事者に対して当該契約の解除を求めること
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を含む。以下この条において同じ。）を求めることができる。 

４ 前項の規定により契約担当者が請負者に対して当該契約の解除を求めたことによって

生じる請負者の損害及び同項の規定により下請契約が解除されたことによって生じる下

請契約の当事者の損害については、請負者が一切の責任を負うものとする。 

 

(下請負人の通知) 

第15条 契約担当者は、第14条の規定による請負の禁止に違反する疑いがあると認めると

きは、下請契約を締結した請負者に対し、次に掲げる事項の通知を請求することができ

る。 

(1) 下請負人の住所及び商号 

(2) 下請契約の内容 

(3) 下請負人が請け負った工事に係る建設業の種類並びに当該建設業の許可の年月日

及び許可番号 

２ 請負者は、前項の規定による請求があったときは、遅滞なく、様式第８号による下請

負人通知書により契約担当者に通知しなければならない。 

 

(特許権等の使用) 

第16条 請負者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保

護される第三者の権利(以下「特許権等」という。)の対象となっている工事材料及び施

工方法等(仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために必要な一切の手段をいう。

以下同じ。)を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。

ただし、契約担当者が、その工事材料及び施工方法等を指定した場合において、設計図

書に特許権等の対象である旨の明示がなく、かつ、請負者がその存在を知らなかったと

きは、契約担当者は、請負者がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。 

 

(共同企業体に係る請負契約に基づく行為の特則) 

第17条 請負者が共同企業体を結成している場合においては、契約担当者は、請負契約に

基づくすべての行為を共同企業体の代表者に対して行うものとし、契約担当者が当該代

表者に対して行った請負契約に基づくすべての行為は、当該企業体のすべての構成員に

対して行ったものとみなし、また、請負者は、契約担当者に対して行う請負契約に基づ

くすべての行為について当該代表者を通じて行わなければならない。 

 

第3章 建設工事の施工 

 

 (自主施工の原則) 

第18条 施工方法等については、請負契約において特に定める場合を除き、請負者がその
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責任において定めるものとする。 

 

(建設工事の着手) 

第19条 請負者は、請負契約締結後、速やかに、建設工事に着手しなければならない。 

 

(工程表、工事工程月報及び請負代金内訳書) 

第20条 請負者は、請負契約締結後10日以内に、設計図書に基づいて様式第9号による工程

表を作成し、契約担当者に提出しなければならない。 

2 請負者は、工期が1月を超える建設工事については、毎月10日までに様式第10号による

工事工程月報に前月末における建設工事の進ちょくの状況を記載し、契約担当者に提出

しなければならない。 

3 請負者は、契約担当者から請求があった場合においては、請負契約締結後10日以内に、

設計図書に基づいて請負代金内訳書を作成し、契約担当者に提出しなければならない。 

 

(監督員) 

第21条 契約担当者は、監督員を置いたときは、その者の氏名を請負者に通知しなければ

ならない。監督員を変更したときも同様とする。 

2 監督員は、各本条に特別の定めがある場合を除くほか、次に掲げる権限を有し、請負契

約の定めるところにより、これを行使する。 

(1) 請負契約の履行についての請負者又は請負者の現場代理人に対する指示、承諾又は

協議 

(2) 設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は請負者が作成

した詳細図等の承諾 

(3) 設計図書に基づく工程の管理、工事の施工への立会い、工事の施工の状況の検査又

は工事材料の検査(確認を含む。第24条第2項及び第3項において同じ。) 

3 契約担当者は、2人以上の監督員を置き、前項の権限を分担させたときは、それぞれの

監督員の有する権限の内容を請負者に通知しなければならない。 

4 第2項の規定による監督員の権限のうち指示又は承諾は、第10条第7項の規定にかかわ

らず、口頭により行うことができる。 

5 契約担当者が監督員を置いたときは、この規則に定める催告、請求、通知、報告、承諾

及び解除であって請負者が契約担当者に対して行うものについては、第23条第4項の規定

による請求を除き、監督員を経由して行うものとする。この場合においては、監督員に

到達した日をもって契約担当者に到達したものとみなす。 

6 契約担当者が監督員を置かないときは、この規則に定める監督員の権限は、契約担当者

に帰属する。 
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(主任技術者、現場代理人等) 

第22条 請負者は、次の各号に掲げるいずれかの者の氏名等を様式第11号による主任技術

者等通知書により契約担当者に通知しなければならない。これらの者を変更したときも

同様とする。 

(1) 主任技術者(法第26条第1項に規定する主任技術者をいう。以下同じ。) 

(2) 監理技術者（法第26条第2項に規定する監理技術者をいう。以下同じ｡) 

(3) 専任の主任技術者(法第26条第3項本文の規定により専任の者でなければならない

主任技術者をいう。以下同じ。) 

(4) 監理技術者補佐（法第26条第3項ただし書に規定する者をいう。以下同じ｡) 

(5) 専任の監理技術者(法第26条第5項の規定により選任された専任の者でなければな

らない監理技術者をいう。以下同じ。) 

2 請負者は、次に掲げる者を置いたときは、その者の氏名等を様式第11号による主任技術

者等通知書により契約担当者に通知しなければならない。これらの者を変更したときも

同様とする。 

(1) 現場代理人 

(2) 専門技術者(法第26条の2に規定する建設工事の施工の技術上の管理をつかさどる

者をいう。以下同じ。) 

3 現場代理人は、請負契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営及び取締りを行わ

なければならない。ただし、特に常駐する必要がないと契約担当者が認めたときは、こ

の限りでない。 

4 前項に規定するもののほか、現場代理人は、第23条第1項の規定による請求の受理、同

条第3項の規定による決定及び通知、同条第4項の規定による請求並びに同条第5項の規定

による通知の受理、請負代金額の変更、請負代金の請求及び受領並びに請負契約の解除

に係る権限を除き、この規則に基づく請負者の一切の権限を行使することができる。 

5 請負者は、前項の規定にかかわらず、同項の規定により現場代理人が行使することがで

きるとされた権限のうち現場代理人に委任せず自ら行使しようとするものがあるときは、

あらかじめ、当該権限の内容を契約担当者に通知しなければならない。 

6 現場代理人、監理技術者等（監理技術者、監理技術者補佐又は主任技術者をいう。以下

同じ｡)及び専門技術者は、これを兼ねることができる。 

７ 低入札価格調査を受けて落札者となった請負者については、前項の規定は適用しない。 

 

(履行報告) 

第22条の2 請負者は、様式第12号による工事記録簿に必要な事項を記録し、監督員が指示

したときはこれを提示しなければならない。 

2 前項の規定によるほか、請負者は、設計図書に定めるところにより、契約の履行につい

て契約担当者に報告しなければならない。 
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(工事関係者に関する措置請求) 

第23条 契約担当者は、現場代理人がその職務(監理技術者等又は専門技術者と兼任する

現場代理人にあっては、これらの者の職務を含む。)の執行につき著しく不適当と認めら

れるときは、請負者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべき

ことを請求することができる。 

2 契約担当者又は監督員は、監理技術者等、専門技術者(これらの者と現場代理人を兼任

する者を除く。)、下請負人、労働者その他請負者が工事を施工するために使用している

者で工事の管理又は施工につき著しく不適当と認められるものがあるときは、請負者に

対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することが

できる。 

3 請負者は、前2項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定

し、その結果を請求を受けた日から10日以内に契約担当者に通知しなければならない。 

4 請負者は、監督員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、契約担当

者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求するこ

とができる。 

5 契約担当者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決

定し、その結果を請求を受けた日から10日以内に請負者に通知しなければならない。 

 

(工事材料の品質、検査等) 

第24条 工事材料は、設計図書に定める品質を有するものを使用しなければならない。た

だし、設計図書にその品質の定めのない場合にあっては、中等の品質を有する工事材料

を使用するものとする。 

2 請負者は、設計図書において監督員の検査を受けて使用すべきものとされた工事材料

については、当該検査に合格したものを使用しなければならない。 

3 監督員は、請負者から前項の検査を請求されたときは、当該請求を受けた日から7日以

内に検査を行わなければならない。 

4 第2項の検査に直接必要な費用は、請負者の負担とする。 

5 請負者は、工事現場内に搬入した工事材料を監督員の承諾を受けないで工事現場外に

搬出してはならない。 

6 請負者は、前項の規定にかかわらず、第2項の検査の結果不合格と決定された工事材料

については、当該決定を受けた日から7日以内に工事現場外に搬出しなければならない。 

7 請負者は、主要な工事材料で完成検査を受ける際に外部から明視することができない

ものについて第2項の検査を受けたときは、様式第13号による材料検査簿にその状況を記

入し、監督員の検印又は署名を受けるものとする。 
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(監督員の立会い、見本等の整備等) 

第25条 請負者は、設計図書において監督員の立会いの上調合し、又は調合について見本

検査を受けるものとされた工事材料については、立会いを受けて調合したもの又は見本

検査に合格したものを使用しなければならない。 

2 請負者は、設計図書において監督員の立会いの上施工するものとされた工事について

は、立会いを受けて施工しなければならない。 

3 請負者は、前2項に規定するもののほか、設計図書において見本、工事の写真その他の

記録(以下「見本等」という。)を整備すべきものとされた工事材料の調合又は工事の施

工をするときは、設計図書に定めるところにより見本等を整備し、監督員の請求があっ

たときは、整備した見本等を当該請求を受けた日から7日以内に提出しなければならな

い。 

4 監督員は、請負者から第1項又は第2項の立会い又は見本検査を請求されたときは、当該

請求を受けた日から7日以内に立会い又は見本検査を行わなければならない。 

5 前項に規定する期間内に、監督員が正当な理由なく立会い又は見本検査を行わないた

め、その後の工程に支障を来すときは、請負者は、監督員に通知した上で、立会い又は

見本検査を受けることなく、当該工事材料を調合して使用し、又は当該工事を施工する

ことができる。この場合において、請負者は、当該工事材料の調合又は当該工事の施工

を適切に行ったことを証する見本等を整備し、監督員の請求があったときは、整備した

見本等を当該請求を受けた日から7日以内に提出しなければならない。 

6 第1項、第3項又は前項の場合において、見本検査又は見本等の整備に直接必要な費用は、

請負者の負担とする。 

 

(支給材料及び貸与品) 

第26条 契約担当者が請負者に支給する工事材料(以下「支給材料」という。)及び貸与す

る建設機械器具(以下「貸与品」という。)の品名、数量、品質、規格又は性能、引渡場

所及び引渡時期は、設計図書に定めるところによる。 

2 監督員は、支給材料又は貸与品の引渡しに当たっては、請負者の立会いの上、県の負担

において、当該支給材料又は貸与品を検査しなければならない。 

3 前項の規定による検査の結果、請負者は、その品名、数量、品質又は規格若しくは性能

が設計図書の定めと異なり、又は使用に適当でないと認めたときは、その旨を直ちに契

約担当者に通知するとともに、その引渡しを拒むことができる。 

4 請負者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けたときは、引渡しの日から7日以内に、

契約担当者に受領書又は借用書を提出しなければならない。 

5 請負者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後、当該支給材料又は貸与品に種類、

品質又は数量に関し請負契約の内容に適合しないこと（第２項の規定による検査により

発見することが困難であったものに限る。）などがあり使用に適当でないと認めたとき
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は、その旨を直ちに契約担当者に通知しなければならない。 

6 契約担当者は、請負者から第3項又は前項の規定による通知を受けた場合においては、

当該支給材料又は貸与品に代えて他の支給材料又は貸与品を引き渡さなければならない。

ただし、既に引き渡した支給材料又は貸与品を使用することによっても工事の目的を達

成することができると認められる場合にあっては、支給材料若しくは貸与品の品名、数

量、品質若しくは規格若しくは性能を変更し、又は理由を明示した書面により、当該支

給材料若しくは貸与品の使用を請負者に請求することができる。 

7 契約担当者は、前項に規定するほか、必要があると認めるときは、支給材料又は貸与品

の品名、数量、品質、規格若しくは性能、引渡場所又は引渡時期を変更することができ

る。 

8 請負者は、引渡しを受けた支給材料及び貸与品を善良な管理者の注意をもって管理し

なければならない。 

9 請負者は、設計図書に定めるところにより、建設工事の完成、設計図書の変更等によっ

て不用となった支給材料又は貸与品を契約担当者に返還しなければならない。 

10 請負者は、故意又は過失により支給材料又は貸与品が滅失し、若しくは毀損し、又は

その返還が不可能となったときは、契約担当者の指定した期間内に代品を納め、若しく

は原状に復し、又は損害を賠償しなければならない。 

11 請負者は、支給材料又は貸与品の使用方法が設計図書に定められていないときは、そ

の使用方法につき監督員の指示に従わなければならない。 

 

(工期等の変更及び費用の負担) 

第26条の2 前条第6項及び第7項の場合において、当事者は必要に応じ工期又は請負代金

額を変更し、県は請負者に生じた損害につき必要な費用を負担しなければならない。 

2 前項の規定による変更後の工期又は請負代金額は、当事者が協議して定める。ただし、

当該協議の開始の日から14日以内に協議が整わない場合には、契約担当者が定め、請負

者に通知する。 

3 前項の規定による協議の開始の日(以下「変更協議開始日」という。)については、契約

担当者が請負者の意見を聴いて定め、請負者に通知するものとする。ただし、契約担当

者が、工期又は請負代金額の変更事由が生じた日から7日以内に変更協議開始日を通知し

ない場合には、請負者が、変更協議開始日を定め、契約担当者に通知することができる。 

4 第1項の必要な費用の額は、当事者が協議して定める。 

 

(工事用地等の確保等) 

第26条の3 契約担当者は、工事用地その他設計図書において定められた建設工事の施工

上必要な用地(以下「工事用地等」という。)を、請負者が建設工事の施工上必要とする

日(請負契約に特別の定めがあるときは、その定められた日)までに確保し、請負者に引
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き渡さなければならない。 

2 第26条第8項の規定は、前項の規定により引渡しを受けた工事用地等について準用する。 

3 建設工事の完成、設計図書の変更等によって工事用地等が不用となった場合において、

当該工事用地等に請負者又は下請負人が所有し、又は管理する工事材料、建設機械器具、

仮設物その他の物件があるときは、請負者は、当該物件を撤去するとともに、当該工事

用地等を修復し、かつ、取り片付けて契約担当者に明け渡さなければならない。 

4 前項に規定する請負者のとるべき措置の期限、方法等については、契約担当者が請負者

の意見を聴いて定める。 

5 前項の期限までに、請負者が正当な理由なく第3項に規定する請負者のとるべき措置を

とらないときは、契約担当者は、請負者に代わって当該物件を処分し、又は工事用地等

を修復し、若しくは取り片付けることができる。この場合において、請負者は、契約担

当者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出ることができず、また、契

約担当者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しなければならない。 

 

(設計図書不適合の場合の改造義務、破壊検査等) 

第27条 請負者は、工事の施工部分が設計図書に適合しない場合において、監督員がその

改造を請求したときは、当該請求に従わなければならない。 

2 第26条の2の規定は、前項に規定する不適合が監督員の指示その他契約担当者の責めに

帰すべき事由によって生じた場合に準用する。 

3 監督員は、請負者が第24条第2項又は第25条第1項から第3項までの規定に違反したこと

が明らかな場合において、必要があると認められるときは、工事の施工部分を破壊して

検査することができる。 

4 前項に規定するもののほか、監督員は、工事の施工部分が設計図書に適合しないと認め

られる相当の理由がある場合において、必要があると認められるときは、その理由を請

負者に通知して、工事の施工部分を最小限度の範囲に限り破壊して検査することができ

る。 

5 前2項の場合において、検査及び復旧に直接要する費用は、請負者の負担とする。 

 

(条件変更等) 

第28条 請負者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見した

ときは、直ちにその旨を監督員に通知し、その確認を請求しなければならない。 

(1) 設計図書が相互に一致しないこと(設計図書に優先順位が定められている場合を除

く。)。 

(2) 設計図書に誤びゅう又は脱漏があること。 

(3) 設計図書の表示が明確でないこと。 

(4) 工事現場の形状、地質、ゆう水等の状態、施工上の制約その他の設計図書に示され
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た施工条件と実際の工事現場が一致しないこと。 

(5) 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別の状

態が生じたこと。 

2 監督員は、前項の規定による確認を請求されたとき、又は自ら同項各号に掲げる事実を

発見したときは、請負者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、

請負者が立会いに応じない場合には、請負者の立会いを受けずに行うことができる。 

3 契約担当者は、請負者の意見を聴いて、前項の調査の結果(これに対してとるべき措置

を指示する必要があるときは、当該指示を含む。)をとりまとめ、調査の終了後14日以内

に、その結果を請負者に通知しなければならない。ただし、その期間内に通知できない

やむを得ない理由があるときは、あらかじめ請負者の意見を聴いた上、当該期間を延長

することができる。 

4 前項の規定によりとりまとめられた調査の結果において、第1項各号に掲げる事実が確

認された場合で、必要があると認められるときは、契約担当者は、設計図書の訂正又は

変更を行わなければならない。ただし、同項第4号又は第5号に掲げる事実が確認されそ

の結果設計図書を変更する場合(工事目的物の変更を伴わない場合に限る。)には請負者

と協議して行う。 

5 第26条の2の規定は、前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合に準用

する。 

 

(設計図書の変更) 

第29条 契約担当者は、必要があると認めるときは、その内容を請負者に通知して、設計

図書を変更することができる。 

2 第26条の2の規定は、前項の規定による設計図書の変更が行われた場合に準用する。 

 

(工事の中止) 

第29条の2 工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地

すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的若しくは人為的な事象(以下「天災等」

という。)であって、請負者の責めに帰すことができないものにより工事目的物等に損害

を生じ、若しくは工事現場の状態が変動したため、請負者が建設工事を施工できないと

認められるときは、契約担当者は、直ちに請負者に通知して、建設工事の全部又は一部

の施工を一時中止させなければならない。 

2 前項に規定するもののほか、契約担当者は、必要があると認められるときは、請負者に

通知して、建設工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。 

3 第26条の2の規定は、契約担当者が、前2項の規定により建設工事の全部又は一部の施工

を一時中止させた場合に準用する。 
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(請負者による工期の延長の請求) 

第30条 請負者は、天候の不良、第9条の規定による関連建設工事の調整への協力その他の

請負者の責めに帰すことができない事由により工期内に建設工事を完成することができ

ないときは、契約担当者に対し、工期の延長を請求することができる。 

２ 前項の規定による請求は、様式第14号による工期延長請求書に様式第15号による変更

工程表を添えて行わなければならない。 

３ 契約担当者は、第１項の規定による請求があった場合において、必要があると認めら

れるときは、当該請求に係る工期の延長をしなければならない。この場合において、当

該工期の延長が契約担当者の責めに帰すべき事由による場合にあっては、当事者は必要

に応じ請負代金額を変更し、県は請負者に生じた損害につき必要な費用を負担しなけれ

ばならない。 

４ 第26条の2第2項及び第3項の規定は、第1項の規定による請求があった場合及び前項後

段の規定による変更後の請負代金額の決定に、同条第４項の規定は前項後段の必要な費

用の額の決定に準用する。この場合において、同条第2項本文中「前項の規定による変更

後の工期又は請負代金額」とあるのは「第1項の規定による請求に係る延長後の工期及び

前項後段の規定による変更後の」と、同条第3項ただし書中「工期又は請負代金額の変更

事由が生じた日」とあるのは「工期の延長の請求を受けた日」と、同条第４項中「第１

項」とあるのは「前項後段」と読み替える。 

 

(契約担当者による工期の短縮の請求等) 

第31条 契約担当者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工期の短縮

を請負者に請求することができる。 

2 契約担当者は、この規則の定めるところにより工期を延長すべき場合において、特別の

理由があるときは、延長する工期について、通常必要とされる工期に満たない工期への

変更を請求することができる。 

3 前2項の場合において、当事者は必要に応じ請負代金額を変更し、県は請負者に生じた

損害につき必要な費用を負担しなければならない。 

4 第26条の2第2項及び第3項の規定は第1項又は第2項の規定による請求があった場合及び

前項の規定による変更後の請負代金額の決定に、同条第4項の規定は前項の必要な費用の

額の決定に準用する。この場合において、同条第2項本文中「前項の規定による変更後の

工期又は請負代金額」とあるのは「第1項又は第2項の規定による請求に係る変更後の工

期及び前項の規定による変更後の請負代金額」と、同条第3項ただし書中「工期又は請負

代金額の変更事由が生じた日」とあるのは「請負者が工期の短縮又は変更の請求を受け

た日」と、同条第4項中「第1項」とあるのは「前項」と読み替える。 

 

(賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更) 
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第32条 契約担当者又は請負者は、工期内で請負契約締結の日(第3項の規定により請負代

金額を変更した場合にあっては、当該変更のうち、直前に行われた変更に係るこの項の

規定による請求の日)から12月を経過した後に、日本国内における経済事情の変動により

請負代金額が不適当となったと認めたときは、相手方に対して請負代金額の変更を請求

することができる。 

2 契約担当者又は請負者は、前項の経済事情の変動が特別な事情により急激に生じた結

果請負代金額が不適当となったと認めたときは、同項の規定にかかわらず、直ちに請負

代金額の変更を請求することができる。特別な要因により工期内に主要な工事材料の日

本国内における価格に著しい変動を生じ請負代金額が不適当となったときも同様とする。 

3 第1項の規定による請求があったときは、変動前残工事代金額(現に定められている請

負代金額から現に定められている設計図書を基礎として算出した当該請求時の出来形部

分に相当する額を控除した額をいう。以下同じ。)と変動後残工事代金額(変動後の経済

事情を基礎として算出した請負代金額から変動後の経済事情を基礎として算出した当該

請求時の出来形部分に相当する額を控除した額をいう。以下同じ。)との差額のうち変動

前残工事代金額の1,000分の15を超える額を現に定められている請負代金額から減じ、又

は現に定められている請負代金額に加えた額を変更後の請負代金額とする。 

4 第26条の2第2項及び第3項の規定は、第1項又は第2項の規定による請求があった場合に

準用する。この場合において、同条第2項本文中「前項の規定による変更後の工期又は請

負代金額」とあるのは「第2項の規定による請求に係る変更後の請負代金額並びに変動前

残工事代金額及び変動後残工事代金額」と、同条第3項ただし書中「工期又は請負代金額

の変更事由が生じた日」とあるのは「第1項又は第2項の規定による請求を行った日又は

受けた日」と読み替える。 

 

(臨機の措置) 

第33条 請負者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなけ

ればならない。この場合において、請負者は、そのとった措置の内容を直ちに監督員に

通知するものとする。 

2 前項前段の場合において、必要があると認めるときは、請負者は、あらかじめ監督員の

意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、この限り

でない。 

3 監督員は、災害防止その他建設工事の施工上特に必要があると認めるときは、請負者に

対して臨機の措置をとることを請求することができる。この場合においては、請負者は、

直ちにこれに応じなければならない。 

4 請負者が第1項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置に要

した費用のうち、請負者が請負代金額の範囲内において負担することが適当でないと認

められる費用については、県が負担する。 
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5 第26条の2第4項の規定は、前項の規定により県が負担する費用の額の決定に準用する。 

 

(一般的損害) 

第34条 各本条に特別の定めがある場合を除くほか、工事目的物の引渡しが行われたとみ

なされる前に工事目的物又は工事材料について生じた損害その他建設工事の施工に関し

て生じた損害については、請負者がその費用を負担する。ただし、その損害(第56条第1

項の規定により付された保険等によりてん補される損害(以下「保険てん補部分」とい

う。)を除く。)のうち、契約担当者の責めに帰すべき事由により生じた損害については、

県がその費用を負担する。 

 

(第三者に及ぼした損害等) 

第35条 建設工事の施工に伴い第三者に及ぼした損害の負担については、請負契約に定め

るところによる。 

2 建設工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場合においては、当事者が協力

してその処理解決に当たるものとする。 

 

(不可抗力による損害) 

第36条 工事目的物の引渡しが行われたとみなされる前に、天災等(設計図書で基準を定

めたものにあっては、当該基準を超えるものに限る。)で当事者双方の責めに帰すことが

できないもの(以下「不可抗力」という。)により、工事目的物、仮設物又は工事現場に

搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具(以下この条において「工事目的物等」とい

う。)に損害を生じたときは、請負者は、その事実の発生後直ちにその状況を契約担当者

に通知しなければならない。 

2 契約担当者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項の損害

の状況を調査し、その結果を請負者に通知するものとする。 

3 契約担当者は、前項の規定により確認された損害のうち、この規則の定めるところによ

り行った検査若しくは立会い又は整備された見本等その他の請負者の工事に関する記録

等により確認することができた工事目的物等に係る損害の額(請負者が善良な管理者の

注意義務を怠ったことに基づく損害の額及び保険てん補部分の額を除く。)及び当該損害

の取片付けに要する費用の額の合計額(以下「損害合計額」という。)の範囲内において

請負代金額に相当する額に至るまでの額から、当該損害合計額の範囲内において請負代

金額の100分の1に相当する額に至るまでの額を差し引いた額を負担しなければならない。

ただし、災害応急対策又は災害復旧に関する工事に係る損害については、契約担当者が

損害合計額を負担するものとする。 

4 不可抗力によって生じた損害のうち工事材料、仮設物及び建設機械器具に係る損害の

額は、請負者が通常妥当と認められる範囲を超えた品質、数量、規格又は性能の工事材
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料、仮設物及び建設機械器具を使用した場合であっても、通常妥当と認められる範囲の

品質、数量、規格又は性能に基づいて算定する。 

5 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第2次以降の損害の負

担については、第3項本文中「損害の額」とあるのは「損害の額の累計」と、「保険てん

補部分の額」とあるのは「保険てん補部分の額の累計」と、「損害の取片付けに要する費

用の額」とあるのは「損害の取片付けに要する費用の額の累計」と、「請負代金額の100

分の1に相当する額に至るまでの額」とあるのは「請負代金額の100分の1に相当する額に

至るまでの額及び既に負担した額」と、同項ただし書中「損害合計額」とあるのは「損

害合計額から既に負担した額を差し引いた額」として、同項の規定を適用する。 

 

(請負代金額の増額等に代えて行う設計図書の変更) 

第37条 契約担当者は、第16条ただし書、第26条の2第1項(第27条第2項、第28条第5項、第

29条第2項及び第29条の2第3項において準用する場合を含む。)、第30条第３項後段、第

31条第3項、第32条第1項及び第2項、第33条第4項、第34条、前条第3項及び第5項並びに

第41条第3項の規定により請負代金額を増額すべき場合又は費用を負担すべき場合にお

いて、特別の理由があるときは、請負代金額の増額又は費用の全部又は一部の負担に代

えて設計図書を変更することができる。 

2 第26条の2第2項及び第3項の規定は、前項の規定による設計図書の変更に準用する。こ

の場合において、同条第2項本文中「変更後の工期又は請負代金額」とあるのは「設計図

書の変更の内容」と、同条第3項ただし書中「工期又は請負代金額の変更事由が生じた日」

とあるのは「請負代金額を増額すべき事由又は費用を負担すべき事由が生じた日」と読

み替える。 

 

第4章 建設工事の検査及び引渡し並びに支払 

 

(検査を行う職員) 

第38条 地方自治法第234条の2第1項の規定による検査は、静岡県行政組織規則(平成19年

静岡県規則第29号)第4条に規定する本庁若しくは同規則第6条に規定する出先機関の検

査技監若しくは検査監又は知事若しくはかい長の命ずる職員が行う。 

 

(検査及び引渡し) 

第39条 請負者は、建設工事が完成したときは、様式第16号による完成届出書を契約担当

者に提出しなければならない。 

2 契約担当者は、前項の完成届出書の提出を受けたときは、その日から14日以内に請負者

の立会いの上設計図書に定めるところにより建設工事の完成を確認するための検査を完

了し、かつ、当該検査の結果を請負者に通知しなければならない。この場合において、
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契約担当者は、必要があると認められるときは、その理由を請負者に通知して、工事目

的物を最小限度の範囲に限り破壊して検査することができる。 

3 第27条第5項の規定は、前項後段の検査に準用する。 

4 契約担当者が、検査に合格した旨の第2項の規定による通知をしたときは、工事目的物

の引渡しが行われたものとみなす。 

5 請負者は、検査に合格しなかった旨の第2項の規定による通知を受けたときは、直ちに

修補しなければならない。この場合のこの条の規定の適用については、第1項中「建設工

事が完成したときは、様式第16号による完成届出書」とあるのは「修補が完了したとき

は、様式第17号による修補完了届出書」とし、第2項中「完成届出書」とあるのは「修補

完了届出書」とする。 

 

(請負代金の支払) 

第40条 請負者は、検査に合格した旨の前条第2項の通知を受けたときは、請求書に様式第

18号による請求明細書を添えて請負代金の支払を請求することができる。 

2 県は、前項の規定による請求を受けたときは、当該請求を受けた日から40日以内に請負

代金を支払わなければならない。 

3 契約担当者がその責めに帰すべき事由により前条第2項に規定する期間内に検査の結果

を通知しないときは、当該期間の末日の翌日から検査の結果を通知した日までの期間の

日数は、前項に規定する期間(以下「約定期間」という。)の日数から差し引くものとす

る。この場合において、その遅延日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、

同条第2項に規定する期間を経過した日から起算して40日を経過する日において満了し

たものとみなす。 

 

(部分使用) 

第41条 契約担当者は、第39条第4項の規定により引渡しが行われたとみなされる前にお

いても、請負者の承諾を得て、工事目的物の全部又は一部を使用することができる。 

2 前項の場合においては、契約担当者は、その使用部分を善良な管理者の注意をもって使

用しなければならない。 

3 契約担当者が、第1項の規定により工事目的物の全部又は一部を使用したことによって

請負者に損害を及ぼしたときは、県は必要な費用を負担しなければならない。 

4 第26条の2第4項の規定は、前項の規定により県が負担する費用の額の決定に準用する。 

 

(前金払) 

第42条 請負者は、1件の請負代金額が200万円以上の建設工事に要する費用について、建

設工事請負契約書記載の建設工事完成の時期を保証期限とする保証事業会社との保証委

託契約(以下「保証委託契約」という。)を締結し、その保証証書を契約担当者に提出し
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て、請負代金額の10分の4以内の額の前払金の支払を請求することができる。 

2 前項に規定する前払金の支払を受けた請負者は、当該建設工事に要する費用について、

前項の保証委託契約に加えて新たに保証委託契約を締結し、その保証証書を契約担当者

に提出して、当該前払金に追加して請負代金額の10分の2以内の額の前払金の支払を請求

することができる。 

3 請負者は、前2項の規定による保証証書の提出に代えて、電磁的方法であって、知事が

別に定める措置を講ずることができる。この場合において、請負者は、これらの規定に

よる保証証書の提出をしたものとみなす。 

4 第2項の規定による請求をしようとする請負者は、契約担当者に対し、あらかじめ、当

該建設工事が次に掲げる要件に該当することの認定を請求し、その旨の認定を受けなけ

ればならない。 

(1) 工期の2分の1を経過していること。 

(2) 工程表により工期の2分の1を経過するまでに実施すべきものとされている当該建

設工事に係る作業が行われていること。 

(3) 既に行われた当該建設工事に係る作業に要する経費が請負代金額の2分の1以上の

額に相当するものであること。 

5 契約担当者は、前項の規定による認定の請求を受けたときは、速やかに当該認定の結果

を当該請負者に通知しなければならない。 

6 契約担当者は、第1項又は第2項に規定する請求があったときは、当該請求を受けた日か

ら14日以内に当該前払金を支払わなければならない。 

 

(前払金等の変更) 

第43条 請負者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後の請負代

金額に基づく前払金額から受領済みの前払金額を差し引いた額の前払金の支払を請求す

ることができる。この場合において、あらかじめ保証委託契約を変更し、変更後の保証

証書を契約担当者に提出しなければならない。 

2 前条第6項の規定は、前項の規定による請求があった場合に準用する。 

3 請負者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前払金額が、減額

後の請負代金額に基づく前払金額に当該減額後の請負代金額の10分の1(前条第2項に規

定する前払金の支払を受けているときは10分の2)に相当する額を加えた額を超えるとき

は、請負代金額が減額された日から30日以内に、その超過額を返還しなければならない。

この場合において、保証委託契約を変更したときは、変更後の保証証書を直ちに契約担

当者に提出しなければならない。 

4 請負者は、第1項又は前項の規定による保証証書の提出に代えて、電磁的方法であって、

知事が別に定める措置を講ずることができる。この場合において、請負者は、これらの

規定による保証証書の提出をしたものとみなす。 
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5 第3項の超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使用状況からみて著しく不

適当であると認められるときは、当事者が協議して返還すべき超過額を定める。ただし、

請負代金額が減額された日から7日以内に協議が整わない場合には、契約担当者が定め、

請負者に通知する。 

6 契約担当者は、請負者が第3項に規定する期間内に同項の超過額又は前項の返還すべき

超過額の全額を返還しなかったときは、その未返還額につき、第3項に規定する期間を経

過した日から返還をする日までの日数に応じ、知事が別に定める割合で計算した額の遅

延利息の支払を請求することができる。 

7 契約担当者は、工期の変更が行われた場合には、直ちにその旨を当該建設工事に関し請

負者と保証委託契約を締結している保証事業会社に通知するものとする。 

 

(前払金の使用) 

第44条 請負者は、前払金を当該建設工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料又は購入

費(当該建設工事において償却される割合に相当する額に限る。)、動力費、支払運賃、

修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証委託契約に係る保証料以外の支払に充

当してはならない。 

 

(部分払) 

第45条 請負者は、建設工事の完成前に、出来形部分又は製造工場等にある特殊な工場製

品に相応する請負代金相当額(以下「出来高金額」という。)の10分の9以内の額について、

部分払を請求することができる。ただし、前払金があった場合においては特に必要があ

ると認める場合を除き、出来形が、現になされた前払金の請負代金額に対する割合に10

分の1を加えた率以上に達したときに限る。 

2 請負者は、前項の規定による請求をしようとするときは、契約担当者に対し、あらかじ

め、様式第19号による出来形確認請求書を提出して、当該請求に係る出来形部分及び製

造工場等にある特殊な工場製品の確認を請求しなければならない。 

3 契約担当者は、前項の規定による確認の請求を受けた日から14日以内に、請負者の立会

いの上、設計図書に定めるところにより、同項の確認をするための検査を行い、かつ、

当該検査の結果を請負者に通知しなければならない。 

4 第27条第5項及び第39条第2項後段の規定は、前項の検査に準用する。 

5 出来高金額は、当事者が協議して定める。ただし、請負者が第3項の通知を受けた日か

ら10日以内に協議が整わない場合には、契約担当者が定め、請負者に通知する。 

6 請負者は、検査に合格した旨の第3項の規定による通知を受けたときは、請求書に様式

第18号による請求明細書を添えて部分払金の支払を請求することができる。この場合に

おいては、契約担当者は、当該請求を受けた日から14日以内に部分払金を支払わなけれ

ばならない。 
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7 部分払金の額は、次の式により算定する。 

出来高金額×((9／10)－(前払金額／請負代金額)) 

8 第1項の規定による部分払の請求回数は、次の各号に掲げる請負代金額の区分に応じ当

該各号に掲げる回数以内とする。ただし、契約担当者が特に必要があると認めたときは、

請求回数を増加することができる。 

(1) 請負代金額100万円以上2,000万円未満 2回 

(2) 請負代金額2,000万円以上5,000万円未満 3回 

(3) 請負代金額5,000万円以上 4回 

9 第6項の規定により部分払金の支払があった後、再度部分払の請求をする場合において

は、第1項中「請負代金相当額」とあるのは「請負代金相当額から既に部分払の対象とな

った請負代金相当額を控除した額」とする。 

 

(部分引渡し) 

第46条 第39条及び第40条の規定は、契約担当者が設計図書において建設工事の完成に先

立って工事目的物の一部の引渡しを受けるべきことを指定した部分又は工事目的物の一

部が完成した場合には当該部分を引渡すことについて当事者の合意が成立した部分(以

下「一部引渡指定部分」という。)がある場合において当該一部引渡指定部分が完成した

場合に準用する。この場合において、第39条中「建設工事」とあるのは「一部引渡指定

部分に係る工事」と、「工事目的物」とあるのは「一部引渡指定部分に係る工事目的物」

と、第40条中「請負代金」とあるのは「部分引渡しに係る請負代金」と読み替える。 

2 前項の規定により準用される第40条第1項の規定により請求することができる部分引渡

しに係る請負代金の額は、次の式により算出する。 

一部引渡指定部分に相応する請負代金の額×(1－(前払金額／請負代金額)) 

3 前条第5項の規定は、前項の規定による部分引渡しに係る請負代金の額の算定に当たっ

て準用する。この場合において、同条第5項本文中「出来高金額」とあるのは「一部引渡

指定部分に相応する請負代金の額」と、同項ただし書中「第3項の通知を受けた日から10

日以内」とあるのは「第1項の規定により準用される第39条第2項前段の規定による通知

を受けた日から14日以内」と読み替える。 

 

(第三者による代理受領) 

第47条 請負者は、契約担当者の承諾を得て請負代金の全部又は一部の受領につき、第三

者を代理人とすることができる。 

2 契約担当者は、前項の規定により請負者が第三者を代理人とした場合において、請負者

の提出する請求書に当該第三者が請負者の代理人である旨の明記がなされているときは、

当該第三者に対して第40条(前条第1項において準用する場合を含む。)又は第45条の規定

による支払をしなければならない。 
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(前払金等の不払に対する建設工事の中止) 

第48条 請負者は、契約担当者が第42条第6項(第43条第2項において準用する場合を含む。)、

第45条第6項又は第46条第1項において準用される第40条第2項の規定による支払を遅延

し、相当の期間を定めてその支払を請求したにもかかわらず支払をしないときは、建設

工事の全部又は一部の施工を一時中止することができる。この場合においては、請負者

は、その理由を明示した書面により、直ちにその旨を契約担当者に通知しなければなら

ない。 

2 第26条の2の規定は、前項の規定により請負者が建設工事の施工を中止した場合につい

て準用する。 

 

（契約不適合責任） 

第49条 契約担当者は、引き渡された工事目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適

合しないもの（以下「契約不適合」という。）であるときは、請負者に対し、目的物の修

補又は代替物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、その履行の

追完に過分の費用を要するときは、契約担当者は履行の追完を請求することができない。 

２ 前項の場合において、請負者は、契約担当者に不相当な負担を課するものでないとき

は、契約担当者が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。 

３ 第１項の場合において、契約担当者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、そ

の期間内に履行の追完がないときは、契約担当者は、その不適合の程度に応じて代金の

減額を請求することができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告を

することなく、直ちに代金の減額を請求することができる。 

(1) 履行の追完が不能であるとき。 

(2) 請負者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(3) 工事目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履

行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、請負者が履行の

追完をしないでその時期を経過したとき。 

(4) 前３号に掲げる場合のほか、契約担当者がこの項の規定による催告をしても履行の

追完を受ける見込みがないことが明らかであるとき。 

４ （削除） 

 

(履行遅滞の場合における損害金等) 

第50条 （削除） 

 

第5章 請負契約の解除 
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第51条 削除 

 

(契約担当者の催告による解除権) 

第52条 契約担当者は、請負者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定

めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、請負契約を解除することが

できる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行が請負契約及び取引上の

社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

(1) 正当な理由なく、建設工事に着手すべき期日を過ぎ、かつ、相当の期間を定めてそ

の着手を催告したにもかかわらずその期間内に当該建設工事に着手しないとき。 

(2) 工期内に建設工事を完成しないとき、又は工期経過後相当の期間内に建設工事を完

成する見込みが明らかにないと認められるとき。 

(3) 相当の期間を定めてその設置を催告したにもかかわらずその期間内に第22条第1項

各号に掲げる者を設置しなかったとき。 

(4) 正当な理由なく、第49条第1項の履行の追完がなされないとき。 

(5) 前各号に掲げる場合のほか、請負契約に違反したとき。 

2 前項の規定により請負契約を解除しようとするときは、様式第20号による請負契約解

除通知書により、請負者に通知するものとする。 

 

 

（契約担当者の催告によらない解除権） 

第52条の2 契約担当者は、請負者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに請負契

約を解除することができる。 

(1) 第13条第1項の規定に違反して請負代金債権を譲渡したとき。 

(2) 請負契約の目的物を完成させることができないことが明らかであるとき。 

(3) 引き渡された工事目的物に契約不適合がある場合において、その不適合が目的物を

除却した上で再び建設しなければ、契約の目的を達成することができないものである

とき。 

(4) 請負者が請負契約の目的物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示した

とき。 

(5) 請負者の債務の一部の履行が不能である場合又は請負者がその債務の一部の履行

を拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目

的を達することができないとき。 

(6) 契約の目的物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履

行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、請負者が履行を

しないでその時期を経過したとき。 

(7) 前各号に掲げる場合のほか、請負者がその債務の履行をせず、契約担当者が前条の
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催告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明

らかであるとき。 

(8) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この項において同じ｡)又は暴力団員等（暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員（以

下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過

しない者をいう。以下この項において同じ。）が経営に実質的に関与していると認めら

れる者に請負代金債権を譲渡したとき。 

(9) 第54条又は第54条の2の規定によらないで請負契約の解除を申し出たとき。 

(10) 請負者（請負者が共同企業体を結成している場合にあっては、その構成員のいずれか

の者。以下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

  ア 役員等（請負者が個人である場合にあっては当該個人その他経営に実質的に関与し

ている者をいい、請負者が法人である場合にあっては当該法人の役員、その支店又は

常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者その他経営に実質的に関与して

いる者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団又は暴力団員等であると認めら

れるとき。 

  イ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用していると認められるとき。 

   ウ 役員等が暴力団又は暴力団員等に対して財産上の利益の供与又は不当に有利な取

扱いをする等直接的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与して

いると認められるとき。 

   エ 役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用してい

ると認められるとき。 

   オ アからエまでに該当するもののほか、役員等が暴力団又は暴力団員等と密接な関係

を有していると認められるとき。 

  カ 下請契約又は工事材料の購入契約その他の契約の締結に当たり、その相手方が暴力

団関係業者であることを知りながら、当該契約を締結したと認められるとき。 

  キ 暴力団関係業者を下請契約又は工事材料の購入契約その他の契約の相手方とした

場合（カに該当する場合を除く。）に、契約担当者が請負者に対して当該契約の解除を

求め、請負者がこれに従わなかったとき。 

   ク 契約担当者が第14条の２第３項の解除を求め、請負者が正当な理由がなくこれに従

わなかったとき（キに該当する場合を除く。）。 

2 前条第２項の規定は、前項の規定による解除に準用する。 

 

（契約担当者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第52条の3 第52条第1項各号又は前条第1項各号に定める場合が契約担当者の責めに帰す
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べき事由によるものであるときは、契約担当者は、前２条の規定による契約の解除をす

ることができない。 

 

（契約担当者の任意解除権）  

第53条 契約担当者は、建設工事が完成するまでの間は、第52条又は第52条の2の規定によ

るほか、必要があるときは、請負契約を解除することができる。 

2 第52条第2項の規定は、前項の規定による解除に準用する。 

3 県は、第1項の規定により請負契約が解除されたことにより請負者に損害を及ぼしたと

きは、その損害につき必要な費用を負担しなければならない。 

4 第26条の2第4項の規定は、前項の規定により県が負担する費用の額の決定に準用する。 

 

(請負者の催告による解除権) 

第54条 請負者は、契約担当者が請負契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履

行の催告をし、その期間内に履行がないときは、請負契約を解除することができる。た

だし、その期間を経過した時における債務の不履行が請負契約及び取引上の社会通念に

照らして軽微であるときは、この限りでない。 

 

(請負者の催告によらない解除権) 

第54条の2 請負者は、次の各号のいずれかに該当する理由があるときは、直ちに請負契約

を解除することができる。 

(1) 第29条第1項の規定により設計図書を変更したため請負代金額が3分の2以上減少

したとき。 

(2) 第29条の2第1項又は第2項の規定による建設工事の施工の中止期間が工期の10分

の5(工期の10分の5が6月を超えるときは、6月)を超えたとき。ただし、中止が建設工

事の一部のみの場合は、その一部を除いた他の部分の工事が完了した後3月を経過し

ても、なおその中止が解除されないとき。 

 

（請負者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第54条の３ 第54条又は前条各号に定める場合が請負者の責めに帰すべき事由によるもの

であるときは、請負者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

 

(解除に伴う措置) 

第55条 第39条第2項から第4項までの規定は、請負契約が工事の完成前に解除された場合

において準用する。この場合において、同条第2項前段中「前項の完成届出書の提出を受

けたとき」とあるのは「解除の通知をし、又は解除の通知を受けたとき」と、「建設工事

の完成」とあるのは「出来形部分」と、同条第4項中「工事目的物」とあるのは「出来形
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部分及び部分払の対象となった特殊な工場製品」と読み替える。 

2 契約担当者は、前項の規定によって準用される第39条第2項前段の規定による通知をし

たときは、前項の規定によって準用される第39条第2項前段の検査に合格した出来形部分

に相応する請負代金額を請負者に支払わなければならない。 

3 第45条第5項の規定は、前項の出来形部分に相応する請負代金額の決定について準用す

る。この場合において、同条第5項本文中「出来高金額」とあるのは「第1項の規定によ

り準用される第39条第2項前段の検査に合格した出来形部分に相応する請負代金額」と、

同項ただし書中「第3項の通知を受けた日から10日以内」とあるのは「第1項の規定によ

り準用される第39条第2項前段の規定による通知を受けた日から14日以内」と読み替え

る。 

4 第2項の場合において、第42条の規定による前払金があったときは、当該前払金の額(第

45条の規定による部分払をしているときは、その部分払において償却した前払金の額を

控除した額)を第2項の検査に合格した出来形部分に相応する請負代金額から控除した額

を支払い、受領済みの前払金に余剰があるときは、請負者はその余剰額を返還しなけれ

ばならない。 

5 前項の規定による返還に当たっては、当該余剰額に前払金の支払の日から返還の日ま

での日数に応じ、知事が別に定める割合で計算した額の利息を付さなければならない。

ただし、前2条の規定による解除の場合にあっては、この限りでない。 

6 請負者は、工事の完成前に請負契約が解除された場合において、支給材料があるときは、

第2項の検査に合格した出来形部分に使用されているものを除き、契約担当者に返還しな

ければならない。この場合において、当該支給材料が請負者の故意若しくは過失により

滅失し、若しくは毀損したとき、又は同項の検査に合格しなかった出来形部分に使用さ

れているときは、代品若しくは原状に復した支給材料を返還し、又は返還に代えてその

損害につき必要な費用を負担しなければならない。 

7 請負者は、工事の完成前に請負契約が解除された場合において、貸与品があるときは、

当該貸与品を契約担当者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品が

請負者の故意又は過失により滅失し、又は毀損したときは、代品若しくは原状に復した

貸与品を返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 

8 第26条の3第3項及び第5項の規定は、契約が解除された場合に準用する。この場合にお

いて、同条第3項中「建設工事の完成、設計図書の変更等」とあるのは「請負契約の解除」

と、同条第5項中「前項の期限までに」とあるのは「次項の期限までに」と読み替える。 

9 第6項前段及び第7項前段の規定による請負者のとるべき措置の期限、方法等について

は請負契約の解除が請負者の責めに帰すべき事由によるときは契約担当者が定め、請負

契約の解除が請負者の責めに帰すべき事由によらないときは請負者が契約担当者の意見

を聴いて定めるものとし、第6項後段、第7項後段及び第8項において準用する第26条の3

第3項の規定による請負者のとるべき措置の期限、方法等については契約担当者が請負者
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の意見を聴いて定めるものとする。 

10 工事の完成後に請負契約が解除された場合は、解除に伴い生じる事項の処理については契

約担当者及び請負者が民法の規定に従って協議して決める。 

 

（契約担当者の損害賠償請求等） 

第55条の2 契約担当者は、請負者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって

生じた損害の賠償を請求することができる。 

(1) 工期内に工事を完成することができないとき。 

(2) この工事目的物に契約不適合があるとき。 

(3) 第52条又は第52条の2の規定により、工事目的物の完成後に請負契約が解除され

たとき。 

(4) 前3号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履

行が不能であるとき。 

2 次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、請負者は、請負代金額の

10分の1に相当する額を違約金として契約担当者の指定する期間内に支払わなければならな

い。 

(1) 第52条又は第52条の2の規定により工事目的物の完成前に請負契約が解除された

とき。 

(2) 工事目的物の完成前に、請負者がその債務の履行を拒否し、又は請負者の責めに

帰すべき事由によって請負者の債務について履行不能となったとき。 

3 次の各号に掲げる者が請負契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。 

(1) 請負者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16年法

律第75号）の規定により選任された破産管財人 

(2) 請負者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成14

年法律第154号）の規定により選任された管財人 

(3) 請負者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成11

年法律第225号）の規定による再生債務者等 

4 第1項各号又は第2項各号に定める場合（前項の規定により第2項第2号に該当する場合とみ

なされる場合を除く。）が請負契約及び取引上の社会通念に照らして請負者の責めに帰する

ことができない事由によるものであるときは、第1項及び第2項の規定は適用しない。 

5 第1項第1号に該当し、契約担当者が損害の賠償を請求する場合の請求額は、請負代金額から

出来形部分に相応する請負代金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、知事が別に定める

割合で計算した額を請求することができるものとする。 

6 第2項の場合（第52条の2第1項第8号及び第10号の規定により、請負契約が解除された場合を

除く。）において、第12条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行わ

れているときは、契約担当者は、当該契約保証金又は担保をもって同項の違約金に充当する
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ことができる。 

 

（請負者の損害賠償請求等） 

第55条の3 請負者は、契約担当者が次の各号のいずれかに該当する場合はこれによって

生じた損害の賠償を請求することができる。ただし、当該各号に定める場合が請負契約

及び取引上の社会通念に照らして契約担当者の責めに帰することができない事由による

ものであるときは、この限りでない。 

(1) 第54条又は第54条の2の規定により請負契約が解除されたとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行

が不能であるとき。 

2 第40条第2項(第46条第1項において準用する場合を含む。)に規定する期日までに請負代金

が支払われなかった場合においては、請負者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、知事

が別に定める割合で計算した額の遅延利息の支払を県に請求することができる。 

 

 

（契約不適合責任期間等） 

第55条の4  契約担当者は、引き渡された工事目的物に関し、第39条第4項（第46条第1項に

おいて準用する場合を含む。）の規定による引渡し（以下この条において単に「引渡し」

という。）を受けた日から2年以内でなければ、契約不適合を理由とした履行の追完の請

求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契約の解除（以下この条において「請求等」

という。）をすることができない。 

2 前項の規定にかかわらず、設備機器本体等の契約不適合については、引渡しの時、契約担当

者が検査して直ちにその履行の追完を請求しなければ、請負者は、その責任を負わない。た

だし、当該検査において一般的な注意の下で発見できなかった契約不適合については、引渡

しを受けた日から１年が経過する日まで請求等をすることができる。 

3 前2項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当該請求等

の根拠を示して、請負者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行う。 

4 契約担当者が第1項又は第2項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下この

項及び第７項において「契約不適合責任期間」という。）の内に契約不適合を知り、その旨を

請負者に通知した場合において、契約担当者が通知から1年が経過する日までに前項に規定

する方法による請求等をしたときは、契約不適合責任期間の内に請求等をしたものとみなす。 

5 契約担当者は、第1項又は第2項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適

合に関し、民法の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等をすること

ができる。 

6 前各項の規定は、契約不適合が請負者の故意又は重過失により生じたものであるときには

適用せず、契約不適合に関する請負者の責任については、民法の定めるところによる。 
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7 民法第637条第1項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。 

8 引き渡された工事目的物の契約不適合が支給材料の性質又は契約担当者若しくは監督員の

指図により生じたものであるときは、契約担当者は当該契約不適合を理由として、請求等を

することができない。ただし、請負者がその材料又は指図が不適当であることを知りながら

これを通知しなかったときは、この限りでない。 

 

第6章 雑則 

 

(保険等) 

第56条 請負者は、工事目的物、工事材料等を設計図書に定める火災保険、建設工事保険

その他の保険(これに準ずるものを含む。以下同じ。)に付さなければならない。 

2 請負者は、前項に規定する保険の契約を締結したときは、その証券又はこれに代わるも

のを直ちに契約担当者に提示しなければならない。 

3 請負者は、工事目的物、工事材料等を第1項に規定する保険以外の保険に付したときは、

直ちにその旨を契約担当者に通知しなければならない。 

 

(違約金等の徴収) 

第57条 請負者が、この規則に基づく違約金その他の損害金を契約担当者の指定する期日

までに支払わなかったときは、その指定する期日を経過した日から損害金の支払いをす

る日までの日数に応じ、知事が別に定める割合で計算した額の遅延利息を支払わなけれ

ばならない。 

2 前項の損害金及び遅延利息は、請負代金と相殺することができる。 

 

(あっせん又は調停) 

第58条 請負契約に関して当事者間に紛争を生じた場合には、契約担当者及び請負者は、

法第25条の規定により設置された建設工事紛争審査会(以下「審査会」という。)のあっ

せん又は調停によりその解決を図る。 

2 前項の規定にかかわらず、現場代理人の職務の執行に関する紛争若しくは監理技術者

等、専門技術者、下請負人、労働者その他請負者が工事を施工するために使用している

者の工事の管理若しくは施工に関する紛争又は監督員の職務の執行に関する紛争につい

ては、第23条第3項の規定により請負者が決定を行った後若しくは同条第5項の規定によ

り契約担当者が決定を行った後又は請負者若しくは契約担当者が決定を行わずに同条第

3項若しくは第5項に規定する期間が経過した後でなければ、契約担当者又は請負者は、

前項のあっせん又は調停を申請することができない。 

 

(仲裁) 
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第59条 前条第1項の規定にかかわらず、契約担当者又は請負者は、審査会のあっせん又は

調停により紛争を解決する見込みがないと認めたときは、仲裁合意書に基づき、審査会

に仲裁を申請することができる。 

 

(実施細目) 

第60条 この規則の実施のための手続その他実施について必要な事項は、知事が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、昭和50年4月1日から施行する。 

（経過措置） 

2 この規則の施行の際現に締結されている請負契約に係る工事等については、なお従前

の例による。 

3 この規則の施行の前においてこの規則による改正前の静岡県建設工事執行規則に定め 

る様式(様式第8号を除く。)により作成した用紙は、当分の間、使用できるものとする。 

（平成28年度における前払金の使用の特例） 

4 平成 28 年 4 月 1 日以後に新たに請負契約を締結した建設工事に係る前払金であって、

平成 29 年 3 月 31 日以前に支払われるものに関する第 44 条の規定の適用については、

同条中「、労働者災害補償保険料及び保証委託契約に係る保証料」とあるのは、「及び現

場管理費並びに一般管理費等のうち当該工事の施工に要する費用」とする。 

 

附 則(昭和51年3月30日規則第23号) 

この規則は、昭和51年4月1日から施行する。 

 

附 則(昭和52年3月25日規則第6号) 

1 この規則は、昭和52年4月1日から施行する。 

2 この規則施行の際現に締結されている請負契約に係る工事等については、なお従前の

例による。 

 

附 則(昭和53年3月25日規則第6号) 

1 この規則は、昭和53年4月1日から施行する。 

2 この規則施行の際現に締結されている請負契約に係る工事等については、なお従前の

例による。 

 

附 則(昭和53年4月1日規則第21号) 

この規則は、公布の日から施行する。 
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附 則(昭和56年4月4日規則第24号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則(昭和56年7月17日規則第40号) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

2 改正後の静岡県建設工事執行規則の規定は、昭和56年6月1日以後に締結した請負契約

に係る工事等について適用し、同日前に締結した請負契約に係る工事等については、な

お従前の例による。 

 

附 則(昭和57年6月1日規則第24号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則(昭和58年4月22日規則第32号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成元年1月20日規則第1号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成元年3月24日規則第6号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成2年3月31日規則第24号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成5年3月31日規則第29号) 

1 この規則は、平成5年4月1日から施行する。 

2 この規則の施行の際現に締結されている請負契約に係る工事等については、なお従前

の例による。 

 

附 則(平成6年8月12日規則第53号) 

1 この規則は、公布の日から施行する。ただし、第13条に1項を加える改正規定は、公布

の日から起算して7日を経過した日から施行する。 

2 この規則の施行の際現に締結されている請負契約に係る工事等については、なお従前

の例による。 
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附 則(平成7年3月31日規則第38号) 

1 この規則は、平成7年4月1日から施行する。 

2 この規則の施行の際改正前の静岡県建設工事執行規則の様式により作成されている用

紙は、当分の間、調整して使用することができる。 

 

附 則(平成8年3月29日規則第37号) 

1 この規則は、平成8年4月1日から施行する。 

2 この規則の施行の日前に締結された請負契約に係る建設工事の執行方法については、

なお従前の例による。 

3 この規則の施行の日から平成8年6月28日までの間における改正後の静岡県建設工事執

行規則の適用については、第22条第1項第4号及び様式第11号中「監理技術者資格者証の

交付を受けた専任の監理技術者」とあるのは「建設業法の一部を改正する法律(平成6年

法律第63号)附則第5項の規定により監理技術者資格者証の交付を受けているとみなされ

た専任の監理技術者又は同法による改正前の建設業法第27条の18第1項に規定する指定

建設業監理技術者資格を有する者で同法による改正後の建設業法第27条の18第1項の規

定による監理技術者資格者証の交付を受けた専任の監理技術者」とする。 

 

附 則(平成8年12月27日規則第72号) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

2 この規則の施行の日(以下「施行日」という。)前に締結した請負契約に係る建設工事及

び施行日以後請負契約を締結し平成9年3月31日までに目的物の引渡しがなされる建設工

事については、なお従前の例による。 

 

附 則(平成11年1月8日規則第1号) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

2 この規則の施行の日前に締結した請負契約に係る建設工事については、なお従前の例

による。 

 

附 則(平成11年3月31日規則第45号) 

1 この規則は、平成11年4月1日から施行する。 

2 この規則の施行の日前に締結した請負契約に係る建設工事については、なお従前の例

による。 

 

附 則(平成13年3月30日規則第41号) 

1 この規則は、平成13年4月1日から施行する。 

2 この規則の施行の日前に締結した請負契約に係る建設工事については、なお従前の例
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による。 

3 この規則の施行の際現に改正前の静岡県建設工事執行規則の様式により作成されてい

る用紙は、当分の間、調整して使用することができる。 

 

附 則(平成16年3月31日規則第29号) 

1 この規則は、平成16年4月1日から施行する。 

2 この規則の施行の日前に締結した請負契約に係る建設工事については、なお従前の例

による。 

 

附 則(平成18年6月6日規則第45号) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

2 この規則の施行の日前に締結した請負契約に係る建設工事については、なお従前の例

による。 

 

附 則(平成19年3月20日規則第1号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成19年3月30日規則第29号抄) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成19年4月1日から施行する。 

 

附 則(平成21年3月31日規則第12号) 

1 この規則は、平成21年4月1日から施行する。 

2 この規則の施行前に締結した請負契約に係る建設工事については、なお従前の例によ

る。 

 

附 則(平成22年3月31日規則第19号抄) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成22年4月1日から施行する。 

 

   附 則(平成23年3月29日規則第７号) 

１ この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行前に入札又は随意契約の手続に着手した請負契約に係る建設工事につ

いては、なお従前の例による。  

 

 附 則（平成28年８月５日規則第48号） 
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１ この規則は、公布の日から施行する。 

 

 附 則（平成30年６月15日規則第39号） 

１ この規則は、平成 30 年７月１日から施行する。 

２ この規則の施行前に締結した請負契約に係る建設工事については、なお従前の例によ

る。 

 

 附 則（令和２年３月27日規則第24号） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

   附 則（令和２年９月 25 日規則第 144 号） 

１ この規則は、令和２年 10 月１日から施行する。  

２ この規則の施行前に締結した請負契約に係る建設工事については、なお従前の例によ

る。 

３ この規則の施行の際現に改正前の静岡県建設工事執行規則の規定及び様式により作成

されている用紙は、当分の間、調整して使用することができる。 

 

   附 則（令和３年３月 26 日規則第５号） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。  

２ この規則の施行の際現に改正前のそれぞれの規則の規定及び様式により提出されてい

る申請書等は、改正後のそれぞれの規則の相当する規定及び様式により提出されたもの

とみなす。 

３ この規則の施行の際現に改正前のそれぞれの規則の様式により作成されている用紙は、

当分の間、調整して使用することができる。 

 

   附 則（令和４年 12 月 27 日規則第 41 号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和５年１月１日から施行する。ただし、第 36 条の改正及び附則第３項

の規定は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第 52 条の２及び様式第３号から様式第４号までの規定は、この規則の施行

の日以後に締結した請負契約に係る建設工事について適用し、この規則の施行の日前に

締結した請負契約に係る建設工事については、なお従前の例による。 

３ 改正後の第 36 条の規定は、附則第１項ただし書に規定する改正の施行の日（以下「一

部施行日」という。）以後に締結した請負契約に係る建設工事について適用し、一部施行

日前に締結した請負契約に係る建設工事については、なお従前の例による。 

6－34



 
 

35 / 35 

４ この規則の施行の際現に改正前の静岡県建設工事執行規則の様式により作成されてい

る用紙は、当分の間、調整して使用することができる。 

   附 則（令和６年１月 26 日規則第１号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第 24 条第７項の改正及び様式第 13 号

の改正規定並びに附則第３項の規定は、令和６年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第 12 条第１項の規定は、この規則の施行の日以後に締結した請負契約に係

る建設工事について適用し、この規則の施行の日前に締結した請負契約に係る建設工事

については、なお従前の例による。 

３ 様式第 13 号の改正規定の施行の際現に改正前の様式第 13 号により作成されている用

紙は、当分の間、調整して使用することができる。 

6－35



様式第１号（第８条関係）（用紙  日本産業規格 A4縦型） 

 

 

入      札      書 
 

 

 

  １  入札番号              第           号 

 

 

  ２  建設工事名 

 

 

  ３  建設工事箇所                     市             町 

                                       郡              

 

 

  上記の建設工事を、建設工事等競争契約入札心得を承諾の上、下記の金額で請け負いたいので、 

申し込みます 

 

 

                      

 

        入札金額 

拾 億 千 百 拾 万 千 百 拾 円  

 

 

 

   年   月   日     

 

 

 

 

 

 

    発注者  職  名    氏         名  様 

 

 

 

 

                                           住    所 

                                   入札者  商    号 

                                           氏    名 （法人にあっては、代表者の氏名）○印  
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様式第３号（第 11条関係）（用紙  日本産業規格 A4 縦型） 

 

建  設  工  事  請  負  契  約  書 

 

１  建設工事名 収 入 

 

印 紙 

 

 

２  建設工事箇所                市           町 

                                郡            

 

 

３  工        期    着手      年    月    日 

                    完成      年    月    日 

 

４ 工事を施工しない日 
 
  工事を施工しない時間帯 

 

５  請負代金額    ￥                      

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥                     ） 

 

 

６  請負代金の支払 

    

      前払金額    ￥                      

 

      部分払回数          回以内 

 

７  契約保証金    ￥                     （約款第４条第１項第  号該当） 

 

８ 建設発生土の搬出先等 

 

 

  上記の建設工事について、発注者と受注者は、各々対等な立場における合意に基づいて、別添の

約款によって請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

  この契約の成立を証するため、この契約書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自その１通を

所持する。 

 

年    月    日   

 

発注者  職  名  氏           名                       □印 
 

                                               住  所 

                               受  注  者  商  号 

                                               氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）○印  
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様式第３号の２（第 11条関係）（用紙  日本産業規格 A4縦型） 

 

建  設  工  事  請  負  契  約  書 

 

１  建設工事名 収 入 

 

印 紙 

 

 

２  建設工事箇所                市           町 

                                郡            

 

３  工        期    着手      年    月    日 

                    完成      年    月    日 

 

４ 工事を施工しない日 
 
  工事を施工しない時間帯 

 

５  請負代金額    ￥                      

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥                     ） 

 

 

６  請負代金の支払 

    

      前払金額    ￥                      

 

      部分払回数          回以内 

 

７  契約保証金    ￥                     （約款第４条第１項第  号該当） 

 

８ 建設発生土の搬出先等 

 

  上記の建設工事について、発注者と受注者は、各々対等な立場における合意に基づいて、別添の

約款によって連帯して請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

  この契約の成立を証するため、この契約書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自その１通を

所持する。 

 

年    月    日   

 

発注者  職  名  氏           名                       □印  

 

                               受注者  共同企業体の名称 
                                               住  所 
                                     代表者    商  号 
                                               氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）◯印  
                        
                                     その他の  住  所 
                                     構 成 員  商  号 
                                               氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）◯印  
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様式第４号（第 11条関係）（用紙  日本産業規格 A4 縦型） 

 

建  設  工  事  請  書 

 

１  建設工事名 収 入 

 

印 紙 

 

 

 

２  建設工事箇所                市           町 

                                郡            

 

 

３  工        期    着手      年    月    日 

                    完成      年    月    日 

 

 

４ 工事を施工しない日 
 
  工事を施工しない時間帯 

 

 

５  請負代金額    ￥                      

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥                     ） 

 

 

６ 建設発生土の搬出先等 

 

 

７  その他 

 

 

 

 

  上記の建設工事の施行については、静岡県建設工事請負契約約款中受注者に関する規定を遵守

し、仕様書、設計図書及び図面に基づいて相違なく完成します。 

 

 

年    月    日   

 

 

発注者  職  名  氏        名  様 

 

 

 

                                               住  所 

                                   受注者  商  号 

                                               氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）○印  
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様式第５号（第 11条関係）（用紙  日本産業規格 A4 縦型） 

 

建  設  工  事  変  更  請  負  契  約  書 

 

１  建設工事名 収 入 

 

印 紙 

 

 

 

２  建設工事箇所                市           町 

                                郡            

 

 

３ 変更事項 

 

 (1)  請負代金額    ￥                      

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥                     ） 

 

 

 (2)  工        期 

 

 

 (3)  建設工事内容 

 

 

 (4)  そ の 他 

 

 

 

  上記のとおり    年  月  日締結した請負契約を変更し、この契約の成立を証するため、この契

約書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自その１通を所持する。 

 

 

年    月    日   

 

 

発注者  職  名  氏           名                       □印 
 

                                               住  所 

                               受  注  者  商  号 

                                               氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）○印  
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様式第５号の２（第 11条関係）（用紙  日本産業規格 A4縦型） 

 

建  設  工  事  変  更  請  負  契  約  書 

 

１  建設工事名 収 入 

 

印 紙 

 

 

２  建設工事箇所                市           町 

                                郡            

 

３ 変更事項 

 

 (1)  請負代金額    ￥                      

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥                     ） 

 

 (2)  工        期 

 

 (3)  建設工事内容 

 

 (4)  そ の 他 

 

 

  上記のとおり    年  月  日締結した請負契約を変更し、この契約の成立を証するため、この契

約書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自その１通を所持する。 

 

 

年    月    日   

 

 

発注者  職  名  氏           名                       □印 
 

 

                               受注者  共同企業体の名称 

                                               住  所 

                                        代表者 商  号 

                                               氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）○印  

 

                                         その他の住  所 

                                         構成員 商  号 

                                               氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）○印  
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様式第６号（第 11条関係）（用紙  日本産業規格 A4 縦型） 

 

建  設  工  事  変  更  請  書 

 

１  建設工事名 

 

 

収 入 

 

印 紙 

 

２  建設工事箇所                市           町 

                                郡            

 

 

３ 変更事項 

 

 (1)  請負代金額    ￥                      

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥                     ） 

 

 

 (2)  工        期 

 

 

 (3)  建設工事内容 

 

 

 (4)  そ の 他 

 

 

 

  上記のとおり    年  月  日提出した請書を変更し、相違なく完成します。 

 

 

 

年    月    日   

 

 

発注者  職  名  氏         名  様 

 

 

                                

                                               住  所 

                              受  注  者   商  号 

                                               氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）○印  
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様式第７号（第１３条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型） 

 

                                                   承    諾 

建設工事請負代金請求権譲渡        申請書 

                                                   変更承諾 

 

建 設 工 事 名  

 

建 設 工 事 箇 所  

区         分 当 初 契 約 変更契約による増減 

計 
工         期 

着手   年  月  日 

完成   年  月  日 

着手   年  月  日 

完成   年  月  日 

請 負 代 金 額    

前 払 金 額    

部 分 払 金 額    

譲 渡 債 権 金 額    

債 権 譲 渡 先    

 

                        のため、先に締結した建設工事請負契約の履行により生ずる請負代金請

求権を、上記のとおり譲渡したいので承諾されるよう申請します。 

 

                                                                         年   月   日 

 

 発注者  職  名  氏         名  様 

 

                                               住  所 

                                       受注者  商  号 

     氏  名（法人にあっては、代表者の氏名）○印  

                                                    承    諾 

建設工事請負代金請求権譲渡        書 

                                                     変更承諾 

 
  上記の建設工事請負代金請求権の譲渡については、申請のとおり承諾します。 

 

                                                                   年   月   日 

 

                                                  発注者  職  名  氏         名  □印  

備考  変更契約により当該工事請負代金額に増減を生じたときは、遅滞なく変更承諾申請書を提出  

    すること。 
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様式第８号（第１５条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４横型） 

 

下  請  負  人  通  知  書 
 

１  下請負人に関し通知を求められた建設工事 

 

  (1)  建設工事名 

 

  (2)  請負代金額                       円 

 

  (3)  契約年月日         年   月   日 

 

  (4)  工      期  着手   年   月   日 

                   完成   年  月    日 

 

２  下請負人に関する事項 

 

 

商       号 住      所 

下請契約の内容 
請け負った工事に係る建設業の種類並び

に当該建設業の許可年月日及び許可番号 

 

工種 数量 金額 種類 
許可の 

年月日 
許可番号 

    

円 

  

般      

      第     号 

特 

        

        

        

   

 

  下請負人に関する事項を上記のとおり通知します。 

                                                                       年   月   日 

  発注者 職  名  氏       名 様 

 

                                                住  所 

                                        受注者  商  号 

                                                氏  名（法人にあっては、代表者の氏名） 
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様式第９号（第２０条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型） 

 

工        程        表 

 
１  建設工事名 

 

 

２  建設工事箇所            市             町 

                            郡              

 

３  工        期  着手      年     月      日 

                  完成      年     月      日 

 

 
工   種 設計数量 

月 月 月 月  

   10   20   30  10   20   30   10   20   30   10  20  30 

              

              

              

              

 通計歩合 ％              

 

 

 

   上記のとおり施工したいので、工程表を提出します。 

 

 

 

                                                                      年    月    日 

 

 

 

  発注者  職 名  氏          名 様 

 

 

 

 

 

                                               住 所 

                                       受注者  商 号 

                                               氏 名（法人にあっては、代表者の氏名） 

6－45



上 段  計 画 %  
下 段  実 績 %  

建設工事執行規則 様式第 10 号(第 20 条関係)（用紙 日本産業規格 A４版） 

工 事 工 程 月 報 
 住 所 

 受注者 商 号 
 氏 名（法人にあっては、代表者の氏名）  

平成 年 月末現在 

建設工事名 
路線 

名 等 
河川 

箇 所  

契約額 
   円 

工  期 

 

市 
郡 

町 大 
字 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 

1月 2月 3月 
摘要 

前半 後半 前半 後半 前半 後半 
      ・ ・ 

・ ・ 
                
               

      ・ ・ 
・ ・ 

                
               

      ・ ・ 
・ ・ 

                
               

      ・ ・ 
・ ・ 

                
               

      ・ ・ 
・ ・ 

                
               

      ・ ・ 
・ ・ 

                
               

備考 1 複数の建設工事を受注している場合には、上から順に列記し、完成した建設工事があっても消さないものとする。 
2 監督員が指示した場合には、工程表により進ちょく状況を説明するものとする。 

工             程 
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様式第 11号（第 22条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型） 

 

 

主 任 技 術 者 等 通 知 書 
 

 

１  建設工事名 

                                           工事 

        （    年    月    日契約締結） 

 

 

 

２  主任技術者の氏名 

 

 

区分 職名 氏名 担当工事種類 

資格区分  

第７条 

第２号 

第 15条 

第  ２号 

主 任 技 術 者 
   イロハ  

専任の主任技術者 
   イロハ イロハ 

監 理 技 術 者     イロハ 

監理技術者補佐    イロハ イロハ 

専任の監理技術者     イロハ 

現 場 代 理 人      

専 門 技 術 者    イロハ  

 

     

    先に請負契約を締結した建設工事の主任技術者等の氏名等を、上記のとおり通知します。 

 

                                                                    年    月    日 

 

    発注者  職  名  氏        名  様 

 

                                               住  所 

                                       受注者  商  号 

                                              氏  名 （法人にあっては、代表者の氏名） 

備考  資格区分欄は、建設業法第７条第２号イ、ロ若しくはハ又は第 15条第２号イ、ロ若しくは 

    ハのうち、該当するものを〇で囲むこと。 

6－47



 

様式第 12号（第 22の 2条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型） 

 

 

工    事    記    録    簿 
 

 

建 設 工 事 名  

 
建 設 工 事 箇 所  

着 手 年 月 日  

完 成 年 月 日  

 

 年  月  日 天 候 記              録 摘  要  

    

    

    

    

 

      

    

    

 

 

  備考 

    １  記録欄には、現場の作業状況又は監督員の指示等若しくは指示等に対する処理状況 

      等について記入すること。 

    ２  摘要欄については、指示等を行った監督員名等を記入すること。 
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様式第 13 号(第 24 条関係)（用紙 日本産業規格 A４版横型） 

材 料 検 査 簿 
1. 建設工事名 
2. 建設工事箇所 

品  種 規格 設計数量 単位 検査年月日 検査数量 合格数量 不合格数量 累計合計 検  印 
又は署名 数  量 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

6－49



様式第 14号（第 30条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型） 

 

 

工  期  延  長  請  求  書 
 

 

１  建設工事名 

 

 

２  建設工事箇所                市             町 

                                郡              

 

 

３  請負代金額                                 円 

 

 

４  契約年月日                 年      月      日 

 

５  工        期     着 手       年      月      日 

                     完 成       年      月      日 

 

 

６ 変更完成期日                  年      月      日 

 

 

７ 工期延長の理由 

 

 

 

 

 

 

  上記のとおり工期の延長を請求します。 

 

                                                                 年     月     日 

 

  発注者 職  名 氏       名 様 

 

 

 

                                           住  所 

                                   受注者  商  号 

                                           氏  名（法人にあっては、代表者の氏名） 
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様式第 15号（第 30条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型） 

 

変     更     工     程     表 

 
１  建設工事名 

 

 

２  建設工事箇所            市             町 

                            郡              

 

３  工        期  着手      年     月      日 

                  完成      年     月      日 

 

 
工   種 設計数量 

月 月 月 月  

   10   20   30  10   20   30   10   20   30   10  20  30 

              

              

              

              

 通計歩合 ％              

 

 

 

   上記のとおり変更したいので、変更工程表を提出します。 

 

 

 

                                                                      年    月    日 

 

 

 

  発注者  職 名  氏          名 様 

 

 

 

 

 

                                               住 所 

                                       受注者  商 号 

                                               氏 名（法人にあっては、代表者の氏名） 

備考  変更した部分は、朱書きすること。 
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様式第 16号（第 39条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型） 

 

 

完     成     届     出     書 
 

 １  建設工事名 

 

 

 ２  建設工事箇所           市               町 

                            郡                

 

 ３  請負代金額              円 

 

 

 ４  契約年月日                年    月    日 

 

 

 ５  工        期  着手          年    月    日 

                   完成          年    月    日 

 

 

 ６  完成年月日                年    月    日 

 

  

 

 

  上記のとおり完成したので、届け出ます。 

 

 

 

 

                                                                  年     月     日 

 

 

 

 

  発注者 職  名  氏      名 様 

 

 

 

                                              住 所 

                                       受注者  商 号 

                                               氏 名（法人にあっては、代表者の氏名） 
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様式第 17号（第 39条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型） 

 

 

修  補  完  了  届  出  書 
 

 １  建 設 工 事 名 

 

 

 ２  建設工事箇所                市          町 

                                   郡           

 

 

 ３  請 負 代 金 額 

 

 

 ４  契 約 年 月 日                年    月    日 

 

 

 ５  工          期  着手          年    月    日 

                     完成          年    月    日 

 

 

 ６  完 成 年 月 日                年    月    日 

 

 

 ７  検 査 年 月 日                年    月    日 

 

 

 ８  修 補 事 項  

 

 

 ９  修補完了年月日                年    月    日 

 

 

  上記のとおり修補を完了したので、届け出ます。 

 

 

                                                                  年     月     日 

 

 

  発注者 職  名  氏      名 様 

 

 

                                              住 所 

                                       受注者  商 号 

                                               氏 名（法人にあっては、代表者の氏名） 
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様式第 18 号（第 40 条、第 45 条、第 46 条関係）（用紙 日本産業規格 A４横型） 

 

請 求 明 細 書 
請負代金額 

(部分引渡しに係る請負代金額) 
A 

 
円 

前 払 金 額 
 

B 

 
円 

今回請求額  
（第   回） 
（ し ゅ ん 工 ）

 
円 

 
 

区 分 
 
 

  
 

年 月 日 

 
 
出来高歩合 

C 

出来高金額 
 

一部引渡指定部分に 
相応する請負代金の額 

D 
 

 
D×9/10 の

額 
 

E 

 
前払償却額  

B×C＝F 

差 引 き 額   

E－F＝G 
しゅん工の場合にあっては  

D－F＝G 
 

 
支 払 額  

(G－前回までの支払額の合計

額) 

第 １ 回  ％ 円 円 円 円 円 

第 2 回          

第 3 回          

第 4 回          

第 ５ 回        

第 6 回        

し ゅ ん 工         

備考 E の算出については万円未満を切り捨て、F の算出については万円未満を切り上げること。 

6－54



様式第 19号（第 45条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型） 

 

出  来  形  確  認  請  求  書 
 

 １  建設工事名 

 

 

 

 ２  建設工事箇所                  市                  町 

                                   郡                   

 

 

 ３  工        期  着手            年        月        日 

                   完成            年        月        日 

 

 

 

 ４  請負代金額                                      円 

 

 

 

 ５  出来形の内容 

 

工   種 単位 

設  計 

数  量 

Ａ 

出 来 高 

数   量 

Ｂ 

出来高歩合 

Ｂ÷Ａ 

×100=C 

構 成 

比 率 

Ｄ 

通    計 

出 来 高 

歩    合 

Ｃ×Ｄ 

摘     要 

 

    ％  ％  

        

        

 

         

        

        

    

 

 

              年    月    日現在における第      回出来形の確認を請求します。 

 

 

                                                              年     月     日 

 

  発注者 職  名  氏      名 様 

 

 

                                              住 所 

                                       受注者  商 号 

                                               氏 名（法人にあっては、代表者の氏名） 
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様式第 20号（第 52条関係）（用紙  日本産業規格Ａ４縦型） 

 

 

請  負  契  約  解  除  通  知  書 
 

 

 １  建設工事名 

 

 

 

 ２  建設工事箇所                  市                町 

                                   郡                 

 

 

 

 ３  工        期    着手          年       月       日 

                     完成          年       月       日 

 

 

 

 ４ 請負代金額                                     円 

 

 

 

            年    月    日に契約を締結した上記の建設工事については、静岡県建設工事請負 

  契約約款第    条第    項    第    号の規定により､契約を解除します。 

 

 

 

                                                                     年     月     日 

 

 

 

                                             住 所 

                                      受注者  商 号 

                                              氏 名（法人にあっては、代表者の氏名）様 

 

 

 

 

 

                                                         発注者 職  名  氏      名 □印  
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６－２ 静岡県建設工事請負契約約款   

 

静岡県建設工事請負契約約款 

（令和６年４月最終改正） 

 （総則） 

第１条 発注者及び受注者は、契約書記載の工事の請負契約に関し、契約書に定めるもののほか、この約款

に基づき、別冊の仕様書、設計書（「公共建築工事標準仕様書」、「公共建築改修工事標準仕様書」、

「建築物解体工事共通仕様書」、「公共建築木造工事標準仕様書」及び「公共住宅建設工事共通仕様書」

を適用する建築工事及び建築設備工事は除く、以下同じ。）及び図面（現場説明書及び現場説明に対する

質問回答書を含む。以下これらの仕様書、設計書及び図面を「設計図書」という｡)に従い、日本国の法令

を遵守し、この契約（この約款及び設計図書を内容とする工事の請負契約をいう。以下同じ｡)を履行しな

ければならない。 

２ 受注者は、契約書記載の工事を契約書記載の工期内に完成し、工事目的物を発注者に引き渡すものと

し、発注者は、その請負代金を支払うものとする。 

３ 仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために必要な一切の手段（以下「施工方法等」という。)に

ついては、この約款及び設計図書に特別の定めがある場合を除き、受注者がその責任において定める。 

４ 受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

５ この約款に定める催告、請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面により行わなければならない。 

６ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。 

７ この約款に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

８ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、設計図書に特別の定めがある場合

を除き、計量法（平成４年法律第51号）に定めるものとする。 

９ この約款及び設計図書における期間の定めについては、民法（明治29年法律第89号）及び商法（明治 

 32年法律第48号）の定めるところによるものとする。 

10 この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

11 この契約に係る訴訟については、日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄裁判所とする。 

12 受注者が共同企業体を結成している場合においては、発注者は、この契約に基づくすべての行為を共同

企業体の代表者に対して行うものとし、発注者が当該代表者に対して行ったこの契約に基づくすべての行

為は、当該企業体のすべての構成員に対して行ったものとみなし、また、受注者は、発注者に対して行う

この契約に基づくすべての行為について当該代表者を通じて行わなければならない。 

13 この契約に要する費用は、受注者の負担とする。 

 （関連工事の調整） 

第２条 発注者は、受注者の施工する工事及び発注者の発注に係る第三者の施工する他の工事が施工上密接

に関連する場合において、必要があるときは、その施工につき、調整を行うものとする。この場合におい

ては、受注者は、発注者の調整に従い、当該第三者の行う工事の円滑な施工に協力しなければならない。 

 （工程表、請負代金内訳書及び工事工程月報） 

第３条 受注者は、この契約締結後10日以内に、設計図書に基づいて工程表を作成し、発注者に提出しなけ

ればならない。 
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２ 発注者は、工程表につき直ちにその内容を審査し、不適当と認めたときは、受注者に訂正を求めるもの

とする。 

３ 受注者は、工期が１月を超える工事については、工程表に基づいて、工事工程月報を提出しなければな

らない。 

４ 受注者は、発注者から請求があった場合においては、この契約締結後10日以内に、設計図書に基づいて

請負代金内訳書を作成し、発注者に提出しなければならない。 

５ 請負代金内訳書には、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る法定福利費を明示するものとする。 

（契約の保証） 

第４条 受注者は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなければならない。

ただし、１件の請負代金額が300万円未満の建設工事及び発注者からの出動要請に基づく災害応急対策又は

災害復旧に関する工事にかかる請負契約については、この限りでない。また、第６号の場合においては、

履行保証保険契約の締結後、直ちにその保険証券を発注者に寄託しなけれ ばならない。 

(1) 契約保証金の納付 

 (2) 契約保証金に代わる担保となる有価証券の提供 

 (3) この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行又は発注者が確実と認める金

融機関の保証 

 (4) この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する保証事業会社（公共工事の前払金

保証事業に関する法律（昭和27年法律第1 8 4号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。以下同じ

｡)の保証（契約保証特約を付したものに限る｡) 

 (5) この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証 

 (6) この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第５項において「保証の額」という｡)は、

請負代金額の10分の１（低入札価格調査（予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みをした者

の当該申込みに係る価格によってはその者により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがある

と認められる場合に行われる調査をいう。以下同じ。）を受けて落札者となった受注者と締結する請負契約

に係る保証の額にあっては10分の３）以上としなければならない。 

３ 受注者が第１項第３号から第６号までのいずれかに掲げる保証を付す場合は、当該保証は第46条の２第

３項各号に規定する者による契約の解除の場合についても保証するものでなければならない。 

４ 第１項の規定により、受注者が同項第２号から第４号までに掲げる保証を付したときは、当該保証は契

約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第５号又は第６号に掲げる保証を付したとき

は、契約保証金の納付を免除する。 

５ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額の10分の１（低入札価格調査を受

けて落札者となった受注者と締結した請負契約に係る保証の額にあっては、変更後の請負代金額の10分の

３）に達するまで、発注者は、保証の額の増額を請求することができ、受注者は、保証の額の減額を請求

することができる。 

６ 受注者は、第１項の規定による保険証券の寄託に代えて、電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法をいう。以下同じ｡)であって、当該履行保証保険契約の相手方

が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当該保険証券の寄託

をしたものとみなす。 
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 （権利義務の譲渡等） 

第５条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。た

だし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 受注者は、工事目的物、工事材料（工場製品を含む。以下同じ｡)のうち第13条第２項の規定による検査

に合格したもの及び第37条第３項の規定による部分払のための確認を受けたもの並びに工事仮設物を第三

者に譲渡し、貸与し、又は抵当権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、発注者

の承諾を得た場合は、この限りでない。 

 （一括委任又は一括下請負の禁止） 

第６条 受注者は、工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してその機能を発揮する工作

物の工事を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。 

 （暴力団関係業者による下請負の禁止等） 

第６条の２ 受注者は、第43条の２第10号アからオまでのいずれかに該当する者（以下「暴力団関係業者」と

いう。）を下請負人としてはならない。 

２ 受注者は、その請け負った建設工事に係る全ての下請負人に、暴力団関係業者と当該建設工事に係る下

請契約を締結させてはならない。 

３ 受注者が、第１項の規定に違反して暴力団関係業者を下請負人とした場合又は前項の規定に違反して下

請負人に暴力団関係業者と当該建設工事に係る下請契約を締結させた場合は、発注者は、受注者に対し

て、当該契約の解除（受注者が当該契約の当事者でない場合において、受注者が当該契約の当事者に対し

て当該契約の解除を求めることを含む。以下この条において同じ。）を求めることができる。 

４ 前項の規定により発注者が受注者に対して当該契約の解除を求めたことによって生じる受注者の損害及

び同項の規定により下請契約が解除されたことによって生じる下請契約の当事者の損害については、受注

者が一切の責任を負うものとする。 

 （下請負人） 

第７条 受注者は、下請契約を締結する場合には、当該契約の相手方を静岡県内に建設業法（昭和24年法律第

100号）に規定する主たる営業所を有する者の中から選定するよう努めなければならない。ただし、「地方

公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号）第３条第１項に基

づき告示された「特定役務のうち建設工事の調達契約」に係る特例政令の適用基準額以上の工事について

は、本項は適用しない。 

２ 発注者は、第６条の規定による請負の禁止に違反する疑いがあると認めるときは、下請契約を締結した

受注者に対し、下請負人の商号又は名称その他必要な事項の通知を請求することができる。 

（下請負人の社会保険等加入義務等） 

第７条の２ 受注者は、次の各号に掲げる届出の義務を履行していない建設業者（建設業法第２条第３

項に定める建設業者をいい、当該届出の義務がない者を除く。以下「社会保険等未加入建設業者」と

いう。）を下請負人としてはならない。 

(1) 健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出の義務 

(2) 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出の義務 

(3) 雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出の義務 

２ 前項の規定にかかわらず、受注者は、次の各号に掲げる下請負人の区分に応じて、当該各号に定め

る場合は、社会保険等未加入建設業者を下請負人とすることができる。 
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(1) 受注者と直接下請契約を締結する下請負人  

 当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としなければ工事の施工が困難となる場合その他の特別

の事情があると発注者が認める場合において、受注者が発注者の指定する期間内に当該社会保険等未

加入建設業者が前項各号に掲げる届出の義務を履行し、当該事実を確認することのできる書類(以下

「確認書類」という。)を発注者に提出したとき 

(2) 前号に掲げる下請負人以外の下請負人 

次のいずれかに該当する場合 

ア 受注者が、当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としていると発注者が認め、その旨を通

知した日から30日（発注者が、受注者において確認書類を当該期間内に提出することができない

相当の理由があると認め、当該期間を延長したときは、その延長後の期間）以内に確認書類を発

注者に提出した場合  

  イ 前号に定める特別の事情があると発注者が認める場合 

３ 受注者は、次の各号に掲げる場合は、発注者の請求に基づき、違約罰（制裁金）として、当該各

号に定める額を発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

(1) 社会保険等未加入建設業者が前項第１号に掲げる下請負人である場合において、同号に定める

特別の事情があると認められなかったとき又は同号に定める特別な事情があると認められたにもか

かわらず、同号に定める期間内に確認書類が提出されなかったとき 受注者が当該社会保険等未加

入建設業者と締結した下請契約の最終の請負代金額の10分の１に相当する額 

(2) 社会保険等未加入建設業者が前項第２号に掲げる下請負人である場合において、受注者が同号

アに定める期間内に確認書類を提出せず、かつ、同号イに定める特別の事情があると認められな

かったとき 当該社会保険等未加入建設業者がその注文者と締結した下請契約の最終の請負代金額

の100分の５に相当する額 

 （特許権等の使用） 

第８条 受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護される第三者の

権利（以下「特許権等」という｡)の対象となっている工事材料、施工方法等を使用するときは、その使用

に関する一切の責任を負わなければならない。ただし、発注者がその工事材料、施工方法等を指定した 

場合において、設計図書に特許権等の対象である旨の明示がなく、かつ、受注者がその存在を知らなかっ

たときは、発注者は、受注者がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。 

 （監督員） 

第９条 発注者は、監督員を定めたときは、その氏名を受注者に通知しなければならない。監督員を変更し

たときも同様とする。 

２ 監督員は、この約款の他の条項に定めるもののほか、設計図書に定めるところにより、次に掲げる権限

を有する。 

(1) この契約の履行についての受注者又は受注者の現場代理人に対する指示、承諾又は協議 

 (2) 設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は受注者が作成した詳細図等の承諾 

(3) 設計図書に基づく工程の管理、立会い、工事の施工状況の検査又は工事材料の試験若しくは検査（確

 認を含む｡) 

３ 発注者は、２人以上の監督員を置き、前項の権限を分担させたときにあっては、それぞれの監督員の有

する権限の内容を、受注者に通知しなければならない。 
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４ 第２項の規定に基づく監督員の指示又は承諾は、原則として、書面により行わなければならない。 

５ この約款に定める催告、請求、通知、報告、申出、承諾及び解除については、設計図書に定めるものを

除き、監督員を経由して行うものとする。この場合においては、監督員に到達した日をもって発注者に到

達したものとみなす。 

 （現場代理人及び主任技術者等） 

第10条 受注者は、次の各号に掲げるものを定めて工事現場に設置し、設計図書に定めるところにより、そ

の氏名その他必要な事項を発注者に通知しなければならない。これらの者を変更したときも同様とする。 

 (1) 現場代理人 

 (2) 主任技術者（建設業法第26条第１項に規定する主任技術者をいう。以下同じ｡)又は監理技術者（建設

業法第26条第２項に規定する監理技術者をいう。以下同じ｡) 

 (3) 監理技術者補佐（建設業法第26条第３項ただし書に規定する者をいう。以下同じ｡) 

 (4) 専門技術者（建設業法第26条の２に規定する建設工事の施工の技術上の管理をつかさどるものをいう。

  以下同じ｡) 

２ 主任技術者又は監理技術者は、工事が建設業法第26条第３項本文の規定に該当する場合は、専任の者で

なければならない。この場合において、当該工事が同法第26条第２項の規定にも該当する場合には、当

該専任の監理技術者は、監理技術者資格者証の交付を受けた者でなければならない。 

３ 現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営、取締りを行わなければならない。 

ただし、特に常駐する必要がないと発注者が認めたときは、この限りでない。 

４ 現場代理人は、請負代金額の変更、請負代金の請求及び受領、第12条第１項の請求の受理、同条第３項

の決定及び通知、同条第４項の請求、同条第５項の通知の受理並びにこの契約の解除に係る権限を除き、

この契約に基づく受注者の一切の権限を行使することができる。 

５ 受注者は、前項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうち現場代理人に委任せず自ら行使しようと

するものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を発注者に通知しなければならない。 

６ 現場代理人、監理技術者等（監理技術者、監理技術者補佐又は主任技術者をいう。以下同じ｡)及び専門

技術者は、これを兼ねることができる。 

７ 低入札価格調査を受けて落札者となった受注者については、前項の規定は適用しない。 

 （履行報告） 

第11条 受注者は、工事記録簿に必要な事項を記録し、監督員が請求したときは提示しなければならない。 

２ 受注者は、前項の規定によるほか、設計図書に定めるところにより、この契約の履行について発注者に

報告しなければならない。 

（工事関係者に関する措置請求） 

第12条 発注者は、現場代理人がその職務（監理技術者等又は専門技術者と兼任する現場代理人にあっては、

それらの者の職務を含む｡)の執行につき著しく不適当と認められるときは、受注者に対して、その理由を

明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。 

２ 発注者又は監督員は、監理技術者等又は専門技術者（これらの者と現場代理人を兼任する者を除く｡)そ

の他受注者が工事を施工するために使用している下請負人、労働者等で工事の施工又は管理につき著しく

不適当と認められるものがあるときは、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置を

とるべきことを請求することができる。 

３ 受注者は、前２項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、その結果を
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請求を受けた日から10日以内に発注者に通知しなければならない。 

４ 受注者は、監督員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、発注者に対して、その理

由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。 

５ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、その結果を請

求を受けた日から10日以内に受注者に通知しなければならない。 

 （工事材料の品質及び検査等） 

第13条 工事材料の品質については、設計図書に定めるところによる。設計図書にその品質が明示されてい

 ない場合にあっては、中等の品質を有するものとする。 

２ 受注者は、設計図書において監督員の検査又は発注者の指定する検査（確認を含む。以下この条におい

て同じ｡)を受けて使用すべきものと指定された工事材料については、当該検査に合格したものを使用しな

ければならない。この場合において、当該検査に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

３ 監督員は、受注者から前項の検査を請求されたときは、請求を受けた日から７日以内に応じ、又は所要

の措置をとらなければならない。 

４ 受注者は、工事現場内に搬入した工事材料を監督員の承諾を受けないで工事現場外に搬出してはならな

い。 

５ 受注者は、前項の規定にかかわらず、第２項の検査の結果不合格と決定された工事材料については、当

該決定を受けた日から７日以内に工事現場外に搬出しなければならない。 

 （監督員の立会い及び工事記録の整備等） 

第14条 受注者は、設計図書において監督員の立会いの上調合し、又は調合について見本検査を受けるもの

と指定された工事材料については、当該立会いを受けて調合し、又は当該見本検査に合格したものを使用

しなければならない。 

２ 受注者は、設計図書において監督員の立会いの上施工するものと指定された工事については、当該立会

いを受けて施工しなければならない。 

３ 受注者は、前２項に規定するほか、発注者が特に必要があると認めて設計図書において見本又は工事写

真等の記録を整備すべきものと指定した工事材料の調合又は工事の施工をするときは、設計図書に定める

ところにより、当該見本又は工事写真等の記録を整備し、監督員の請求があったときは、当該請求を受け

た日から７日以内に提出しなければならない。  

４ 監督員は、受注者から第１項又は第２項の立会い又は見本検査を請求されたときは、当該請求を受けた

日から７日以内に応じなければならない。 

５ 前項の場合において、監督員が正当な理由なく受注者の請求に７日以内に応じないため、その後の工程

に支障をきたすときは、受注者は、監督員に通知した上、当該立会い又は見本検査を受けることなく、工

事材料を調合して使用し、又は工事を施工することができる。この場合において、受注者は、当該工事材

料の調合又は当該工事の施工を適切に行ったことを証する見本又は工事写真等の記録を整備し、監督員の

請求があったときは、当該請求を受けた日から７日以内に提出しなければならない。 

６ 第１項、第３項又は前項の場合において、見本検査又は見本若しくは工事写真等の記録の整備に直接要

する費用は、受注者の負担とする。 

（支給材料及び貸与品） 

第15条 発注者が受注者に支給する工事材料（以下「支給材料」という｡)及び貸与する建設機械器具（以下

「貸与品」という｡)の品名、数量、品質、規格又は性能、引渡場所及び引渡時期は、設計図書に定めると
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ころによる。 

２ 監督員は、支給材料又は貸与品の引渡しに当たっては、受注者の立会いの上、発注者の負担において、

当該支給材料又は貸与品を検査しなければならない。この場合において、当該検査の結果、その品名、数

量、品質又は規格若しくは性能が設計図書の定めと異なり、又は使用に適当でないと認めたときは、受注

者は、その旨を直ちに発注者に通知しなければならない。 

３ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けたときは、引渡しの日から７日以内に、発注者に受領書

又は借用書を提出しなければならない。 

４ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後、当該支給材料又は貸与品に種類、品質又は数量に

関しこの契約の内容に適合しないこと（第２項の規定による検査により発見することが困難であったもの

に限る。）などがあり使用に適当でないと認めたときは、その旨を直ちに発注者に通知しなければならな

い。 

５ 発注者は、受注者から第２項後段又は前項の規定による通知を受けた場合において、必要があると認め

られるときは、当該支給材料若しくは貸与品に代えて他の支給材料若しくは貸与品を引き渡し、支給材料

若しくは貸与品の品名、数量、品質若しくは規格若しくは性能を変更し、又は理由を明示した書面によ

り、当該支給材料若しくは貸与品の使用を受注者に請求しなければならない。 

６ 発注者は、前項に規定するほか、必要があると認めるときは、支給材料又は貸与品の品名、数量、品

質、規格若しくは性能、引渡場所又は引渡時期を変更することができる。 

７ 発注者は、前２項の場合において、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、

又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。  

８ 受注者は、支給材料及び貸与品を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。  

９ 受注者は、設計図書に定めるところにより、工事の完成、設計図書の変更等によって不用となった支給

材料又は貸与品を発注者に返還しなければならない。 

10 受注者は、故意又は過失により支給材料又は貸与品が滅失若しくは毀損し、又はその返還が不可能となっ

たときは、発注者の指定した期間内に代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えて損害

を賠償しなければならない。 

11 受注者は、支給材料又は貸与品の使用方法が設計図書に明示されていないときは、監督員の指示に従わ

なければならない。 

 （工事用地の確保等） 

第16条 発注者は、工事用地その他設計図書において定められた工事の施工上必要な用地（以下「工事用地

等」という｡)を受注者が工事の施工上必要とする日（設計図書に特別の定めがあるときは、その定められ

た日）までに確保しなければならない。 

２ 受注者は、確保された工事用地等を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 

３ 工事の完成、設計図書の変更等によって工事用地等が不用となった場合において、当該工事用地等に受

注者が所有又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有又は管理するこ

れらの物件を含む。)があるときは、受注者は、当該物件を撤去するとともに、当該工事用地等を修復し、 

取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。 

４ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、又は工事用地等

の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって当該物件を処分し、工事用地等

の修復若しくは取片付けを行うことができる。この場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若
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しくは取片付けについて異議を申し出ることができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに

要した費用を負担しなければならない。 

５ 第３項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者の意見を聴いて定

める。 

（設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊 検査等） 

第17条 受注者は、工事の施工部分が設計図書に適合しない場合において、監督員がその改造を請求したと

きは、当該請求に従わなければならない。この場合において、当該不適合が監督員の指示によるときその

他発注者の責めに帰すべき事由によるときは、発注者は、必要があると認められるときは工期若しくは 

請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

２ 監督員は、受注者が第13条第２項又は第14条第１項から第３項までの規定に違反した場合において、必

要があると認められるときは、工事の施工部分を破壊して検査することができる。 

３ 前項に規定するほか、監督員は、工事の施工部分が設計図書に適合しないと認められる相当の理由があ

る場合において、必要があると認められるときは、当該相当の理由を受注者に通知して、工事の施工部分

を最小限度破壊して検査することができる。 

４ 前２項の場合において、検査及び復旧に直接要する費用は受注者の負担とする。 

 （条件変更等） 

第18条 受注者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見したときは、その旨を

直ちに監督員に通知し、その確認を請求しなければならない。 

 (1) 仕様書、設計書、図面、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと。（これらの 

  優先順位が定められている場合を除く｡) 

 (2) 設計図書に誤謬又は脱漏があること。 

 (3) 設計図書の表示が明確でないこと。 

 (4) 工事現場の形状、地質、涌水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然的又は人為的な施工 

  条件と実際の工事現場が一致しないこと。 

 (5) 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別な状態が生じたこと。 

２ 監督員は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に掲げる事実を発見したときは、

受注者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、受注者が立会いに応じない場合に

は、受注者の立会いを得ずに行うことができる。 

３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示する必要があるとき

は、当該指示を含む｡)をとりまとめ、調査の終了後14日以内に、その結果を受注者に通知しなければなら

ない。ただし、その期間内に通知できないやむを得ない理由があるときは、あらかじめ受注者の意見を聴 

いた上、当該期間を延長することができる。 

４ 前項の調査の結果において第１項の事実が確認された場合において、必要があると認められるときは、

次の各号に掲げるところにより、設計図書の訂正又は変更を行わなければならない。 

 (1) 第１項第１号から第３号までのいずれかに該当し、設計図書を訂正する必要があるもの 発注者が行

う。 

 (2) 第１項第４号又は第５号に該当し、設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を伴うもの 発注者

が行う。 

 (3) 第１項第４号又は第５号に該当し、設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を伴わないもの 発
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注者と受注者とが協議して発注者が行う。 

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、必要があると認められ

るときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなけ

ればならない。 

 （設計図書の変更） 

第19条 発注者は、前条第４項の規定によるほか、必要があると認めるときは、設計図書の変更内容を受注

者に通知して、設計図書を変更することができる。この場合において、発注者は、必要があると認められ

るときは、工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しな

ければならない。 

 （工事の中止） 

第20条 工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火

災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的な事象（以下「天災等」という｡)であって、受注者の責めに帰

すことができないものにより工事目的物等に損害を生じ若しくは工事現場の状態が変動したため、受注者

が工事を施工できないと認められるときは、発注者は、工事の中止内容を直ちに受注者に通知して、工事

の全部又は一部の施工を一時中止させなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、工事の中止内容を受注者に通知して、

工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。 

３ 発注者は、前２項の規定により工事の施工を一時中止させた場合において、必要があると認められると

きは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行に備え工事現場を維持し若しくは労働

者、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若し

くは受注者に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。 

 （著しく短い工期の禁止） 

第20条の２ 発注者は、工期の延長又は短縮を行うときは、この工事に従事する者の労働時間その他の労働

条件が適正に確保されるよう、やむを得ない事由により工事等の実施が困難であると見込まれる日数等を

考慮しなければならない。 

（受注者の請求による工期の延長） 

第21条 受注者は、天候の不良、第２条の規定に基づく関連工事の調整への協力その他受注者の責めに帰す

ことができない事由により工期内に工事を完成することができないときは、その理由を明示した書面によ

り、発注者に工期の延長変更を請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められるときは、当該請求に

係る工期の延長をしなければならない。この場合において、当該工期の延長が発注者の責めに帰すべき事

由による場合にあっては、当事者は必要に応じ請負代金額を変更し、発注者は受注者に生じた損害につき

必要な費用を負担しなければならない。 

（発注者の請求による工期の短縮等） 

第22条 発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工期の短縮変更を受注者に請求す

ることができる。 

２ 発注者は、この約款の他の条項の規定により工期を延長すべき場合において、特別の理由があるとき

は、延長する工期について、通常必要とされる工期に満たない工期への変更を請求することができる。 

３ 発注者は、前２項の場合において、必要があると認められるときは、請負代金額を変更し、又は受注者
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に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 （工期の変更方法） 

第23条 工期の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から14日以内

に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知するものとする。

ただし、発注者が工期の変更事由が生じた日（第21条の場合にあっては発注者が工期変更の請求を受けた

日、前条の場合にあっては受注者が工期変更の請求を受けた日）から７日以内に協議開始の日を通知し 

ない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

 （請負代金額の変更方法等） 

第24条 請負代金額の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から14

日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知するものとする。

ただし、請負代金額の変更事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者

は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

３ この約款の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合に発注者が負担する

必要な費用の額については、発注者と受注者とが協議して定める。 

 （賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更） 

第25条 発注者又は受注者は、工期内で請負契約締結の日から12月を経過した後に日本国内における賃金水

準又は物価水準の変動により請負代金額が不適当となったと認めたときは、相手方に対して請負代金額の

変更を請求することができる。 

２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残工事代金額（請負代金額から当

該請求時出来形部分に相応する請負代金額を控除した額をいう。以下この条において同じ｡)と変動後残工

事代金額（変動後の賃金又は物価を基礎として算出した変動前残工事代金額に相応する額をいう。以下 

この条において同じ｡)との差額のうち変動前残工事代金額の1,000分の15を超える額につき、請負代金額の

変更に応じなければならない。 

３ 変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額は、請求のあった日を基準とし、物価指数等に基づき、発

注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から14日以内に協議が整わない場合にあって

は、発注者が定め、受注者に通知する。 

４ 第１項の規定による請求は、この条の規定により請負代金額の変更を行った後再度行うことができる。

この場合においては、同項中「請負契約締結の日」とあるのは、「直前のこの条に基づく請負代金額変更

の基準とした日」とするものとする。 

５ 特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に著しい変動を生じ、請負代金額が

不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定によるほか、請負代金額の変更を請求するこ

とができる。 

６ 予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急激なインフレーション又はデ

フレーションを生じ、請負代金額が著しく不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定に

かかわらず、請負代金額の変更を請求することができる。 

７ 前２項の場合において、請負代金額の変更額については、発注者と受注者とが協議して定める。ただ

し、協議開始の日から14日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。 
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８ 第３項及び前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知しなけ

ればならない。ただし、発注者が第１項、第５項又は第６項の請求を行った日又は受けた日から７日以内

に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができ

る。 

 （臨機の措置） 

第26条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなければならない。こ

の場合において、必要があると認めるときは、受注者は、あらかじめ監督員の意見を聴かなければならな

い。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、この限りではない。 

２ 前項の場合においては、受注者は、そのとった措置の内容を監督員に直ちに通知しなければならない。 

３ 監督員は、災害防止その他工事の施工上特に必要があると認めるときは、受注者に対して臨機の措置を

とることを請求することができる。この場合においては、受注者は、直ちにこれに応じなければならな

い。 

４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置に要した費用のう

ち、受注者が請負代金額の範囲内において負担することが適当でないと認められる部分については、発注

者が負担する。 

 （一般的損害） 

第27条 工事目的物の引渡し前に、工事目的物又は工事材料について生じた損害その他工事の施工に関して

生じた損害（次条第１項若しくは第２項又は第29条第１項に規定する損害を除く｡)については、受注者が

その費用を負担する。ただし、その損害（第47条第１項の規定により付された保険等によりてん補され 

た部分を除く｡)のうち発注者の責めに帰すべき事由により生じたものについては、発注者が負担する。 

 （第三者に及ぼした損害） 

第28条 工事の施工に伴い第三者に損害を及ぼしたときは、受注者がその損害を賠償しなければならない。

ただし、その損害（第47条第１項の規定により付された保険等によりてん補された部分を除く。以下この

条において同じ｡)のうち、発注者の責めに帰すべき事由により生じたものについては、発注者が負担す

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、工事の施工に伴い通常避けることができない騒音、振動、地盤沈下、地下水

の断絶等の理由により第三者に損害を及ぼしたときは、発注者がその損害を負担しなければならない。た

だし、その損害のうち工事の施工につき受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことにより生じたもの

については、受注者が負担する。 

３ 前２項の場合その他工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場合においては、発注者及び受注

者は協力してその処理解決に当たるものとする。 

 （不可抗力による損害） 

第29条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものにあっては、当該基準を超えるも

のに限る｡)で、発注者と受注者のいずれの責めにも帰すことができないもの（以下「不可抗力」という｡)

により、工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具（以下この条にお

いて「工事目的物等」という。）に損害が生じたときは、受注者は、その事実の発生後直ちにその状況を

発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項の損害（受注者が善良な管

理者の注意義務を怠ったことに基づくもの及び第47条第１項の規定により付された保険等によりてん補さ
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れた部分を除く。以下この条において「損害」という｡)の状況を確認し、その結果を受注者に通知しなけ

ればならない。 

３ 受注者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による費用の負担を発注者に請求す

ることができる。 

４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求があったときは、当該損害の額

（工事目的物等であって第13条第２項、第14条第１項若しくは第２項又は第37条第３項の規定による検査、

立会いその他受注者の工事に関する記録等により確認することができるものに係る損害の額に限る｡)及び

当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額（以下この条において「損害合計額」という｡)の範囲内に

おいて請負代金額に相当する額に至るまでの額から、当該損害合計額の範囲内において請負代金額の 100

分の１に相当する額に至るまでの額を差し引いた額を負担しなければならない。ただし、災害応急対策又

は災害復旧に関する工事における損害については、発注者が損害合計額を負担するものとする。 

５ 損害の額は、次の各号に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところにより、算定する。 

 (1) 工事目的物に関する損害 損害を受けた工事目的物に相応する請負代金額とし、残存価値がある場合に

はその評価額を差し引いた額とする。 

 (2) 工事材料に関する損害 損害を受けた工事材料で通常妥当と認められるものに相応する請負代金額  

とし、残存価値がある場合にはその評価額を差し引いた額とする。 

 (3) 仮設物又は建設機械器具に関する損害 損害を受けた仮設物又は建設機械器具で通常妥当と認められる

ものについて、当該工事で償却することとしている償却費の額から損害を受けた時点における工事目的物

に相応する償却費の額を差し引いた額とする。ただし、修繕によりその機能を回復することができ、かつ、

修繕費の額が上記の額より小額であるものについては、その修繕費の額とする。 

６ 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第２次以降の不可抗力による損害合計

額の負担については、第４項本文中「当該損害の額」とあるのは「損害の額の累計」と、「当該損害の取

片付けに要する費用の額」とあるのは「損害の取片付けに要する費用の額の累計」と、「請負代金額の100

分の１に相当する額に至るまでの額」とあるのは「請負代金額の100分の１に相当する額に至るまでの額及

び既に負担した額」と、同項ただし書中「損害合計額」とあるのは「損害合計額から既に負担した額を差

し引いた額」として、同項の規定を適用する。 

 （請負代金額の変更に代える設計図書の変更） 

第30条 発注者は、第８条、第15条、第17条から第22条まで、第25条から第27条まで、前条又は第33条の規

定により請負代金額を増額すべき場合又は費用を負担すべき場合において、特別の理由があるときは、請

負代金額の増額又は負担額の全部又は一部に代えて設計図書を変更することができる。この場合におい

て、 設計図書の変更内容は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から14日以内

に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知しなければならな

い。ただし、発注者が前項の請負代金額を増額すべき事由又は費用を負担すべき事由が生じた日から７日

以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することがで

きる。 

 （検査及び引渡し） 

第31条 受注者は、工事が完成したときは、その旨を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から14日以内に、受注者の立会いの
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上、設計図書に定めるところにより、工事の完成を確認するための検査を完了し、かつ、当該検査の結果

を受注者に通知しなければならない。この場合において、発注者は、必要があると認められるときは、そ

の理由を受注者に通知して、工事目的物を最小限度破壊して検査することができる。 

３ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

４ 発注者が第２項の規定により検査に合格した旨の通知をしたときは、工事目的物の引渡しが行われたも

のとする。 

５ 受注者は、工事が第２項の検査に合格しないときは、直ちに修補しなければならない。この場合におい

ては、修補の完了を工事の完成とみなして前４項の規定を適用する。 

 （請負代金の支払） 

第32条 受注者は、前条第２項の検査に合格したときは、請負代金の支払を請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から40日以内に請負代金を支払わな

ければならない。 

３ 発注者がその責めに帰すべき事由により前条第２項の期間内に検査の結果の通知をしないときは、その

期限を経過した日から検査の結果の通知をした日までの期間の日数は、前項の期間（以下この項において

「約定期間」という｡)の日数から差し引くものとする。この場合において、その遅延日数が約定期間の日

数を超えるときは、約定期間は、前条第２項の期限を経過した日から起算して40日を経過する日において

満了したものとする。 

 （部分使用） 

第33条 発注者は、第31条第４項の規定による引渡し前においても、工事目的物の全部又は一部を受注者の

承諾を得て使用することができる。 

２ 前項の場合においては、発注者は、その使用部分を善良な管理者の注意をもって使用しなければならな

い。 

３ 発注者は、第１項の規定により工事目的物の全部又は一部を使用したことによって受注者に損害を及ぼ

したときは、必要な費用を負担しなければならない。 

（前金払） 

第34条 受注者は、保証事業会社と、契約書記載の工事完成の時期を保証期限とする公共工事の前払金保証

事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第２条第５項に規定する保証契約（以下「保証契約」という｡)

を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、請負代金額10分の４以内の前払金の支払を発注者に請求す

ることができる。ただし、請負代金額が200万円未満の場合及び前払金を支払う旨特約しない場合は、この

限りでない。 

２ 受注者は、前項に規定する前払金の支払を受けた後、当該前払金に追加して行う中間前払金に関する保

証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、請負代金額の10分の２以内の額の前払金の支払を発

注者に請求することができる。 

３ 受注者は、前２項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方法であって、当該保証契約の相手方

たる保証事業会社が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当

該保証証書を寄託したものとみなす。 

４ 受注者は、第２項の規定による請求をしようとするときは、発注者に対し、あらかじめ、当該建設工事

が次に掲げる要件に該当することの認定を請求し、その旨の認定を受けなければならない。 

 (1)  工期の２分の１を経過していること。 
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 (2)  工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされている当該建設工事に係る作業 

    が行われていること。 

 (3)  既に行なわれた当該建設工事に係る作業に要する経費が請負代金額の２分の１以上の額に相当するも 

    のであること。 

５ 発注者は、前項の規定による認定の請求を受けたときは、速やかに当該認定の結果を受注者に通知しな

ければならない。 

６ 発注者は、第１項又は第２項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から14日以内に前払金

を支払わなければならない。 

７ 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後の請負代金額に基づく前払金額

から受領済みの前払金額を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払金の支払を請求することができる。

この場合においては、前項の規定を準用する。 

８ 受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前払金額が、減額後の請負代金額

に基づく前払金額に当該減額後の請負代金額の10分の１（第２項に規定する中間前払金の支払を受けてい

るときは10分の２）に相当する額を加えた額を超えるときは、受注者は、請負代金額が減額された日から

30日以内に、その超過額を返還しなければならない。 

９ 前項の超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使用状況からみて著しく不適当であると認め

られるときは、発注者と受注者とが協議して返還すべき超過額を定める。ただし、請負代金額が減額され

た日から７日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

10 発注者は、受注者が第８項の期間内に超過額を返還しなかったときは、その未返還額につき、同項の期

間を経過した日から返還をする日までの期間について、その日数に応じ、年2.5パーセントの割合で計算し

た額の遅延利息の支払を請求することができる。 

 （保証契約の変更） 

第35条 受注者は、前条第７項の規定により受領済みの前払金に追加して更に前払金の支払を請求する場合

には、あらかじめ、保証契約を変更し、変更後の保証証書を発注者に寄託しなければならない。 

２ 受注者は、前項に定める場合のほか、請負代金額が減額された場合において、保証契約を変更したとき

は、変更後の保証証書を直ちに発注者に寄託しなければならない。 

３ 受注者は、前２項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方法であって、当該保証契約の相手方

たる保証事業会社が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当

該保証証書を寄託したものとみなす。 

４ 受注者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、発注者に代わりその旨を保証事

業会社に直ちに通知するものとする。 

（前払金の使用等） 

第36条 受注者は、前払金をこの工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費（この工事におい

て償却される割合に相当する額に限る｡)、動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及

び保証料に相当する額として必要な経費以外の支払に充当してはならない。ただし、平成28年４月１日以

降新たに請負契約を締結する工事に係る前払金で、令和７年３月31日までに払出しが行われるものについ

ては、前払金の100分の25を超える額及び第34条第２項に規定する前払金を除き、現場管理費及び一般管理

費等のうち、この工事の施工に要する費用に係る支払に充当することができる。 

（部分払） 
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第37条 受注者は、工事の完成前に、出来形部分及び製造工場等にある特殊な工場製品に相応する請負代金

相当額の10分の９以内の額について、次項以下に定めるところにより部分払を請求することができる。た

だし、前払金があった場合においては特に必要があると認める場合を除き、出来形が現になされた前払金

の請負代金額に対する割合に10分の１を加えた率以上に達した時にかぎる。また、この請求は契約書記載

の回数を超えることができない。 

２ 受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る出来形部分又は製造工場等

にある特殊な工場製品の確認を発注者に請求しなければならない。 

３ 発注者は、前項の場合において、当該請求を受けた日から14日以内に、受注者の立会いの上、設計図書

に定めるところにより、同項の確認をするための検査を行い、当該確認の結果を受注者に通知しなければ

ならない。この場合において、発注者は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通知し

て、出来形部分を最小限度破壊して検査することができる。 

４ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

５ 受注者は、第３項の規定による確認があったときは、部分払を請求することができる。この場合におい

ては、発注者は、当該請求を受けた日から14日以内に部分払金を支払わなければならない。 

６ 部分払金の額は、次の式により算出する。この場合において、第１項の請負代金相当額は、発注者と受

注者とが協議して定める。ただし、発注者が前項の請求を受けた日から10日以内に協議が整わない場合に

は、発注者が定め、受注者に通知する。 

部分払金の額≦第１項の請負代金相当額× 
 ９ 

－ 
前払金額 

１０ 請負代金額 

７ 第５項の規定により部分払金の支払があった後、再度部分払の請求をする場合においては、第１項及び

前項中「請負代金相当額」とあるのは「請負代金相当額から既に部分払の対象となった請負代金相当額を

控除した額」とする。 

 （部分引渡し） 

第38条 工事目的物について、発注者が設計図書において工事の完成に先だって引渡しを受けるべきことを

指定した部分（以下「指定部分」という｡)がある場合において、当該指定部分の工事が完了したときにつ

いては、第31条中「工事」とあるのは「指定部分に係る工事」と、「工事目的物」とあるのは「指定部分

に係る工事目的物」と、第32条中「請負代金」とあるのは「部分引渡しに係る請負代金」と読み替えて、

これらの規定を準用する。工事目的物について指定部分がない場合において、工事目的物の一部が完成

し、その引渡しについての合意が成立したときについても同様とする。 

２ 前項の規定により準用される第32条第１項の規定により請求することができる部分引渡しに係る請負代

金の額は、次の式により算定する。この場合において、指定部分に相応する請負代金の額は、発注者と受

注者とが協議して定める。ただし、発注者が前項の規定により準用される第32条第１項の請求を受けた日

から14日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

部分引渡しに係る請負代金の額＝指定部分に相応する請負代金の額× １－ 
前払金額 

請負代金額 

 （第三者による代理受領） 

第39条 受注者は、発注者の承諾を得て請負代金の全部又は一部の受領につき、第三者を代理人とすること

ができる。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が第三者を代理人とした場合において、受注者の提出する支払請求
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書に当該第三者が受注者の代理人である旨の明記がなされているときは、当該第三者に対して第32条（前

条において準用する場合を含む｡)又は第37条の規定に基づく支払をしなければならない。 

（前払金等の不払に対する工事中止） 

第40条 受注者は、発注者が第34条、第37条又は第38条において準用される第32条の規定に基づく支払を遅

延し、相当の期間を定めてその支払を請求したにもかかわらず支払をしないときは、工事の全部又は一部

の施工を一時中止することができる。この場合においては、受注者は、その理由を明示した書面により、 

直ちにその旨を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が工事の施工を中止した場合において、必要があると認められると

きは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行に備え工事現場を維持し若しくは労働

者、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若し

くは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 （契約不適合責任） 

第41条 発注者は、引き渡された工事目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの（以下

「契約不適合」という。）であるときは、受注者に対し、目的物の修補又は代替物の引渡しによる履行の

追完を請求することができる。ただし、その履行の追完に過分の費用を要するときは、発注者は履行の追

完を請求することができない。 

２ 前項の場合において、受注者は、発注者に不相当な負担を課するものでないときは、発注者が請求した

方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。 

３ 第１項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完

がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。ただし、次の

各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金の減額を請求することができる。 

 (1) 履行の追完が不能であるとき。 

 (2) 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

 (3) 工事目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約

をした目的を達することができない場合において、受注者が履行の追完をしないでその時期を経過したと

き。 

 (4) 前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受ける見込みが

ないことが明らかであるとき。 

 

第42条 削除 

 

第42条の２ 削除 

 

（発注者の催告による解除権） 

第43条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定めてその履行の催告を

し、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した時に

おける債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

(1) 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないとき。 

(2) 工期内に完成しないとき又は工期経過後相当の期間内に工事を完成する見込みが明らかにないと認め
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られるとき。 

 (3) 第10条第１項第２号に掲げる者を設置しなかったとき。 

 (4) 正当な理由なく、第41条第１項の履行の追完がなされないとき。 

 (5) 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 

（発注者の催告によらない解除権） 

第43条の２ 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除することが

できる。 

 (1) 第５条第１項の規定に違反して請負代金債権を譲渡したとき。 

 (2) この契約の目的物を完成させることができないことが明らかであるとき。 

 (3) 引き渡された工事目的物に契約不適合がある場合において、その不適合が目的物を除却した上で再び

建設しなければ、契約の目的を達成することができないものであるとき。 

 (4) 受注者がこの契約の目的物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

 (5) 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明

確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することができないとき。 

 (6) 契約の目的物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約

をした目的を達することができない場合において、受注者が履行をしないでその時期を経過したとき。 

 (7) 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告をしても契約をし

た目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 

 (8) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規

定する暴力団をいう。以下この項において同じ｡)又は暴力団員等（暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団

員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下この項において同じ。）が経営に実質的に関与し

ていると認められる者に請負代金債権を譲渡したとき。 

 (9) 第45条又は第45条の２の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

 (10) 受注者（受注者が共同企業体を結成している場合にあっては、その構成員のいずれかの者。以下この

号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

  ア 役員等（受注者が個人である場合にあっては当該個人その他経営に実質的に関与している者をい

い、受注者が法人である場合にあっては当該法人の役員、その支店又は常時建設工事の請負契約を締

結する事務所の代表者その他経営に実質的に関与している者をいう。以下この号において同じ。）が

暴力団又は暴力団員等であると認められるとき。 

  イ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ

て、暴力団又は暴力団員等を利用していると認められるとき。 

  ウ 役員等が暴力団又は暴力団員等に対して財産上の利益の供与又は不当に有利な取扱いをする等直接

的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

  エ 役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用していると認められる

とき。 

オ アからエまでに該当するもののほか、役員等が暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していると

認められるとき。 

カ 下請契約又は工事材料の購入契約その他の契約の締結に当たり、その相手方が暴力団関係業者であ
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ることを知りながら、当該契約を締結したと認められるとき。 

キ 暴力団関係業者を下請契約又は工事材料の購入契約その他の契約の相手方とした場合（カに該当す

る場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかった

とき。 

ク 発注者が第６条の２第３項の解除を求め、受注者が正当な理由がなくこれに従わなかったとき（キ

に該当する場合を除く。）。 

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第43条の３ 第43条各号又は前条各号に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、

発注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

（談合等の不正行為に係る解除）  

第43条の４ 発注者は、受注者がこの契約に関し、次の各号のいずれかに該当したときは、この契約を解除

することができるものとし、このため受注者に損害が生じても、発注者はその責めを負わないものとする。 

(1) 第46条の３第１項に該当するとき。 

(2)  受注者が不正な手段で入札に参加したことが判明したとき。 

（発注者の任意解除権）  

第44条 発注者は、工事が完成するまでの間は、第43条、第43条の２又は前条の規定によるほか、必要があ

るときは、この契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を及ぼしたときは、その損害

を賠償しなければならない。 

（受注者の催告による解除権） 

第45条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期

間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した時における債

務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

（受注者の催告によらない解除権） 

第45条の２ 受注者は、次の各号のいずれかに該当する理由があるときは、直ちにこの契約を解除すること

ができる。 

 (1) 第19条の規定により設計図書を変更したため請負代金額が３分の２以上減少したとき。 

 (2) 第20条の規定による建設工事の施工の中止期間が工期の10分の５（工期の10分の５が６月を超えると

きは、６月）を超えたとき。ただし、中止が建設工事の一部のみの場合は、その一部を除いた他の部分

の工事が完了した後３月を経過しても、なおその中止が解除されないとき。 

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第45条の３ 第45条又は前条各号に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、受

注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

（解除に伴う措置） 

第46条 発注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合においては、出来形部分を検査の上、当該検

査に合格した部分及び部分払の対象となった特殊な工場製品の引渡しを受けるものとし、当該引渡しを受

けたときは、当該引渡しを受けた出来形部分及び特殊な工場製品に相応する請負代金を受注者に支払わな

ければならない。この場合において、発注者は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通

知して、出来形部分を最小限度破壊して検査することができる。 
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２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

３ 第１項の場合において、第34条の規定による前払金があったときは、当該前払金の額（第37条の規定に

よる部分払をしているときは、その部分払において償却した前払金の額を控除した額）を同項前段の出来

形部分及び特殊な工場製品に相応する請負代金額から控除する。この場合において、受領済みの前払金額 

になお余剰があるときは、受注者は、解除が第43条、第43条の２又は次条第３項の規定によるときにあっ

てはその余剰額に前払金の支払の日から返還の日までの日数に応じ年2.5パーセントの割合で計算した額の

利息を付した額を、解除が第44条、第45条又は第45条の２の規定によるときにあってはその余剰額を、そ

れぞれ発注者に返還しなければならない。 

４ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、支給材料があるときは、第１項の出来

形部分の検査に合格した部分に使用されているものを除き、発注者に返還しなければならない。この場合

において、当該支給材料が受注者の故意若しくは過失により滅失若しくは毀損したとき、又は出来形部分

の検査に合格しなかった部分に使用されているときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は

返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 

５ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、貸与品があるときは、当該貸与品を発

注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品が受注者の故意又は過失により滅失又は

毀損したときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなけれ

ばならない。 

６ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、工事用地等に受注者が所有又は管理す

る工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有又は管理するこれらの物件を含む。)が

あるときは、受注者は、当該物件を撤去するとともに、工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明

け渡さなければならない。 

７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、又は工事用地等

の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって当該物件を処分し、工事用地等

の修復若しくは取片付けを行うことができる。この場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若

しくは取片付けについて異議を申し出ることができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに

要した費用を負担しなければならない。 

８ 第４項前段及び第５項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、この契約の解

除が第43条、第43条の２又は次条第３項の規定によるときは発注者が定め、第44条、第45条又は第45条の

２条の規定によるときは、受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとし、第４項後段、第５項後段及び

第６項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者の意見を聴いて定め

るものとする。 

９ 工事の完成後にこの契約が解除された場合は、解除に伴い生じる事項の処理については発注者及び受注

者が民法の規定に従って協議して決める。 

（発注者の損害賠償請求等） 

第46条の２ 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じた損害の賠償を

請求することができる。 

 (1) 工期内に工事を完成することができないとき。 

 (2) この工事目的物に契約不適合があるとき。 

 (3) 第43条又は第43条の２の規定により、工事目的物の完成後にこの契約が解除されたとき。 
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 (4) 前３号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であると

き。 

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、受注者は、請負代金額の10分の１ 

（低入札価格調査を受けて落札者となった受注者にあっては、請負代金額の10分の３）に相当する額を違

約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

 (1) 第43条又は第43条の２の規定により工事目的物の完成前にこの契約が解除されたとき。 

 (2) 工事目的物の完成前に、受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事由によっ

て受注者の債務について履行不能となったとき。 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。 

 (1) 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16年法律第75号）の規定に

より選任された破産管財人 

 (2) 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成14年法律第154号）の

規定により選任された管財人 

 (3) 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成11年法律第225号）の

規定による再生債務者等 

４ 第１項各号又は第２項各号に定める場合（前項の規定により第２項第２号に該当する場合とみなされ

る場合を除く。）がこの契約及び取引上の社会通念に照らして受注者の責めに帰することができない事由に

よるものであるときは、第１項及び第２項の規定は適用しない。 

５ 第１項第１号に該当し、発注者が損害賠償を請求する場合の請求額は、請負代金額から出来形部分に相

応する請負代金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、年2.5パーセントの割合で計算した額を請求する

ことができる。 

６ 第２項の場合（第43条の２第１項第８号及び第10号の規定により、この契約が解除された場合を除く。）

において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、発

注者は、当該契約保証金又は担保をもって同項の違約金に充当することができる。 

（談合等の不正行為に係る違約金）  

第46条の３ この契約に関し、受注者（共同企業体にあっては、その構成員）が、次の各号のいずれかに該

当したときは、受注者は、発注者の請求に基づき、この契約の請負代金額（この契約締結後、請負代金額

の変更があった場合には、変更後の請負代金額）の10分の２に相当する額を違約金として発注者の指定す

る期間内に支払わなければならない。 

(1) この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。

以下｢独占禁止法｣という。）第３条の規定に違反し、又は受注者が構成事業者である事業者団体が同法第

８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受注者に対し、独占禁止法第７条の２第１項

（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付

命令」という。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した納付命令が独占禁止法第63条第２項の

規定により取り消された場合を含む。以下この条において同じ。）。 

(2) 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これらの命令が受

注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注者等」という。）に対して行われたときは、

受注者等に対する命令で確定したものをいい、受注者等に対して行われていないときは、各名宛人に対す

る命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号及び次項において同じ。）において、この契
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約に関し、受注者等が独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動

があったとされたとき。 

(3) 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の

規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合

において、この契約が当該期間（これらの命令に関する事件について、公正取引委員会が受注者に対し納

付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行

為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に

該当するものであるとき。 

(4) この契約に関し、受注者（法人の場合にあっては、その役員又はその使用人を含む。次項において同

じ。）の独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第１項第１号又は刑法（明治40年法律第45号）第96条の

６に規定する刑が確定したとき。 

２ 受注者が前項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、当該期間を経過した

日から支払をする日までの日数に応じ､年2.5パーセントの割合で計算した額の遅延利息を発注者に支払わ

なければならない。 

（受注者の損害賠償請求等） 

第46条の４ 受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合はこれによって生じた損害の賠償を請

求することができる。ただし、当該各号に定める場合がこの契約及び取引上の社会通念に照らして発注者

の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この限りでない。 

 (1) 第45条又は第45条の２の規定によりこの契約が解除されたとき。 

 (2) 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であるとき。 

２ 第32条第２項（第38条において準用する場合を含む。）に規定する期日までに請負代金が支払われなかっ

た場合においては、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年2.5パーセントの割合で計算した額

の遅延利息の支払を発注者に請求することができる。 

（契約不適合責任期間等） 

第46条の５ 発注者は、引き渡された工事目的物に関し、第31条第４項（第38条第１項において準用する場

合を含む。）の規定による引渡し（以下この条において単に「引渡し」という。）を受けた日から２年以

内でなければ、契約不適合を理由とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契約

の解除（以下この条において「請求等」という。）をすることができない。 

２ 前項の規定にかかわらず、設備機器本体等の契約不適合については、引渡しの時、発注者が検査して直

ちにその履行の追完を請求しなければ、受注者は、その責任を負わない。ただし、当該検査において一般

的な注意の下で発見できなかった契約不適合については、引渡しを受けた日から１年が経過する日まで請

求等をすることができる。 

３ 前２項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当該請求等の根拠を示

して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行う。 

４ 発注者が第１項又は第２項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下この項及び第７項に

おいて「契約不適合責任期間」という。）の内に契約不適合を知り、その旨を受注者に通知した場合にお

いて、発注者が通知から１年が経過する日までに前項に規定する方法による請求等をしたときは、契約不

適合責任期間の内に請求等をしたものとみなす。 

５ 発注者は、第１項又は第２項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適合に関し、民
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法の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等をすることができる。 

６ 前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたものであるときには適用せず、契

約不適合に関する受注者の責任については、民法の定めるところによる。 

７ 民法第637条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。 

８ 発注者は、工事目的物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第１項の規定にかかわら

ず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適合に関する請求等をすることはできない。た

だし、受注者がその契約不適合があることを知っていたときは、この限りでない。 

９ 引き渡された工事目的物の契約不適合が支給材料の性質又は発注者若しくは監督員の指図により生じた

ものであるときは、発注者は当該契約不適合を理由として、請求等をすることができない。ただし、受注

者がその材料又は指図が不適当であることを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。 

 （火災保険等） 

第47条 受注者は、工事目的物及び工事材料（支給材料を含む。以下この条において同じ｡)等を設計図書に

定めるところにより火災保険、建設工事保険その他の保険（これに準ずるものを含む。以下この条におい

て同じ｡)に付さなければならない。 

２ 受注者は、前項の規定により保険契約を締結したときは、その証券又はこれに代わるものを直ちに発注

者に提示しなければならない。 

３ 受注者は、工事目的物及び工事材料等を第１項の規定による保険以外の保険に付したときは、直ちにそ

の旨を発注者に通知しなければならない 

 （制裁金等の徴収） 

第48条 受注者がこの契約に基づく制裁金、賠償金、損害金又は違約金を発注者の指定する期間内に支払わ

ないときは、発注者は、その支払わない額に発注者の指定する期間を経過した日から請負代金額支払の日

まで年2.5 パーセントの割合で計算した利息を付した額と、発注者の支払うべき請負代金額とを相殺し、

なお、不足があるときは追徴する。 

２ 前項の追徴をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき年2.5パーセントの割合で計算した額

の延滞金を追徴する。 

 （暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置） 

第48条の２ 受注者は、暴力団員等又は暴力団関係業者による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを

拒否するとともに、不当介入があった時点で速やかに警察に通報を行い、捜査上必要な協力を行うものと

する。 

２ 前項の規定による警察への通報を行い、捜査上必要な協力を行った場合には、速やかに発注者にその旨

を文書で報告しなければならない。 

３ 受注者は、暴力団員等又は暴力団関係業者による不当介入を受けたことにより、工程に遅れが生じる等

の被害が生じた場合は、発注者と協議を行うものとする。 

 （あっせん又は調停） 

第49条 この約款の各条項において発注者と受注者とが協議して定めるものにつき協議が整わなかったとき

に発注者が定めたものに受注者が不服がある場合その他この契約に関して発注者と受注者との間に紛争を

生じた場合には、発注者及び受注者は、建設業法による静岡県建設工事紛争審査会（以下「審査会」とい

う｡)のあっせん又は調停によりその解決を図る。 

２ 前項の規定にかかわらず、現場代理人の職務の執行に関する紛争、監理技術者等、専門技術者その他受
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注者が工事を施工するために使用している下請負人、労働者等の工事の施工又は管理に関する紛争及び監

督員の職務の執行に関する紛争については、第12条第３項の規定により受注者が決定を行った後若しくは

同条第５項の規定により発注者が決定を行った後、又は発注者若しくは受注者が決定を行わずに同条第３

項若しくは第５項の期間が経過した後でなければ、発注者及び受注者は、前項のあっせん又は調停を請求

することができない。 

 （仲裁） 

第50条 発注者及び受注者は、その一方又は双方が前条の審査会のあっせん又は調停により紛争を解決する

見込みがないと認めたときは、同条の規定にかかわらず、仲裁合意書に基づき、審査会の仲裁に付し、そ

の仲裁判断に服する。 

 （雑則） 

第51条 この約款に基づく受注者の発注者に対する届出、通知等の書式は、発注者の定めるところによる。 

２ この約款において書面により行わなければならないこととされている催告、請求、通知、報告、申出、

承諾、解除及び指示等は、建設業法その他の法令に違反しない限りにおいて、電磁的方法を用いて行うこ

とができる。ただし、当該方法は書面の交付に準ずるものでなければならない。 

 （補則） 

第52条 この約款に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議して定める。 

(総合評価落札方式による契約に関する附則) 

受注者は、契約書記載の工事の施工に際しては、発注者に対して提出した施工計画に記載されている

仕様等を遵守すること。 

２ 発注者は、受注者の責により、入札時の技術資料により提案した技術提案等が履行できない場合は、

達成度合いに応じて以下に示す算式により請負契約金額の減額を行うものとする。ただし、技術提案等

において発注者が採用を認めないことを通知した提案は除く。 

・減額の算出方法 

 

 

 

 

Ｃ：当初の契約金額（円） 

α：当初の加算点 

β：達成度合いに応じて再計算した加算点 

※算出金額は、千円未満切り捨てとする。 

 

３ 契約締結時点において想定されなかった事象の発生によって入札時の技術資料に基づく施工ができな

い場合は、発注者と受注者とが協議の上その取り扱いについて決定する。 

減額＝１－ 
１００＋β 

×Ｃ 
１００＋α 
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【別添】 

 

 ［表面］ 

 

              仲  裁  合  意  書 

 

  建 設 工 事 名 

 

  建設工事場所 

 

  年  月  日に締結した上記建設工事の請負契約に関する紛争については、発注者及び受注 

 者は、建設業法に規定する下記の建設工事紛争審査会の仲裁に付し、その仲裁判断に服する。 

 

                       管轄審査会名      建設工事紛争審査会 

                         管轄審査会名が記入されていない場合は建設業法 

                        第25条の９第１項又は第２項に定める建設工事紛 

                        争審査会を管轄審査会とする。 

 

                                        年  月  日 

 

                       発注者 職 名 氏   名          □印  

 

                           住 所 

                       受注者 商 号 

                           氏 名（法人にあっては、代表者の氏名）◯印  
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 ［裏面］ 

 

            仲 裁 合 意 書 に つ い て 

 

 1) 仲裁合意 

    仲裁合意とは、裁判所への訴訟に代えて、紛争の解決を仲裁人に委ねることを約する当事者間の契約 

  である。 

    仲裁手続によってなされる仲裁判断は、裁判上の確定判決と同一の効力を有し、たとえその仲裁判断 

  の内容に不服があっても、その内容を裁判所で争うことはできない。 

 

 2) 建設工事紛争審査会について 

    建設工事紛争審査会（以下「審査会」という｡)は、建設工事の請負契約に関する紛争の解決を図るた 

  め建設業法に基づいて設置されており、同法の規定により、あっせん、調停及び仲裁を行う権限を有し 

   ている。また、中央建設工事紛争審査会（以下「中央審査会」という｡)は、国土交通省に、都道府県建

  設工事紛争審査会（以下「都道府県審査会」という｡)は各都道府県にそれぞれ設置されている。審査会

  の管轄は、原則として、請負者が国土交通大臣の許可を受けた建設業者であるときは中央審査会、都道

  府県知事の許可を受けた建設業者であるときは当該都道府県審査会であるが、当事者の合意によって管

  轄審査会を定めることもできる。 

    審査会による仲裁は、三人の仲裁委員が行い、仲裁委員は、審査会の委員又は特別委員のうちから当 

  事者が合意によって選定した者につき、審査会の会長が指名する。また、仲裁委員のうち少なくとも一 

  人は、弁護士法の規定により弁護士となる資格を有する者である。 

    なお、審査会における仲裁手続は、建設業法に特別の定めがある場合を除き、仲裁法の規定が適用され

  る。 
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６－４ 過積載による違法運行の防止対策について 
 

 

 

設 計 第 ４ ４ 号 

平成６年５月10日 

 

本庁各課及び各出先機関の長 

 

設 計 検 査 課 長 

 

過積載による違法運行の防止対策について 

 

 大型貨物自動車等の過積載による運行の取り締まりが、平成６年５月１０日に施行

した道路交通法により強化されました。 

 公共事業を発注する立場から、この違法運行を防止するための申し合わせが、別紙

のとおりなされたため、現場において徹底するようお願いします。 

 なお、土木事務所においては、貴職管内市町村への通知をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計検査課設計積算スタッフ 

TEL:054-221-2148 

FAX:054-251-5582 
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別紙 

建設省経建発第 117 号の２ 

建設省道交発第 27 号の２ 

平成６年４月 20日 

 

 

 

 

過積載による違法運行の防止対策について

 

 大型貨物自動車等の過積載による違法運行の防止については、「過積載による違法運行の防

止に関する当面の対策について」（昭和５６年８月２９日付関係省庁申合せ）、「ダンプカーの

さし枠装着車等の一掃に関する対策について」（昭和６１年３月１９日付関係省庁申合せ）等

によりその徹底について御配慮を願っているところであるが、過積載による違法運行は依然

として跡を絶たず、最近においても過積載による重大事故が少なからず発生している。 

 また、本年５月１０日には、過積載運転に対する罰則強化とそれを助長する荷主、自動車

の使用者等に対する責任追及の充実等を柱とする改正道路交通法が施行されることとなって

いる。 

 このような状況に鑑み、このたび、別添１のとおり「過積載による違法運行の防止対策に

ついて」の申合せを行い、関係省庁の緊密な連絡の下に過積載防止対策を強力に推進するこ

ととした。 

 ついては、貴職におかれても、本対策の効果的な推進を図るため、適切な措置を講ぜられ

るよう御協力方お願いする。 

 また、貴管下市区町村に対しても、その旨、周知徹底方願いたい。（都道府県知事あてのみ）

 なお、建設業者に対しては、別添２の通り関係建設業者団体を通じ指導することとしたの

で、念のため申し添える。 

 

  

静岡県 知事 殿

建 設 省 建 設 経 済 局 長

道  路  局  長
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別添１ 

過積載による違法運行の防止対策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 大型貨物自動車等の過積載による違法運行の防止については、「過積載による違法運行の防

止に関する当面の対策について」（昭和５６年８月２９日付関係省庁申合わせ）及び「ダンプ

カーのさし枠装着車等の一掃に関する対策について」（昭和６１年３月１９日付関係省庁申合

わせ）等に基づき、各般の対策を講じてきたところである。 

 しかしながら、過積載による違法運行は依然として跡を絶たず、とりわけダンプカーによ

る土砂等の運搬に関しては、さし枠を装着する等物品積載装置を不正に改造して公然と過積

載による違法運行を行うなど悪質・危険な事例が数多く見られる状況となっている。こうし

た中で、最近においても、過積載車両による重大事故が少なからず発生している。 

 このため、平成５年には、過積載の取締規定の整備及び罰則の強化等を内容とする道路交

通法の改正が行われ、平成６年５月１０日に施行されることとなっている。 

 もとより、過積載による違法運行の防止は、自動車の運転者及び使用者、更には荷主等の

関係者における法令遵守についての強い自覚と、これに基づく実践によりその達成を図るこ

とが第一義であるが、最近における事態の重大性、緊急性と、構造的な背景を有するという

この種の違反の特異性とにかんがみ、政府においても、これら過積載による違法運行を防止

し、交通安全の確保を図るため、関係省庁の緊密な連絡の下に、改正道路交通法の施行に合

わせ、次の対策を強力に推進することとする。 

平成６年４月８日

総務庁長官官房交通安全対策室長

警察庁交通局長 

厚生省生活衛生局長 

農林水産省食品流通局長 

通商産業省産業政策局長 

運輸省運輸政策局長 

運輸省自動車交通局長 

郵政省電気通信局長 

労働省労働基準局長 

建設省建設経済局長 

建設省道路局長 
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第１ 関係事業者に対する指導、監督の徹底 

１ ダンプカーによる土砂等の運搬において、特に悪質・危険な過積載運行が顕著とな

っている状況に鑑み、次の措置を講ずる。 

（１)  ダンプカーを使用して土砂等を運搬する事業者（以下「ダンプカー事業者」とい

う。）に対し、次の事項について強力に指導する。 

 ア 過積載による違法運行を行わないこと。 

 
イ さし枠の装着等過積載を目的とするダンプカーの物品積載装置の不正改造をしな

いこと。 

 

ウ 土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法（以下

「ダンプ規制法」という。）の使用の届出義務及び表示番号等の表示義務を遵守す

ること。 

（２）  砕石業者、砂利採取業者、建設業者等、ダンプカー事業者に対して土砂等の引き

渡しを行う事業者に対し、次の事項を強力に指導するとともに、その徹底状況につ

いての把握に努め、適切な対応を図る。 

 ア 積載重量制限を超えて土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。 

 
イ さし枠装着車、ダンプ規制法の表示番号等の不表示車（以下「不表示車」という。）

等に土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。 

 

ウ 取引関係のあるダンプカー事業者が過積載を行い、又はさし枠装着車、不表示車

等を土砂等運搬に使用している場合は、早急に不正状態を解消する措置を講ずる

こと。 

 
エ 取引に当たってダンプカー事業者の利益を不当に害することのないようにするこ

と。 

 オ 従業員等に対し、過積載防止のための教育を徹底すること。 

（３）  生コンクリート製造業者、建設業者等、ダンプカー事業者から土砂等の引き渡し

を受ける事業者に対し、次の事項を強力に指導するとともに、その徹底状況につい

ての把握に努め、適切な対応を図る。 

 
ア 過積載車両、さし枠装着車、不表示車等から土砂等の引き渡しを受ける等、過積

載を助長することのないようにすること。 

 

イ 取引関係のあるダンプカー事業者が過積載を行い、又はさし枠装着車、不表示車

等を土砂等運搬に使用している場合は、早急に不正状態を解消する措置を講ずる

こと。 

 
ウ 骨材の購入等に当たって骨材納入業者の利益を不当に害することのないようにす

ること。 

 エ 従業員等に対し、過積載防止のための教育を徹底すること。 
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（４）  過積載による違法運行に関し、建設業者の背後責任が明らかとなった場合は、建

設業法に基づき指導、監督処分を行う。 

（５)  産業廃棄物収集運搬業者に対し、産業廃棄物運搬用のダンプカーをダンプ規制法

に違反して土砂等の運搬に流用し、過積載を行うことのないように指導するととも

に、産業廃棄物の収集運搬業の許可に係る講習において、過積載の防止についての

教育を充実する。さらに、土砂等以外の物品を専用に運搬するダンプカーについて

道路運送法上の使用届を受理する際は、ダンプ規制法に違反して土砂等を積んでは

ならない旨指導する。 

（６）  不正改造車を排除する運動の実施等により、ボディー架装業者、自動車販売事業

者等に対し、さし枠の装着等物品積載装置の不正改造を行わず、また不正改造した

車両等の販売を行わないよう強力に指導する。 

２  その他木材、鋼材等の輸送及び冷凍車又は保冷車による輸送等、積載重量制限違

反の多い輸送に関しても、荷主又は自家用車の使用者としての関係業界に対し、過

積載による違法運行の防止について強力に指導する。 

３  貨物自動車運送事業者に対し、過積載による違法運行の防止及び届出運賃の遵守

について強力に指導するとともに、違反事業者に対しては貨物自動車運送事業法に

基づき厳正な処分を行う。 
 

 

第２ 過積載による違法運行に対する取締りの強化等 

１ 過積載による違法運行に対する取締りについては、自動車重量計の計画的整備を進め

るとともに、超過重量の多いもの、さし枠装着車又は不表示車を土砂等運搬に使用する

もの、 第１による指導に従わないもの等悪質・危険なものに重点を置き、効果的な取

締りを強力に推進する。 

 この場合において、道路交通法の改正により新設された、過積載車両に係る指示及び

使用制限命令並びに過積載車両の運転の要求等の再発防止命令を厳正に行うとともに、

自動車の使用者、荷主、荷送人、荷受人、物品積載装置の不正改造に関与した者等の背

後責任について、右命令違反又は過積載による違法運行の下命・容認若しくは教唆・幇

助として徹底して追求する。 

また、土砂等以外の物品を専用に運搬するダンプカーを用いた土砂等の過積載に対処す

るため、積載重量制限違反で取り締まるほか、ダンプ規制法違反での取締りも強化する。

さらに、効果的な過積載の取締りのため、電波法に違反する無線局に対する取締りも強

化する。 

２ 道路運送車両の保安基準に違反するさし枠装着車等に対する取締り体制の充実強化

を図ることとし、街頭検査においてこれら違反車両に対する整備命令を徹底する。 

３ 車両制限令の重量制限違反車両に対し、指導取締用施設及び体制の整備を進め、警察

等関係機関と密接な連携を取りつつ、道路管理者による取締りを強化するとともに、悪
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質な違反者に対しては刑事告発を含め厳正に対処する。 

４ 取締りによって得られた情報を関係行政庁に提出することとし、各行政庁はこれに基

づき行政処分又は行政指導を積極的に行う。 

   

第３ 公共工事発注における過積載防止措置等 

１ 公共工事の請負業者等に対し、設計図書への記載、現場説明等を通じ、また施工計画

書に記載させること等を通じて以下のことを指導する。 

（１) 積載重量制限を超えて土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。 

（２) さし枠装着車、不表示車等に土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。 

（３) 過積載車両、さし枠装着車、不表示車等から土砂等の引き渡しを受ける等、過積載を

助長することのないようにすること。 

（４) 取引関係のあるダンプカー事業者が過積載を行い、又はさし枠装着車、不表示車等を

土砂等運搬に使用している場合は早急に不正状態を解消する措置を講ずること。 

（５) 建設発生土の処理及び骨材の購入等に当たって、下請事業者及び骨材納入業者の利益

を不当に害することのないようにすること。 

（６) 以上のことにつき、元請建設業者は下請建設業者を十分指導すること。 

２ 過積載による違法運行について背後責任があるとして、建設業者が逮捕又は起訴され

たことを知った場合には、当該建設業者について指名停止措置を講ずる。 

３ 公共工事の発注者による工事現場の総点検を随時実施し、過積載車両、さし枠装着車、

不表示車等を発見したときは、請負業者に改善措置を命ずるとともに、改善結果の報告

を求める。さらに、これらについて、工事成績の評定に反映させる。 

４ 定量積載を促進するため、建設発生土の処理については受入地を指定する等の条件明

示及び適正積算を積極的に行う。また、大量に骨材を使用する工事において、可能な場

合には、 骨材の産地指定による条件明示を行う。 

５ 上記諸対策により、公共工事の現場において定量積載の確保を図ることとし、その結

果、骨材等の取引価格の変動があった場合には、以後発注する工事の予定価格の積算に

速やかに反映させる。 

６ ダンプカー協会の設立、加入等の状況に応じて、ダンプカー協会に加入しているダン

プカー 事業者について優先的な配慮がなされるよう、元請事業者に対して趣旨を徹底

する。 
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第４ 関係機関、関係団体の協力体制の整備 

１ 地方公共団体、都道府県警察、陸運支局、道路管理者等の関係機関は、本対策の効果

的な推進を図るため、相互の連絡協調体制を整備するとともに、協力して関係者に対す

る指導、取締り等を実施する。 

 特に、都道府県における過積載防止対策連絡会議に、都道府県交通安全対策主管部局、

都道府県警察、陸運支局に加え、道路管理者も参加することとし、さらに必要に応じ他

の関係行政機関、関係団体の参加も得る等、過積載防止のための組織体制を地域の実情

に応じて整備する。 

２ ダンプカー協会、貨物自動車運送事業者団体、砕石業者団体、砂利採取業者団体、建

設業者団体、生コンクリート製造業者団体等関係団体に対し、各団体の都道府県支部が、

広報活動、自主パトロール等を強化することにより、過積載による違法運行の防止につ

いての地域における自主的規制を推進するよう指導する。 

  

第５ その他 

  本対策については、関係省庁で構成する過積載防止対策連絡会議等において、関係省

庁が定期的にその実施状況を報告するとともに、それを踏まえ、逐次見直しを行う。 
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別紙 

全国管工事業協同組合連合会会長 (社)日本建設業団体連合会会長 

(社)日本空調衛生工事業協会会長 全国建設産業協会会長 

(社)全国建設業協会会長 (社)日本造園建設業協会会長 

(社)日本電設工業協会会長 (社)日本機械土工協会会長 

(社)建築業協会会長 全国建設業協同組合連合会会長 

(社)日本電力建設業協会会長 (社)日本造園組合連合会会長 

(社)日本土木工業協会会長 (社)日本建設業経営協会会長 

(社)日本道路建設業協会会長 (社)土地改良建設協会会長 

(社)日本埋立浚渫協会会長 専門建設業者団体連合会会長 

(社)鉄骨建設業協会会長 
全日本コンクリート圧送事業団体連合会会長 

日本建設組合連合会会長 (社)日本建築コンクリートブロック工事業 

協会会長 

(社)全国中小建設業協会会長 (社)日本下水道施設業協会会長 

(社)全国建設専門工事業団体連合会会長 
全国推進工事業協会会長 

(社)日本橋梁建設協会会長 (社)公共土木用コンクリート製品団体 

工事関連連合会会長 

全国鉄筋業協同組合連合会会長 建設産業専門団体協議会代表幹事 

(社)日本鉄道建設業協会会長 
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過積載による違法運行の防止対策について 

 

 大型貨物自動車等の過積載による違法運行の防止については、「過積載による違法運行の防

止に対する当面の対策について」（昭和５６年８月２９日付関係省庁申合せ）、「ダンプカーの

さし枠装着車等の一掃に関する対策について」（昭和６１年３月１９日付関係省庁申合せ）等

によりその徹底について御配慮を願っているところであるが、過積載による違法運行は依然

として跡を絶たず、最近においても過積載による重大事故が少なからず発生している。 

 また、本年５月１０日には、過積載運転に対する罰則強化とそれを助長する荷主、自動車

の使用者等に対する責任追及の充実等を柱とする改正道路交通法が施行されることとなって

いる。 

 このような状況に鑑み、このたび、別添のとおり「過積載による違法運行の防止対策につ

いて」の申合せを行い、関係省庁の緊密な連絡の下に過積載防止対策を強力に推進すること

とした。 

 ついては、本対策に基づく下記事項の徹底について貴会の傘下会員に対し指導方お願いす

る。 

記 

１ 積載重量制限を超えて土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。 

２ さし枠装着車、ダンプ規制法の表示番号等の不表示車（以下「不表示車」という。）等に

土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。 

３ 過積載車両、さし枠装着車、不表示車等から土砂等の引き渡しを受ける等、過積載を助

長することのないようにすること。 

４ 取引関係にあるダンプカー事業者が過積載を行い、又はさし枠装着車、不表示車等を土

砂運搬に使用している場合は、早急に不正状態を解消する措置を講ずること。 

５ 取引に当たってダンプカー事業者の利益を不当に害することのないようにすること。 

６ 骨材の購入等に当たって骨材納入業者の利益を不当に害することのないようにするこ

と。 

７ 従業員等に対し、過積載防止のための教育を徹底すること。 

８ 広報活動、自主パトロール等を強化することにより、過積載防止についての地域におけ

る自主的規制を推進するよう指導すること。 

  

別添２

建設省経建発第１１７号の３

平成６年４月２０日

別紙 

関係業界団体の長あて
建設省建設経済局長
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６－５ 営繕工事における杭工事の現場確認について(依頼) 
 

財 営 第 １ ３ ２ 号 

平 成 ２８年 ８月 ４日 

 営繕工事課長 様 

 設備課長 様 

 各土木事務所長（営繕工事担当課） 様 

                        経営管理部財務局営繕企画課長 

 

営繕工事における杭工事の現場確認について（依頼） 

 

 杭工事の現場確認については、平成28年３月４日付けで、「基礎ぐい工事の適正な施

工を確保するために講ずべき措置（国土交通省告示）」が発出されたことから、平成 27

年 12月 9日付け財営第277号「営繕工事における杭工事の現場確認について（依頼）」

は、廃止する。 

 杭工事の施工にあたっては、国土交通省告示等及び下記による適正な管理を行うこと。 

 

記 
 

１ 対象工事  営繕工事 

２ 対象工種  既製コンクリート杭地業、鋼杭地業 

３ 設計及び施工上の留意点 

 (1)十分な地盤調査の実施 

   地盤調査の内容は、「建築基礎設計のための地盤調査計画指針」（日本建築学会、平

成 21 年）に基づき、敷地の地盤状況及び建築物の配置計画等に応じ、適切な位置及

び数量等とする。 

 (2)地盤調査結果に基づく適切な設計の実施 

   設計者へ当該地盤情報を適切に提供するとともに、基礎杭の施工上の留意事項及び

施工時の支持層確認に特に注意すること等を設計図書に記載する。 

 (3)地盤情報等の工事施工者等との情報共有 

   (2)の設計図書に記載された事項について、工事施工者等に十分に説明し、注意喚

起を行うなど、工事施工者等と情報共有する。 

 (4)杭施工時の工事監督員の立会い確認 

  ・試験杭については、当該施工時に立会い、杭長、杭の位置、支持層の土質、支持層

への根入れ深さ等の必要な項目を確認するとともに、工事施工者による施工管理の

もとで設計図書どおりに施工されていることを確認する。 

  ・本杭については、設計図書等で確認した地盤状況等（傾斜等により支持層の深さが

複雑な地盤の場合など）により、必要に応じて当該施工時に立会い確認する。 

  ・立会い確認を実施しない杭については、工事施工者が作成した自主検査記録、施工

記録、工事写真等の書類を確認する。 

  ・すべての杭について、元請の工事施工者が施工に立ち会ったことを確認する。 

 
                         担当 経営管理部財務局 

                            営繕企画課 技監 野村 

                            ＴＥＬ 054-221-3091 
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６－６ 建築工事におけるコンクリートの品質管理について 

(通知) 
 

設 計 第 2 7 2 号 

平成 6 年 3 月 16 日 

 

 

関  係  各  位 

 

設計検査課長 

 

 

建築工事におけるコンクリートの品質管理について（通知） 

 

このことについて、 レディーミクスコンクリートを使用する場合には、平成 6年 2月 1

日付設計第 233 号「土木工事におけるコンクリートの品質管理について（通知）」を準用

することにしたので通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                担 当 設計検査課 検査監 

                                電 話 054 221 2133 
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設 計 第 2 3 3 号 

平成 6 年 2 月 1 日 

関 係  各 位 様 

 

設 計 検 査 課 長 

 

土木工事におけるコンクリートの品質管理について （通知） 

 

  このことについて、レディーミクスコンクリートを使用する場合には、「レディーミ

クスコンクリート取扱基準」により品質管理を実施しているところですが、圧縮強度試

験の供試体の管理について、下記により運用するので通知します。 

 

記 

 

 １．適用期日 平成 6年 4 月 1日から適用する。 

 

 ２．コンクリートの供試体の管理 

   「レディーミクスコンクリート取紋基準」より現場で採取した供試体は次に示すＡ

法又はＢ法により確認するものとする。 

   (1) Ａ法 

     １) コンクリートを供試体型枠に投入したときの写真撮影時には、型枠外面に

供試体を特定できる番号、記号等を記載し撮影するものとする。 

     ２) 供試体頭部硬化後、型枠外面に記載した番号、記号等と同一のものを頭

部にも記載し、２箇所の番号、記号等が 1枚の写真で良く分かるよう撮影

するものとする。 

        ただし、撮影は型枠税型前に行うこと。 
 

   (2) Ｂ法 

    １) 供試体型枠の側面内側にグリース塗布後所定の事項を記入した市販の QC 版

等の供試体確認シールを張り付け、コンクリートを打設するものとする。 

    ２) 強度試験を実施する前に QC 版等の供試体確認シールにより、試料採取時と

同一のものであることを確認するものとする。 

 

 ３．Ａ法、Ｂ法いずれも購入者が行うものである。 
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ＱＣ版等の供試体確認シール 

 

 

  
 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                担 当 設計検査課 検査監 

                                電 話 054 221 2133 

立 会 者 

所属氏名 

    年  月   日 
採 

取 

  

塩 

分 

     

空 
気 

     

ス
ラ
ン
プ 

及
び
規
格 

構 

造 

物 

工
事
名 

     年度 

静 岡 県 
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６－７　建設工事安全パトロール参考様式

年 月 日 （ ）

№

～

％

名

様式ー１

交通整理人等適正に配置されているか

〔本日の作業内容〕

令和

　２．　現　場　管　理

新規入場者教育の実施 安全巡視員の配置

施工体系図の掲示

有資格者一覧表の掲示

建設業の許可証の掲示(元請け業者のみで可）

建設工事安全パトロール点検表

指摘事項　（×の場合の内容、　その他）

適切な吊用具を使用しているか

運転資格者証を携帯しているか

運転休止時の措置（鍵、車止め等）の状況

現場詰所は整理整頓されているか

建退共加入標識の掲示

各種作業主任者の掲示

工事看板の設置

施工計画書の備付

安全旗の掲揚

緊急連絡表の掲示

令和　　年　　月　　日

〔使用重機・機械等〕

　１．　安　全　衛　生　管　理

　７．　車　両　系　建　設　機　械

床材は固定されているか

ＫＹ活動（朝礼）の実施

作業に応じた適切な人員配置がされているか

制限荷重を超えた無理な吊上げ作業をしていないか

取扱責任者の表示

施工体制台帳の備付

安全衛生管理責任者の選任

請 負 金 額

　　　　安全パトロール点検項目　　　　　　　　　　　○：良好　　△：一部不良　　×：不良　　―：該当なし

担当者

本 日 の 作 業 員 人 数

本 日 の 進 捗 率

安全管理組織図の掲示

工 事 名
施 工 箇 所
工　　　期 令和 　　年　　月　　日

受 注 者

現場代理人

労災保険成立票の掲示

安全管理簿の備付（有資格者名簿等）

消火器の設置

救急箱の設置

注意看板・掲示板の設置は適切か

　５．　足　場　・　型　枠　の　状　況

足場工は「手すり先行工法」により組立を行っているか最大積載荷重の表示はあるか

作業床の幅は４０㎝以上、床材の隙間は３㎝以下か

開口部など転落の恐れがある箇所に手摺り等設けているか

崩壊・落石等の恐れがある時の防護を講じているか

掘削土・資材等を法肩に積んでいないか

浮石等の点検はされているか

土留支保工・切梁腹起の設置状況は適切か

掘削状況（勾配・すかし掘りの有無）

ダンプ・重機等の通路は法肩から離れているか

場内は整理整頓されているか作業内容が作業従事者に十分伝達されているか

４．　事故対策リスト・ハザードマップの適切な掲示・更新・措置　等

作業エリアは適切に区分されているか

安全日誌の記録（現場巡視・安全教育等）

　３　．作　業　現　場　の　状　況

店社パトロールの実施

　６．　崩　壊　・　落　石　対　策

壁つなぎは適切に設置されているか

梯子は固定され、上端は６０㎝以上出ているか高さ１．５ｍ以上の昇降箇所に、昇降設備があるか

手摺り、筋交いは、適切に設置されているか

作業開始前点検を実施しているか

作業誘導員を配置しているか

吊用具類の点検を適切に実施しているか

作業半径内の立入禁止措置はなされているか

転倒防止措置は適切になされているか

特定自主点検実施済標章が貼付されているか

バリケード、赤色灯、規制標識等が適正に配置されているか

架空線、地下埋設物等の保護は適切か

　９．　交　通　安　全　管　理

安全帯は着用されているか。親綱を設けているか

高圧設備の場合、立入禁止措置がなされているか

枠組足場の場合、「下さん15～40cm」又は「幅木
15cm以上」を取り付けているか（なお「上さん」「手
すり先行専用型」がより望ましい）

枠組足場以外の場合、「85cm以上の手すり」＋「中さん
35～50cm」を取り付けているか（なお物体落下対策とし
て「幅木」等が追加されているか）

漏・感電防止装置又は、アースが取り付けられているか

　８．　電　気　設　備

用途外使用はないか

配電盤ボックスは施錠出来るか

配線に劣化、亀裂等の損傷はないか

　１０．　そ　の　他

作業従事者の服装、保護帽の着用は適切か

歩行者通路が確保されているか

マップが見やすい場所に見やすい大きさで掲示されているか リストの事故対策が講じられているか

工事進捗に伴う想定リスクの変化に応じて更新されているか リスト以外の危険箇所がないか
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〔 〕
〔 〕

（ ）

番号 施 工 箇 所 路 線 ・ 河 川 名 工　　　　事　　　　名 受注者 立　会　人 作　業　内　容 点　検　指　導　事　項

1

2

3

4

5

要　　　員
点検区域
実　施　日 令和 日年 月

建　設　工　事　安　全　パ　ト　ロ　ー　ル　点　検　結　果　表

様式ー２

監督員
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受注者 様

静岡県〇〇〇〇事務所長

６．指摘事項

　令和　　年　　月　　日実施の建設工事安全パトロールにおいて、下記の工事に指摘事項が
あるので、至急是正措置を講じ、別報告書により提出してください。

記

１．工　事　名

２．路線・河川名

３．施工箇所

４．請負代金

５．工　　期

様式ー３

建　設　工　事　安　全　パ　ト　ロ　ー　ル　指　導　書

日月年令和

6－115



様式ー４－１

建　設　工　事　安　全　パ　ト　ロ　ー　ル　是　正　報　告　書

日月年令和

静岡県〇〇〇〇事務所長 様

住　所

氏　名
受注者

　令和　　年　　月　　日実施の建設工事安全パトロールにおいて指摘された事項について
は、下記のとおり是正措置を講じたので報告します。

記

１．工　事　名

２．路線・河川名

３．施工箇所

４．請負代金

５．工　　期

備　考指　摘　事　項 是　正　措　置 措　置　年　月　日
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正

後

是　正　措　置　報　告　書

指 摘 事 項

路 線 ・ 河 川 名

工　　事　　名

請 負 人

是

正

前

是

様式ー４－２

写　　真

写　　真

施 工 箇 所
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住 公 第 272 号

建 工 第 45 号

建 営 第 249 号

令和元年 12 月 26 日

営繕工事課長 様

設 備 課 長 様

各土木事務所長 様

（建築主務課関係）

建築分野における工事事故防止行動計画の運用について(通知)

くらし・環境部建築住宅局公営住宅課長

交通基盤部建設支援局工事検査課長

交通基盤部建設支援局営繕企画課長

交通基盤部では、土木分野において工事事故の防止を目的として、平成 30 年度よ

り「工事事故防止行動計画」を策定し取り組んでいるところですが、建築分野におい

ても、下記のとおり運用することとしたので通知します。

記

１ 適用時期及び適用対象

令和２年１月１日以降、静岡県において入札公告又は指名通知する営繕工事及

び公営住宅工事（建築設備を含む。以下、「建築工事」という。）に適用する。

２ 実施方法

「工事事故防止行動計画」について、建築工事においても準拠する。

ただし、次の項目については、以下のとおりとする。

(1) 「工事事故防止行動計画」３ 行動計画（１）（発注時）中の「工事安全管理に

関する特記仕様書」について、建築工事においては、別に定める「工事安全管理

に関する特記仕様書【建築・設備工事】」を適用する。

(2) 「工事事故防止行動計画」３ 行動計画（２）（情報共有）中の「事故が発生し

た場合、速やかに工事検査課及び所管事業課へ報告する」については、「事故が

発生した場合、速やかに工事検査課（土木事務所発注の営繕工事の場合は、営繕

企画課）及び所管事業課へ報告する」とする。
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《添付資料》

①工事安全管理に関する特記仕様書【建築・設備工事】

②工事事故ハザードマップ（作成例）

③工事事故防止行動計画 参考

④工事安全管理に関する特記仕様書 参考土木工事版

⑤工事事故防止行動計画の事務分担
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工事安全管理に関する特記仕様書【建築・設備工事】 

 

第１条（目的） 

 この特記仕様書は、静岡県が所管する建築・設備工事の事故防止を目的に、「公

共建築工事標準仕様書等の補則」※１として、次のことを定める。 

 

第２条（当該工事現場で予想される事故対策） 

   受注者は、「予想される事故対策リスト（様式１）（以下「リスト」という。）」

を作成し、施工計画書に添付するとともに、予想される事故の発生危険位置を示し

た「工事事故ハザードマップ（以下「マップ」という。）」を作成し、作業開始時

までに現場に掲示すること。 

   また、リスト及びマップの作成にあたっては、工事敷地の内外に渡って予想され

る事故について記載すること。 

   なお、リスト及びマップについては、受発注者で協議のうえ、受注者の独自書式

等を使用することもできる。 

 

第３条（リストの内容） 

リストに記載する事故の種別は、「挟まれ・巻き込まれ」「墜落・転落」「地下

埋設物等」「架空線」「第三者立入」「交通事故」「クレーン等の転倒」に係る事

故とし、リスト作成に当たっては、現場状況等を事前に確認し、現場条件、工事内

容に即した安全対策の具体的な実施内容を明記すること。 

 

第４条（リスト及びマップの更新） 

   受注者は、作業開始後も予想される事故の把握に努め、その結果に応じてリスト

及びマップを随時更新するとともに、リストを監督員に提出しマップを現場に掲示

すること。 

 

第５条（その他） 

   その他、疑義が生じた場合は、監督員に確認すること。 

 

※１：「公共建築工事標準仕様書等の補則」とは、表 1のとおり。  

(表１内の各工事における仕様書内の当該項目の補則をいう。) 

 

 

 

 

 

6－120



 

 

 

 

 表１ 「公共建築工事標準仕様書等の補則」 

 

工事種別 標準仕様書または共通仕様書 
仕様書内の 

当該項目の補則 

 

営繕工事 

 

 

 

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修における 

以下の仕様書 

 

・公共建築工事標準仕様書（建築工事編） 

・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

 

・公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編） 

・公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編） 

・公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編） 

 

・建築物解体工事共通仕様書 

・公共建築木造工事標準仕様書 

 

 

第１編 

（電気・機械設備工事

編のみ） 

第１章 

３節 

 

「施工中の安全確保」 

及び 

「交通安全管理」 

の補則をいう。 

公営住宅 

関係工事 

 

公共住宅事業者等連絡協議会編集における 

以下の仕様書 

 

・公共住宅建設工事共通仕様書(建築編) 

・公共住宅建設工事共通仕様書(電気編)  

・公共住宅建設工事共通仕様書(機械編） 

 

※公営住宅関係工事において、居住改善工事等で

「公共建築工事標準仕様書」、「公共建築改修

工事標準仕様書」を採用する場合は、上記営繕

工事欄の各仕様書の当該項目の補則とする。 

 

第１編 

１章 

３節 

 

「施工中の安全確保」 

及び 

「交通安全管理」 

の補則をいう。 
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様式１ 

予想される事故対策リスト【建築・設備工事】 

 

位 

置 

番 

号 

【事故の種別】 

予想される事故 
左記の安全対策 対策における留意点 

確 

認 

日 

 【墜落・転落】 

 

 

  

／ 

 【挟まれ・巻き込まれ】 

 

 

  

／ 

 【地下埋設物等】 

 

 

  

／ 

 【架空線】 

 

 

  

／ 

 【第三者立入】 

 

 

  

／ 

 【交通事故】 

 

 

  

／ 

 【クレーン等の転倒】 

 

 

  

／ 

 ※対策の策定にあたっては、下記資料等を参考に、当該現場状況に応じた対策を記載

すること。 

【参考資料】 

・安全サポートマニュアル（中部地方整備局 平成 16 年６月） 

 http://www.cbr.mlit.go.jp/architecture/kensetsugijutsu/anzen_support 

・地下埋設物の事故防止マニュアル（中部地方整備局 平成 20 年６月） 

 http://www.cbr.mlit.go.jp/architecture/kensetsugijutsu/pdf/080619_manual.pdf 

・地下埋設物・躯体埋込み配管等の事故防止マニュアル（営繕版）【①設計時・敷地調査時】 

 地下埋設物・躯体埋込み配管等の事故防止マニュアル（営繕版）【②施工時（工事版）】 

 （中部地方整備局営繕部 平成 28 年８月１日） 

 http://www.cbr.mlit.go.jp/eizen/hinkaku/chika.htm  

・架空線等上空施設の事故防止マニュアル（案）（中部地方整備局 平成 21 年 12 月） 

 http://www.cbr.mlit.go.jp/architecture/kensetsugijutsu/pdf/091225_kasen.pdf 
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様式１ 

予想される事故対策リスト【建築・設備工事】（作成例） 

 

位 

置 

番 

号 

【事故の種別】 

予想される事故 
左記の安全対策 対策における留意点 

確 

認 

日 

① 【墜落・転落】 

足場組立作業中の転落事

故 

・先行手すりの設置 

・安全帯の固定 

・作業がない時は、足場へ

の入口を塞ぐ ／ 

② 【挟まれ・巻き込まれ】 

移動中の機械との接触に

よる身体の転倒や挟まれ

事故 

・移動させる機械の周囲

への立入禁止措置 

・監視人の配置 

・機械移動範囲の地盤等

安定保持 

・機械と接触するときに

は、機械が作動しない状

態であることの確認を

徹底する 

／ 

③ 【地下埋設物等】 

バックホーやカッター等

による埋設管（線）の破断

事故 

・管・線の管理者及び利用

者に現地立会を求め、埋

設位置を予め確認 

・確認が十分にできない

場合には、監督員と協議

の上、人力掘削による試

掘を行う 

・個人所有の引込管等は

存在が不明の場合もあ

ることに留意する 

／ 

④ 【架空線】 

重機のブーム等による架

空線の切断事故 

・防護カバーの設置 

・高さ制限装置の設置 

・注意看板の設置 

・立入禁止区域の指定 

・選任監視人の配置 

・施設管理者に施工方法

等の確認、立会を求める 

・関係作業員への施設情

報等の周知徹底 

／ 

⑤ 【第三者立入】 

第三者の誤進入による接

触、転倒事故 

・進入防止柵等による立

入禁止範囲と通行可能

範囲の明示 

・施工段階に応じて範囲

の設定を変更し、隙間の

発生を防ぐ 

／ 

⑥ 【交通事故】 

ダンプトラックと歩行者・

自転車との接触事故 

・交通事故のハザードマ

ップを作成・配布し、運

行時の危険箇所を周知 

・運行経路、時間帯にも配

慮する ／ 

⑦ 【クレーン等の転倒】 

アウトリガー据付箇所の

不同沈下等によるクレー

ン等の転倒事故 

・軟弱地盤の把握 

・敷鉄板の設置 

・改良、入替等による支持

力の確保 

・荷重作用の直前、直後、

中間時における敷鉄板

の沈下等の確認を行う 
／ 
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工事事故防止行動計画 
平成 30 年 8 月 10 日 

静岡県交通基盤部 

１ 目的 

交通基盤部が所管する工事の事故発生状況（平成 29 年度）は、死亡事故

は前年度に引き続き 0 件だったが、労働災害（傷害）事故は前年度の 7 件に

対し 9 件、公衆災害（傷害）事故は前年度の 0 件に対し 3 件、公衆災害（物

損）事故は前年度の 36 件に対し 43 件といずれも増加した。 

労働災害・公衆災害事故ともに「不注意」が事故原因の大半であり、「災

害リスクに対する想定が不十分であること」と「事故の教訓が生かされてい

ないこと」が課題となっている。 

このため、工事事故の防止を目的とする新たな取組として、「工事事故防

止行動計画」を策定し実行することとする。 

 

２ 基本方針 

（１）上記課題への対策として、「事故対策 PDCA サイクルの構築」を基本方針

とする。 

（２）県で発生件数の多い災害種別に加え、全国的に災害死者数の 4 割を占め

人命に係る重大事故となる「墜落・転落」と、事故発生の社会経済的影

響が大きい「クレーン等の転倒」を重点災害に位置づける。 

＜重点災害＞ 

  （労働災害）挟まれ・巻き込まれ、墜落・転落 

  （公衆災害）地下埋設物、架空線、現場侵入防止、 

交通事故、クレーン等の転倒 

 

３ 行動計画 

（１）各工事現場において、「予測⇒対策⇒検証⇒改善」の「事故対策 PDCA」

を、適時に実施する。 

（発注時） 

・発注者は、上記の重点災害が想定される工事の契約図書に、別に定める「工

事安全管理に関する特記仕様書」を添付する。 
（着手時） 
・受注者は、上記の特記仕様書により、当該現場の災害リスクを予測し、そ

の対策を明記した施工計画書を作成する。 
・受・発注者（総括監督員または主任監督員を含む）は、施工着手前の適切な

参考 
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段階で、受注者が作成した「工事事故ハザードマップ」を現地において合同

で検証し、事故対策の実効性を確認する。 
（施工時） 

 ・受注者は、施工計画書に基づき、安全対策を実施するとともに、工事の進

捗に応じて、災害リスクの予測を適切に見直し、安全対策に反映させる。 
 ・発注者は、抜き打ちの安全パトロールにより、対策の実施状況や新たな災害

リスクの有無を確認する。（発注者単独または建災防等と合同で実施） 

・発注者は、パトロール結果に応じて、必要な措置を指示する。 

・受注者は、指示に基づき、必要な措置を実施する。 

・検査監は、中間検査において施工計画書と安全対策の実施状況を確認する。 

（完成時） 

・発注者・検査監は、完成検査時において安全管理項目を評価・確認する。 

 

（２）各工事現場で得られた知見を、県全体で情報共有し、事故防止体制を強

化する。 

（情報共有） 
・発注者は、事故が発生した場合、速やかに工事検査課及び所管事業課へ事故

報告するとともに、再発防止策を講ずる。 
・工事検査課は、発注者から報告された事故発生事例を分析し、リスク予測や

安全対策が不十分となった原因及び事故防止対策としての好事例を、ニュー

スレター等で、各発注者及び受注者に周知する。 

 ・受注者は、ニュースレター等による「ヒヤリハット事例」や「事故発生事

例」を参考に、事故防止対策を実施する。 
 （意識啓発） 
 ・工事検査課及び各事務所は、安全講習会等の機会を捉え、業界団体に「行

動計画」を周知するなど、工事事故防止を意識啓発する。 
 ・建設業労働災害防止協会（建災防）との連携により、受・発注者合同で、

労働安全コンサルタント等を現場に招いた合同研修会を開催する。 

 

４ スケジュール 

 ・８月   「工事安全管理に関する特記仕様書」の案を定める。 
 ・９月    上記の特記仕様書を決定し、10 月 1 日以降に発注する工事 

から適用することについて、周知を図る。 
 ・１０月以降 合同研修会を開催 
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工事事故防止行動計画 
【基本方針】 

事故対策ＰＤＣＡサイクルの構築 

③業界団体と一体となった取組の推進 

「行動計画」の周知と「合同研修会」を開催 

① 各工事現場 

の PDCA 

② 県工事全体 

の PDCA 

＜ＰＬＡＮ＞ 
 

・安全管理特記仕様書 
・災害リスク予測 
・施工計画に対策明記 

＜ＤＯ＞ 
 

・施工計画に基づき 
安全対策を実施 

＜CHECK＞ 
 

・安全パトロール 
・新たな災害リスク 

の有無を確認 

＜ACTION＞ 
 

・是正措置 
・新たな災害リスク 

に対する追加対策 

＜ＰＬＡＮ＞ 
 

ニュースレターを発
行して、行動計画を
周知 

＜ＤＯ＞ 
 

ニュースレターの 
ヒヤリハットや事例 
から、安全対策実施 

＜CHECK＞ 
 

事故事例を分析し 
予測と対策の不備を 
ニュースレターで周知 

＜ACTION＞ 
 

分析結果を参考に 
安全パトロールや 
行動計画を見直す 
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【参考】工事事故防止に向けた新たな取組み（H30） 

 

種別 今までの取り組み 新たな取り組み ねらい 

発注時 

一部で、安全管理に

関する特記仕様書を

添付 

全県で、安全管理に

関する特記仕様書を

添付 

全県下で、安全管理

意識啓発 

⇒施工計画へ反映 

着手時 

共通仕様書に基づく

施工計画書 

 

 

特記仕様書に基づき

施工計画書にリスク

予測と対策を明記 

受発注者間で各現場

固有の安全管理意識

を共有 

 

施工時 

安全パトロール 

 

 

ハザードマップを活

用した安全パトロー

ル 

想定される対策の実

施と新たな災害リス

クの有無を確認 

検査時 

中間検査 

安全対策の指導 

中間検査 

施工計画記載の確認 

安全対策実施の確認 

実効性の確保 

評定時 
完成検査 

 

完成検査 

安全管理評価 

効果検証 

改善策の提案 

安全教育 

安全訓練 

ＫＹ活動 

新規入場者教育 

建設従事者教育 

施工計画書（リスク

予測と対策）を活用

した安全教育 

受発注者合同研修 

安全教育の実効性の

確保 

受発注者間で安全管

理意識を共有 

啓発活動 

事故事例をＨＰ掲載 

 

 

ニュースレターで、

全県に情報提供 

各工事現場のＰＤＣ

Ａを県下全体に展開

し、同種事故防止 
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工事安全管理に関する特記仕様書

第１条（目的）

この特記仕様書は、静岡県交通基盤部が所管する土木工事の事故防止を目的に、

土木工事共通仕様書 第１編共通編 第１章総則 第１節総則 1-1-26「工事中の安全

確保」の第８項（５）に規定する「当該工事現場で予想される事故対策」に関して、

次のことを定める。

第２条（当該工事現場で予想される事故対策）

受注者は、「予想される事故対策リスト（様式１）」（以下、「リスト」）を作

成し、施工計画書に添付するとともに、予想される事故の発生危険位置を示した「工

事事故ハザードマップ」（以下「マップ」）を作成し、作業開始時までに現場に掲

示すること。

第３条（リストの内容）

リストに記載する事故の種別は、「挟まれ・巻き込まれ」「墜落・転落」「地下

埋設物」「架空線」「第三者立入」「交通事故」「クレーン等の転倒」に係る事故

とし、リスト作成に当たっては、現場状況等を事前に確認し、現場条件、工事内容

に即した安全対策の具体的な実施内容を明記すること。

第４条（リスト及びマップの更新）

受注者は、作業開始後も予想される事故の把握に努め、その結果に応じて「リス

ト」及び「マップ」を随時更新するとともに、「リスト」を監督員に提出し「マッ

プ」を現場に掲示すること。

第５条（その他）

その他、疑義が生じた場合は、監督員に確認すること。

参 考

6－129



様式１

予想される事故対策リスト

※対策の策定にあたっては、下記資料等を参考に、当該現場状況に応じた対策を記載す

ること。

【参考資料】

・安全サポートマニュアル（中部地方整備局 平成 16年 6月）

http://www.cbr.mlit.go.jp/architecture/kensetsugijutsu/anzen_support

・地下埋設物の事故防止マニュアル（中部地方整備局 平成 20年 6月）

http://www.cbr.mlit.go.jp/architecture/kensetsugijutsu/pdf/080619_manual.pdf

・架空線等上空施設の事故防止マニュアル(案)（中部地方整備局 平成 21年 12月）

http://www.cbr.mlit.go.jp/architecture/kensetsugijutsu/pdf/091225_kasen.pdf

位

置

番

号

【事故の種別】

予想される事故
左記の安全対策 対策における留意点

確

認

日

【挟まれ・巻き込まれ】

／

【墜落・転落】

／

【地下埋設物】

／

【架空線】

／

【第三者立入】

／

【交通事故】

／

【クレーン等の転倒】

／
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様式１

予想される事故対策リスト（作成例）

位

置

番

号

【事故の種別】

予想される事故
左記の安全対策 対策における留意点

確

認

日

①

【挟まれ・巻き込まれ】

移動中の機械との接触

による身体の転倒や挟

まれ事故

・稼働させる機械の周囲

への立入禁止措置

・監視人の配置

・機械移動範囲の地盤等

安定保持

・機械と接触するときに

は、機械が作動しない

状態であることの確認

を徹底する

／

②

【墜落・転落】

足場組立作業中の転落

事故

・先行手摺の設置

・安全帯の固定

・作業がない時は、足場

への入口を塞ぐなどの

予防対策も有効

／

③

【地下埋設物】

ドリルやリッパ等によ

る埋設管（線）の破断事

故

・管、線の管理者、及び

利用者に現地立会を求

め、埋設位置を予め確

認

・確認が十分にできない

場合には、監督員と協

議の上、人力掘削によ

る試掘を行う。

・個人所有の引込管等は

存在が不明の場合もあ

ることに留意する

／

④

【架空線】

重機のブーム等による

架空線の切断事故

・防護カバーの設置

・高さ制限装置の設置

・注意看板の設置

・立入禁止区域の指定

・選任監視人の配置

・施設管理者に施工方法

等の確認、立会を求め

る

・関係作業員への施設情

報等の周知徹底

／

⑤

【第三者立入】

第三者の誤進入による

接触、転倒事故

・進入防止柵等による立

入禁止範囲と通行可能

範囲の明示

・施工段階に応じて範囲

の設定を変更し、隙間

の発生を防ぐ

／

⑥

【交通事故】

ダンプトラックと歩行

者・自転車との接触事故

・交通事故のハザードマ

ップを作成・配布し、

運行時の危険個所を周

知

・運行経路、時間帯にも

配慮する。
／

⑦

【クレーン等の転倒】

アウトリガー据え付け

箇所の不等沈下等によ

るクレーン等の転倒事

故

・軟弱地盤の把握

・敷鉄板の設置

・改良、入替等による支

持力の確保

・荷重作用の直前、直後、

中間時における敷鉄板

の沈下等の確認を行

う。

／
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工事事故防止行動計画の事務分担

各土木事務所
建築住宅課等
(公営住宅課)

営繕３課

●県工事全体のPDCA

P

・土木事務所は、建築工事に
おける事故事例等をもとに、
周知事例を作成、工事検査課
及び公営住宅課へ提供
・工事検査課でニュースレ
ターに掲載

・建築工事における事故事例
等をもとに、周知事例を作
成、工事検査課に提供
・工事検査課でニュースレ
ターに掲載

D 受注者対応 受注者対応

・土木事務所は事故事例を作
成し、工事検査課及び公営住
宅課へ報告
・土木事務所は事故発生事例
を分析

・事故事例を工事検査課に報
告
・事故発生事例を分析

・土木事務所は建築工事にお
ける事故事例等をもとに、周
知事例を作成、工事検査課及
び公営住宅課へ提供
・工事検査課でニュースレ
ターに掲載

・建築工事における事故事例
等をもとに、周知事例を作
成、工事検査課に提供
・工事検査課でニュースレ
ターに掲載

A
・工事検査課検査監が実施
・総括監督員が実施

・工事検査課検査監が実施
・総括監督員が実施

●業界団体と一体となった取組の推進

工事検査課または営繕３課で
開催される安全管理等の合同
研修会を開催協力

・営繕工事独自で安全管理等
研修会を実施
・県職員に対する研修実施を
検討

工事検査課

ニュースレターを発行して、
行動計画を周知
安全講習会等の機会を捉え、業界
団体に「行動計画」を周知するな
ど、工事事故防止を意識啓発す
る。

ニュースレターのヒヤリハッ
トや事例から、安全対策を実
施
【受注者対応】
受注者は、ニュースレター等によ
る「ヒヤリハット事例」や「事故
発生事例」を参考に、事故防止対
策を実施する。

事故事例を分析
発注者から報告された事故発生事
例を分析。

予測と対策の不備をニュース
レーターで周知
リスク予想や安全対策が不十分と
なった原因及び事故防止対策の好
事例をニュースレター等で各発注
者及び受注者に周知する。

分析結果を参考に安全パト
ロールや行動計画の見直し

行動計画の周知と合同研修会
の開催
建災防との連携により、受・発注
者合同で、労働安全コンサルタン
ト等を現場に招いた合同研修会の
開催。

C
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６－９ 地下埋設物・躯体埋込み配管等の事故防止マニュアル 

（営繕版） 【国土交通省中部地方整備局】 

 

 

 

出典：国土交通省中部地方整備局ホームページ 

【業務編】 

 https://www.cbr.mlit.go.jp/eizen/hinkaku/pdf/2023manual1.pdf 

【工事・敷地調査業務編】 

https://www.cbr.mlit.go.jp/eizen/hinkaku/pdf/2023manual2.pdf 
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地下埋設物・躯体埋込み配管等の事故防止マニュアル（営繕版）

地下埋設物・躯体埋込み配管等の近接作業を行うにあたり、発注者と受注
者の両者が、設計段階・発注段階・施工段階において、チェックリストを用い、
様々な立場の視点で確認し、事故防止に努める。

地下埋設物・躯体埋込み配管等の近接作業を行うにあたり、発注者と受注
者の両者が、設計段階・発注段階・施工段階において、チェックリストを用い、
様々な立場の視点で確認し、事故防止に努める。

概 要概 要

チェックリストを活用
様々な立場の視点
の確認

・・・・・・・・
・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・
・・・・・・・・
・・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

地中に埋設された
・給排水管
・ガス管
・ケーブル等

地中に埋設された
・給排水管
・ガス管
・ケーブル等

ＲＣ造、ＳＲＣ造、Ｓ造等
の柱、壁、スラブ、梁、基
礎等の構造体に埋め込
まれた配管

ＲＣ造、ＳＲＣ造、Ｓ造等
の柱、壁、スラブ、梁、基
礎等の構造体に埋め込
まれた配管

対 象対 象

設 計 段 階

・・・・・・・・
・・・・・・

・・・・・・・・
・・・・・・

レ

（ 発 注 段 階 ）

施 工 段 階

確 認 方 法確 認 方 法

発 注 者発 注 者 受 注 者受 注 者チェックリストチェックリスト

○工事完成図・施工
図等の有無の確認

○現地調査の実施

○設計図書の確認 等

○工事完成図等を踏
まえた現地調査の
実施

○設計図書へ反映 等

○設計図書等への記
載の有無の確認

○入札手続時の適切
な質疑回答の確認 等

○設計図書等を踏ま
え現地調査の実施

○施工計画書の作成
・確認

○適切な近接作業の
実施と内容の報告

等

○設計図書等を踏ま
えた現地調査調整

○施工計画書の確認

○近接作業の報告
内容の確認 等

設 計 段 階
（調査職員（設計担当））

設 計 段 階
（調査職員（設計担当））

（発 注 段 階）
（発注担当課職員）

（発 注 段 階）
（発注担当課職員）

施 工 段 階
（監督職員）

（調査職員（施工担当））

施 工 段 階
（監督職員）

（調査職員（施工担当））

設 計 段 階
（設計業務受注者）

設 計 段 階
（設計業務受注者）

施 工 段 階
（工事請負者）

（工事監理業務受注者）

施 工 段 階
（工事請負者）

（工事監理業務受注者）

地下埋設物地下埋設物 躯体埋込み配管躯体埋込み配管
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地下埋設物・躯体埋込み配管等の事故防止マニュアル（営繕版） 

【業務編】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年１２月１日 

 

中部地方整備局 営繕部 

 

 

 

 

 

6－135



  

まえがき 

 

 地下埋設物・躯体埋込み配管等の近接作業における事故防止対策については、過去

幾度となく注意喚起を行い「営繕工事事故防止重点対策の実施について」において通

知されているが、最近に至っても事故が発生している状況にある。 
  
 本マニュアルは、地下埋設物・躯体埋込み配管等の近接作業を行うにあたって、技

術者が心得ていなければならない事項について、理解を容易にするために必要な解説

と関連事項を記している。 
  
 本マニュアルの内容は、「建築工事安全施工技術指針」（平成２７年１月２０日国

営整第２１６号）」・「建設工事公衆災害防止対策要綱建築工事編（令和元年９月２

日国土交通省告示第４９６号）」・「公共建築工事標準仕様書（令和４年版）」等よ

り、注意すべき事項を中心に記述している。 

  

 関係者においては、本マニュアルの内容を十分に把握して、地下埋設物・躯体埋込

み配管等の近接作業における事故防止に努められたい。 
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１．目的 

  本マニュアルは、 地下埋設物・躯体埋込み配管等の近接作業を行うにあたり、発注

者と受注者の両者が確認すべき事項を示し、事故を防止することを目的とするもので

ある。 

 

２．策定方針 

 設計業務において、発注者と受注者のそれぞれの立場から、配管等による事故防止

対策を定めるものである。 

 事故防止に当たっては、発注者と受注者の両者が、チェックリストを用い、各々の

立場で確認し、地下埋設物・躯体埋込み配管等の事故防止に努めるものとする。 

 設計段階は、調査職員と設計業務受注者の両者が、設計図書に反映させるために、

設計に先立ち地下埋設物・躯体埋込み配管等の調査を実施し、設計業務成果品を作成

する。 

  

３．適用範囲 

 本マニュアルは、中部地方整備局における設計業務に適用する。 

 

４．用語の定義 

（１）「地下埋設物」とは、施工範囲及び工事用重機など工事にともなう重量物の横

断部分又は設置部分の地中に埋設された給排水管、ガス管、ケーブルなどの配管

類をいう。ただし、地中の既設構造物及び工作物は除く。 

（２）「躯体埋込み配管」とは、鉄筋コンクリート造・鉄骨鉄筋コンクリート造及び

鉄骨造等の建築物において、柱、壁、スラブ、梁、基礎等の構造体に埋め込まれ

た給排水管、ガス管、ケーブルなどの配管類をいう。 

（３）「地下埋設物・躯体埋込み配管等」とは、「地下埋設物」「躯体埋込み配管」

その他これらに類する天井や仕上げ内等にある配管・配線類で、損傷した場合、

施設の通常業務に支障をきたすもの等をいう。 

 

５．地下埋設物・躯体埋込み配管等の準備、調査、報告作業の手順 

  ●事前準備 

・整備局担当者は、業務に先立ち、施工区域内などの工事完成図、施工図等の有 

無を確認する。 

・整備局担当者は、業務に先立ち、施工区域にある地下埋設物・躯体埋込み配管 

等について、その管理者の協力を得て、位置、規格、構造、埋設年次等を図面等 

より調査する。 

  ・受注者は、設計に先立ち、地下埋設物・躯体埋込み配管等について工事完成図 

、施工図等を確認する。 

  ●地下埋設物・躯体埋込み配管等調査の実施 
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  ・受注者は、工事完成図・施工図等を用いて現地調査時に、地下埋設物・躯体 

  埋込み配管等を確認する。 

  ・受注者は、コア抜き調査等を実施する場合は、調査職員と協議を行い､地下埋設 

物調査又は躯体埋込み配管等調査を実施する。なお、調査方法は調査職員と協議 

し決定する。 

  ●調査結果の報告 

  ・受注者は、調査結果を報告し、設計業務成果品へ反映させる。また、調査結果 

に基づき地下埋設物・躯体埋込み配管等の管理者及び関係機関と協議確認の上、 

設計業務成果品にその地下埋設物・躯体埋込み配管等の事故防止に必要な措置を 

記載する。 

・調査職員は調査結果が設計業務成果品へ適切に反映されているか確認する。 
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【作業手順フロー】 

 

 

発注者  受注者 

 

 ●事前準備 

     

     

  

  

○整備局担当者は、業務に先立ち、施工区域内

などの工事完成図施工図等の有無を確認する。

また、施工区域にある地下埋設物・躯体埋込み

配管等について、その管理者の協力を得て、位

置、規格、構造、埋設年次等を図面等より調査

する。 

    

 

 

 

○受注者は、設計に先立ち、地下埋設物・躯体

埋込み配管等について工事完成図・施工図等を

確認する。 

 

 

 

 ●地下埋設物・躯体埋込配管等調査の実施 

 

 

 

○受注者は、工事完成図・施工図等を用いて現 

地調査時に、地下埋設物・躯体埋込み配管等を

確認する。 

○受注者は、コア抜き調査等を実施する場合

は、調査職員と協議を行い､地下埋設物調査又

は躯体埋込み配管等調査を実施する。なお、調

査方法は調査職員と協議し決定する。 

  

 

 ●調査結果の報告 

 

 

 

 

○調査職員は、調査結果が設計業務成果品へ適

切に反映されているか確認する。 

 

 

 

 

 

○受注者は、調査結果に基づき地下埋設物・躯

体埋込み配管等の管理者及び関係機関と協議

確認の上、設計業務成果品にその地下埋設物・

躯体埋込み配管等の事故防止に必要な措置を

記載する。 

また、調査結果を報告し、設計業務成果品へ反

映させる。 
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６．チェックリスト 

    業務名      

    工 期             年   月   日 ～   年   月   日 

   受注者名     

 

点 検 項 目 

 

発注者 

（点検者名） 

受注者 

 （点検者名） 

点検年月日 点検年月日 

 ●事前準備 

整備局担当者は、業務に先立ち、施工区域内などの工事完成図施工図等の有

無を確認する。また、施工区域にある地下埋設物・躯体埋込み配管等につい

て、その管理者の協力を得て、位置、規格、構造、埋設年次等を図面等より

調査する。 

 

 

 

 

 

 

    .   .     

受注者は、設計に先立ち、地下埋設物・躯体埋込み配管等について工事完成

図・施工図等を確認する。 

 

 

 

 

 

.   . 

 ●地下埋設物・躯体埋込み配管等調査の実施 

受注者は、工事完成図・施工図等を用いて現地調査時に、地下埋設物・躯体

埋込み配管等を確認する。 

 

 

 

 

 

 

.   . 

受注者は、コア抜き調査等を実施する場合は、調査職員と協議を行い､地下

埋設物調査又は躯体埋込み配管等調査を実施する。 

なお、調査方法は調査職員と協議し決定する。 

 

 

 

 

 

.   . 

 ●調査結果の報告 

受注者は、調査結果を報告し、設計業務成果品へ反映させる。また、調査結

果に基づき地下埋設物・躯体埋込み配管等の管理者及び関係機関と協議確認

の上、設計業務成果品にその地下埋設物・躯体埋込み配管等の事故防止に必

要な措置を記載する。 

 

 

 

 

 

.   . 

調査職員は、調査結果が設計業務成果品へ適切に反映されているか確認す

る。 

 

 

 

 

 .   . 

（注）発注者・受注者欄には点検者名及び確認・点検日を記入する。 
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[参考資料] 

Ⅰ．特記仕様書記載例 

 

 第○条 地下埋設物・躯体埋込み配管等の調査について 

 

 １．施工範囲内の地下埋設物・躯体埋込み配管等については、貸与された資料等（既存完成図、施工図）

を確認のうえ、｢地下埋設物・躯体埋込み配管等の事故防止マニュアル（営繕版）（令和５年１２月１日）｣

（HP 参照 https://www.cbr.mlit.go.jp/eizen/hinkaku/chika.htm）をもとに、調査するものとする。 
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地下埋設物・躯体埋込み配管等の事故防止マニュアル（営繕版） 

【工事・敷地調査業務編】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年１２月１日 

 

中部地方整備局 営繕部 
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まえがき 

 

 地下埋設物・躯体埋込み配管等の近接作業における事故防止対策については、過去

幾度となく注意喚起を行い「営繕工事事故防止重点対策の実施について」において通

知されているが、最近に至っても事故が発生している状況にある。 
  
 本マニュアルは、地下埋設物・躯体埋込み配管等の近接作業を行うにあたって、現

場技術者が心得ていなければならない事項について、理解を容易にするために必要な

解説と関連事項を記している。 
  
 本マニュアルの内容は、「建築工事安全施工技術指針」（平成２７年１月２０日国

営整第２１６号）」・「建設工事公衆災害防止対策要綱建築工事編（令和元年９月２

日国土交通省告示第４９６号）」・「公共建築工事標準仕様書（令和４年版）」等よ

り、注意すべき事項を中心に記述している。 

  

 関係者においては、本マニュアルの内容を十分に把握して、地下埋設物・躯体埋込

み配管等の近接作業における事故防止に努められたい。 

 

 

 

 

※敷地調査業務については、「公共建築工事標準仕様書（令和４年版）」を「敷地調 

査共通仕様書（令和４年改定）」に、以下「施工計画書」を「業務計画書」に読み替 

えるものとする。 
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１．目的 

  本マニュアルは、 地下埋設物・躯体埋込み配管等の近接作業を行うにあたり、発注

者と受注者の両者が確認すべき事項を示し、事故を防止することを目的とするもので

ある。 

 

２．策定方針 

 工事又は敷地調査業務において、発注者と受注者のそれぞれの立場から、この配管

等による事故防止対策を定めるものである。 

 事故防止に当たっては、発注者と受注者の両者が、チェックリストを用い、各々の

立場で確認し、地下埋設物・躯体埋込み配管等の事故防止に努めるものとする。 

 施工段階は、受注者が、提供された地下埋設物・躯体埋込み配管等の情報に基づい

て事前調査を行い、内容を施工計画書に反映させ、監督職員に提出する。 

 受注者は、施工計画書に基づいて作業を実施し、作業結果を監督職員に報告する。 

 

３．適用範囲 

 本マニュアルは、中部地方整備局における工事又は敷地調査業務に適用する。 

 

４．用語の定義 

（１）「地下埋設物」とは、施工範囲及び工事用重機など工事にともなう重量物の横

断部分又は設置部分の地中に埋設された給排水管、ガス管、ケーブルなどの配管

類をいう。ただし、地中の既設構造物及び工作物は除く。 

（２）「躯体埋込み配管」とは、鉄筋コンクリート造・鉄骨鉄筋コンクリート造及び

鉄骨造等の建築物において、柱、壁、スラブ、梁、基礎等の構造体に埋め込まれ

た給排水管、ガス管、ケーブルなどの配管類をいう。 

（３）「地下埋設物・躯体埋込み配管等」とは、「地下埋設物」「躯体埋込み配管」

その他これらに類する天井や仕上げ内等にある配管・配線類で、損傷した場合、

施設の通常業務に支障をきたすもの等をいう。 

 

５．地下埋設物・躯体埋込み配管等の準備、調査、報告作業の手順 

  ●事前準備 

  ・受注者は、設計図書、貸与された資料等（既存完成図、施工図、設計時・敷地 

調査時に作成された調査報告書等）及び地下埋設物・躯体埋込み配管等の管理者 

等が保管する台帳に明示された地下埋設物・躯体埋込み配管等の位置（平面、深 

さ）について確認する。事前調査の具体的な調査方法などについて、監督職員と 

協議する。 

  ●事前調査 

  ・受注者は、事前準備での協議内容や、設計図書、貸与された資料等（既存完成 

図、施工図等）及び地下埋設物・躯体埋込み配管等の管理者等が保管する台帳の 

内容をよく確認し、地下埋設物・躯体埋込み配管等の事前調査を行う。 

  ・監督職員は、必要に応じて、事前調査に立ち会う。 

  ●施工計画書（事故防止対策）の作成 

  ・受注者は、事前調査結果を踏まえ、実際に掘削又は穿孔作業を実施する位置で 

  の地下埋設物・躯体埋込み配管等の調査方法、並びに適切な工法及び工具など 
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  を取り入れた施工計画書の事故防止対策を作成し、監督職員へ提出する。 

  ・監督職員は、受注者が作成した施工計画書の事故防止対策について確認する。 

 【地下埋設物】  

  ●地下埋設物調査の実施・報告 

  ・受注者は、施工計画書に基づいて、監督職員（敷地周辺は必要に応じ埋設物の 

管理者）に立会を求め、実際に掘削作業を実施する位置での地下埋設物調査を行 

う。試掘については監督職員の承諾を得て、細心の注意のもとで試掘等を行い、 

その地下埋設物の種類、位置（平面、深さ）、規格、構造等を原則として目視に 

より確認しなければならない。地下埋設物の管理者の保有する情報により当該項 

目の情報があらかじめ特定できる場合や、学会その他で技術的に認められた方法 

等によって地下埋設物を確認する場合には監督職員と協議する。 

・受注者は、コア抜き又はボーリング調査を実施する場合は、監督職員と協議を 

行い､地下埋設物調査を実施する。なお、調査方法は監督職員と協議し決定する。 

・受注者は、地下埋設物の確認位置には杭や旗、ペンキ、チョーク、テープ等で 

  目印を設ける。 

・監督職員は、施工計画書に基づいて、地下埋設物調査に立ち会う。 

・受注者は、地下埋設物調査の結果を速やかに監督職員に報告する。 

  ・監督職員は、地下埋設物調査の報告内容を確認する。試掘等によって地下埋設 

物を確認した場合においては、その位置（平面、深さ）や周辺地質の状況等の情 

報を、地下埋設物の管理者等に報告しなければならない。この場合、深さについ 

ては、原則として設計ＧＬからの高さによって表示するものとする。 

  ●近接作業の実施・報告 

・受注者は近接作業を行う場合には、あらかじめその地下埋設物の管理者及び関 

係機関と協議し、関係法令に従い、地下埋設物の防護方法、立会の有無、緊急時 

の連絡先及びその方法、保安上の措置の実施区分等を決定するものとする。 

・受注者は、近接作業前に再度、地下埋設物の位置などを確認し、慎重に作業を 

  行う。また、地下埋設物には位置（平面、深さ）、物件の名称、保安上の必要事 

項、管理者の連絡先等を記載した標示板を取り付ける等により明確に認識できる 

ようにする。 

  ・受注者は、必要に応じて監督職員に近接作業の初日に立会を求める。 

  ・受注者は、作業結果を監督職員に報告する。 

  ・監督職員は、必要に応じて、近接作業の初日に立ち会う。（ただし、初日以 

   降についても、必要に応じて立会う。） 

  ・監督職員は、近接作業結果の報告内容を確認する。 

  ●工事施工中における不明な地下埋設物 

  受注者は、工事施工中において、管理者の不明な地下埋設物を発見した場合、必 

要に応じて地下埋設物に関する調査を再度行い、安全を確認した後に措置しなけ 

ればならない。 

 【躯体埋込み配管等】 

  ●躯体埋込み配管等調査の実施・報告 

  ・受注者は、施工計画書に基づいて、監督職員に立会を求め、実際に穿孔作業を 

実施する位置の躯体埋込み配管等調査を行う。（躯体埋込み配管等の位置が明ら 

かな場合、監督職員と協議する。） 
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・躯体埋込み配管等の位置が不確定な場合は、監督職員の承諾を得て、非破壊検 

査を実施する。 

・受注者は、コア抜き又はボーリング調査を実施する場合は、監督職員と協議を 

行い､躯体埋込み配管等調査を実施する。なお、調査方法は監督職員と協議し決定 

する。 

・受注者は、躯体埋込み配管等の確認位置にはチョークやテープ等で目印を設け 

  る。 

・監督職員は、施工計画書に基づいて、躯体埋込み配管等調査に立ち会う。 

・受注者は、躯体埋込み配管等調査の結果を速やかに監督職員に報告する。 

  ・監督職員は、躯体埋込み配管等調査の結果の報告内容を確認する。 

  ●近接作業の実施・報告 

・受注者は近接作業を行う場合には、あらかじめ関係機関と協議し、関係法令に 

従い、躯体埋込み配管等の防護方法、立会の有無、緊急時の連絡先及びその方法、 

保安上の措置の実施区分等を決定するものとする。 

・受注者は、近接作業前に再度、躯体埋込み配管等の位置などを確認し、慎重に 

作業を行う。 

  ・受注者は、必要に応じて監督職員に近接作業の初日に立会を求める。 

  ・受注者は、作業結果を監督職員に報告する。 

  ・監督職員は、必要に応じて、近接作業の初日に立ち会う。（ただし、初日以降 

  についても、必要に応じて立会う。） 

  ・監督職員は、近接作業結果の報告内容を確認する。 

  ●工事施工中における不明な躯体埋込み配管等 

  ・受注者は、工事施工中において、管理者の不明な躯体埋込み配管等を発見した 

  場合、必要に応じて躯体埋込み配管等に関する調査を再度行い、安全を確認した 

後に措置しなければならない。 

 

※なお、監督職員の指示により監督業務の一部を工事監理業務受注者に実施させ 

  る時は、確認・報告は、工事監理業務契約図書に基づき行う。 
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【作業手順フロー】 

 

 

発注者  受注者 

 

 ●事前準備 

 

 

 

 

 

 

○受注者は、設計図書、貸与された資料等（既

存完成図、施工図、設計時・敷地調査時に作成

された調査報告書等）及び地下埋設物・躯体埋

込み配管等の管理者等が保管する台帳に明示

された地下埋設物・躯体埋込み配管等の位置

（平面、深さ）について確認する。事前調査の

具体的な調査方法などについて、監督職員と協

議する。 

                                             

 ●事前調査 

 

 

 

 

 

○監督職員は、必要に応じて、事前調査に立ち 

会う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○受注者は、事前準備での協議内容や、設計図

書、貸与された資料等（既存完成図、施工図等）

及び地下埋設物・躯体埋込み配管等の管理者等

が保管する台帳の内容をよく確認し、地下埋設

物・躯体埋込み配管等の事前調査を行う。 

     

 ●施工計画書（事故防止対策）の作成 

 

 

 

 

 

○監督職員は、受注者が作成した施工計画書の 

事故防止対策について確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○受注者は、事前調査結果を踏まえ、実際に掘 

削又は穿孔作業を実施する位置の地下埋設物 

・躯体埋込み配管等調査方法、並びに適切な 

工法及び工具などを取り入れた施工計画書の

事故防止対策を作成し、監督職員へ提出する。 

     

 ●地下埋設物・躯体埋込み配管等調査の実施 

 

 

 

 

 

 

○監督職員は、施工計画書に基づいて、地下埋

設物・躯体埋込み配管等調査に立ち会う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地下埋設物】  

○受注者は、施工計画書に基づいて、監督職員

（敷地周辺は必要に応じ埋設物管理者）に立会

を求め、実際に掘削作業を実施する位置での地

下埋設物調査を行う。試掘については監督職員

の承諾を得て、細心の注意のもとで試掘等を行

い、その地下埋設物の種類、位置（平面、深さ）、

規格、構造等を原則として目視により確認しな

ければならない。ただし、地下埋設物の管理者

の保有する情報により当該項目の情報があら

かじめ特定できる場合や、学会その他で技術的

に認められた方法等によって地下埋設物を確

認する場合には監督職員と協議する。 

【躯体埋込み配管等】 

○受注者は、施工計画書に基づいて、監督職員 

に立会を求め、実際に穿孔作業を実施する位置 

の躯体埋込み配管等調査を行う。（躯体埋込み 
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配管等の位置が明らかな場合、監督職員と協議 

する。）躯体埋込み配管等の位置が不確定の場 

合は、監督職員の承諾を得て、非破壊検査を実 

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

【地下埋設物】 

○受注者は、地下埋設物の確認位置には杭や 

旗、ペンキ、チョーク、テープ等で目印を設け 

る。 

【躯体埋込み配管等】  

○受注者は、躯体埋込み配管等の確認位置には 

チョークやテープ等で目印を設ける。 

 

 ●地下埋設物・躯体埋込み配管等調査の報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

○監督職員は、地下埋設物・躯体埋込み配管等

調査の報告内容を確認する。試掘等によって地

下埋設物・躯体埋込み配管等を確認した場合に

おいては、その位置（平面、深さ）や周辺地質

の状況等の情報を、その管理者等に報告しなけ

ればならない。この場合、深さについては、原

則として設計ＧＬからの高さによって表示する

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地下埋設物】 

○受注者は、地下埋設物調査の結果を速やかに 

監督職員に報告する。 

 

【躯体埋込み配管等】 

○受注者は、躯体埋込み配管等調査の結果を速 

やかに監督職員に報告する。 

 

     

 ● 近接作業の実施・報告 

 

 

 

 

 

 

 

○監督職員は、必要に応じて、近接作業の初日 

に立ち会う。（ただし、初日以降についても、 

必要に応じて、立会う。） 

○監督職員は、近接作業結果の報告内容を確認 

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地下埋設物】 

○受注者は近接作業を行う場合には、あらかじ

めその地下埋設物の管理者及び関係機関と協

議し、関係法令に従い、地下埋設物の防護方法、

立合の有無、緊急時の連絡先及びその方法、保

安上の措置の実施区分等を決定するものとす

る。 

○受注者は、近接作業前に再度、地下埋設物の

位置などを確認し、慎重に作業を行う。また、

地下埋設物には位置（平面、深さ）、物件の名

称、保安上の必要事項、管理者の連絡先等を記

載した標示板を取り付ける等により明確に認

識できるようにする。 

○受注者は、必要に応じて監督職員に近接作業 

の初日に立会を求める。 

○受注者は、作業結果を監督職員に報告する。 

【躯体埋込み配管等】 

○受注者は近接作業を行う場合には、あらかじ

め関係機関と協議し、関係法令に従い、躯体埋

込み配管等の防護方法、立会の有無、緊急時の

連絡先及びその方法、保安上の措置の実施区分

等を決定するものとする。 
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○受注者は、近接作業前に再度、躯体埋込み配

管等の位置などを確認し、慎重に作業を行う。 

○受注者は、必要に応じて監督職員に近接作業 

の初日に立会を求める。 

○受注者は、作業結果を監督職員に報告する。 

 

● 工事施工中における不明な地下埋設物・躯体埋込み配管等 

 

 

 

     

 

○受注者は、工事施工中において、管理者の不

明な地下埋設物・躯体埋込み配管等を発見した

場合、必要に応じて地下埋設物・躯体埋込み配

管等に関する調査を再度行い、安全を確認した

後に措置を行う。 

  

 

※なお、監督職員の指示により監督職員業務の一部を工事監理業務受注者に実施させる事が出来る。 
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６．チェックリスト 

工事名  

工 期         年   月   日 ～   年   月   日 

受注者名  

 

点 検 項 目 

 

発注者 

（点検者名） 

受注者 

（点検者名） 

点検年月日  点検年月日 

 ●事前準備 

受注者は、設計図書、貸与された資料等（既存完成図、施工図、設計時・敷地

調査時に作成された調査報告書等）及び地下埋設物・躯体埋込み配管等の管理

者等が保管する台帳に明示された地下埋設物・躯体埋込み配管等の位置（平面、

深さ）について確認する。事前調査の具体的な調査方法などについて、監督職

員と協議する。 

 

 

 

 

 

 

 

    .   . 

 ●事前調査の実施 

受注者は、事前準備での協議内容や、設計図書、貸与された資料等（既存完成 

図、施工図等）及び地下埋設物・躯体埋込み配管等の管理者等が保管する台帳

の内容をよく確認し、地下埋設物・躯体埋込み配管等の事前調査を行う。 

 

 

 

 

 

    .   . 

監督職員は、必要に応じて事前調査に立ち会う。 

 

 

 

 

 

    .   . 

 ●施工計画書（事故防止対策）の作成 

受注者は、事前調査結果を踏まえ、実際に掘削又は穿孔作業を実施する位置で

の地下埋設物・躯体埋込み配管等調査方法、並びに適切な工法及び工具などを

取り入れた施工計画書の事故防止対策を作成し、監督職員へ提出する。 

 

 

 

 

 

    .   . 

監督職員は、受注者が作成した施工計画書の事故防止対策について確認する。 

 

 

 

 

 

    .   . 

【地下埋設物】 

●地下埋設物調査の実施及び報告 

受注者は、施工計画書に基づいて、監督職員（敷地周辺は必要に応じ埋設物管

理者）に立会を求め、実際に掘削作業を実施する位置での地下埋設物調査を行

う。試掘については監督職員の承諾を得て、細心の注意のもとで試掘等を行い、

その地下埋設物の種類、位置（平面、深さ）、規格、構造等を原則として目視

により確認しなければならない。ただし、地下埋設物の管理者の保有する情報

により当該項目の情報があらかじめ特定できる場合や、学会その他で技術的に

認められた方法等によって地下埋設物を確認する場合には監督職員と協議す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    .   . 

受注者は、地下埋設物の確認位置には杭や旗、ペンキ、チョーク、テープ等で

目印を設ける。 

 

 

 

 

    .   . 

監督職員は、施工計画書に基づいて、地下埋設物調査に立ち会う。 

 

  

 

    .   . 

受注者は、地下埋設物調査の結果を速やかに監督職員に報告する。 

 

 

 

 

 

    .   . 

監督職員は、地下埋設物調査の報告内容を確認する。試掘等によって地下埋設   
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物を確認した場合においては、その位置（平面、深さ）や周辺地質の状況等の

情報を、地下埋設物の管理者等に報告しなければならない。この場合、深さに

ついては、原則として設計ＧＬからの高さによって表示するものとする。 

 

 

 

    .   . 

●近接作業の実施及び報告 

受注者は近接作業を行う場合には、あらかじめその地下埋設物の管理者及び関

係機関と協議し、関係法令に従い、地下埋設物の防護方法、立会の有無、緊急

時の連絡先及びその方法、保安上の措置の実施区分等を決定するものとする。

また、受注者は、近接作業前に再度、地下埋設物の位置などを確認し、慎重に

作業を行う。地下埋設物には位置（平面、深さ）、物件の名称、保安上の必要

事項、管理者の連絡先等を記載した標示板を取り付ける等により明確に認識で

きるようにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    .   . 

受注者は、必要に応じて監督職員に近接作業の初日に立会を求める。 

 

 

 

 

 

    .   . 

受注者は、作業結果を監督職員に報告する。 

 

 

 

 

 

    .   . 

監督職員は、必要に応じて近接作業の初日に立ち会う。（ただし、初日以降に

ついても必要に応じて立会う。） 

 

 

 

 

    .   . 

監督職員は、近接作業結果の報告内容を確認する。 

 

 

 

 

 

    .   . 

●工事施工中における不明な地下埋設物 

受注者は、工事施工中において、管理者の不明な地下埋設物を発見した場合、

必要に応じて地下埋設物に関する調査を再度行い、安全を確認した後に措置を

行う。 

 

 

 

 

    .   . 

【躯体埋込み配管等】 

●躯体埋込み配管等調査の実施及び報告 

受注者は、施工計画書に基づいて、監督職員に立会を求め、実際に穿孔作業を

実施する位置の躯体埋込み配管等調査を行う。（躯体埋込み配管等の位置が明

らかな場合は、監督職員と協議する。）躯体埋込み配管等の位置が不確定な場

合は、監督職員の承諾を得て非破壊検査を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

    .   . 

受注者は、躯体埋込み配管等の確認位置には、チョークやテープ等で目印を設

ける。 

 

 

 

 

    .   . 

監督職員は、施工計画書に基づいて、地下埋設物調査に立ち会う。 

 

  

 

  .   . 

受注者は、躯体埋込み配管等調査の結果を速やかに監督職員に報告する。 

 

 

 

 

 

    .   . 

監督職員は、躯体埋込み配管等調査の報告内容を確認する。 

 

 

 

 

 

    .   . 

●近接作業の実施及び報告 

受注者は近接作業を行う場合には、あらかじめその関係機関と協議し、関係法   
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令に従い、躯体埋込み配管等の防護方法、立会の有無、緊急時の連絡先及びそ

の方法、保安上の措置の実施区分等を決定するものとする。また、受注者は、

近接作業前に再度、地下埋設物の位置などを確認し、慎重に作業を行う。 

 

 

 

 

 

    .   . 

受注者は、必要に応じて監督職員に近接作業の初日に立会を求める。 

 

 

 

 

 

    .   . 

受注者は、作業結果を監督職員に報告する。 

 

 

 

 

 

    .   . 

監督職員は、必要に応じて近接作業の初日に立会う。（ただし、初日以降につ

いても必要に応じて立会う。） 

 

 

 

    .   . 

監督職員は、近接作業結果の報告内容を確認する。 

 

 

 

 

 

    .   . 

●工事施工中における不明な躯体埋込み配管等 

受注者は、工事施工中において、管理者の不明な躯体埋込み配管等を発見した

場合、必要に応じて躯体埋込み配管等に関する調査を再度行い、安全を確認し

た後に措置を行う。 

 

 

 

 

    .   . 

（注）・発注者・受注者欄には点検者名及び確認・点検日を記入する。 

      ・監督職員の指示により監督職員業務の一部を工事監理業務受注者に実施させる事が出来る。 
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[参考資料] 

Ⅰ．追加特記仕様書記載例 

 

 第○条 地下埋設物・躯体埋込み配管等の確認 

 

１．施工区域内の地下埋設物・躯体埋込み配管等については、設計図書及び貸与された資料等（既存完成

図、施工図等）を確認のうえ、｢地下埋設物・躯体埋込み配管等の事故防止マニュアル（営繕版）（令和５

年１２月１日）｣（HP 参照 https://www.cbr.mlit.go.jp/eizen/hinkaku/chika.htm）をもとに、現地で確認

するものとする。 
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Ⅱ．事故事例 

  ①〔天井ころがし配線の切断〕 

  事 故 概 要：廊下の天井ボード開口時に、天井内ころがし配線されていた配線設備を切断してしま

い、庁舎の警備システムが作動しなくなった。 

 

事 故 原 因：天井の開口作業を行う前の調査が行われていなかった。 

 

改 善 対 策 等：配線設備は、完成図や施工図に反映されないため、天井の開口作業においても、事前

に入居官署から、配線図や工事履歴等の資料を入手し、必要に応じて、施工部位付近

の照明器具を取り外し、天井内を目視確認する。 

 

  ②〔地中埋設給水配管の切断〕 

  事 故 概 要：舗装工事の際、地中に埋設された既設の給水配管をバックホウのツメで引っかけて破 

損し漏水させた。 

 

事 故 原 因：事前に路床すき取り作業を上層５００ｍｍ程度行った際、埋設配管表示テープを撤去 

してしまい、正確な位置が不明となってしまった。 

 

改 善 対 策 等：路床すき取り作業時に埋設表示テープを撤去した時点で、代替えとなる杭や旗、ペン

キ等で目印を設けることで、正確な位置が確認できるよう復旧する。 

 

③〔土間コンクリート撤去時に、配管吊り金物に気付かず配管を切断〕 

  事 故 概 要：庁舎玄関のエントランス土間コンクリートのはつり作業の際に、小割作業が十分でな 

いまま、コンクリート塊をバックホウにて持ち上げたため、給水管及びガス管の下が 

り止め金物が打ち込んであるのに気付かず、同給水管及びガス管を損傷した。 

 

事 故 原 因：土間コンクリート版内に配管の下がりを防ぐ止め金物が打ち込んであることを見落と

した。 

監理技術者から現場作業員に埋設配管がある部分については小割りするよう指示し

たにもかかわらず、現場作業員が小割りせずに大割りしたままコンクリート塊をバッ

クホウで持ち上げた。 

 

改 善 対 策 等： 沈下防止のため、建物廻りなどの浅い埋め込みの配管等は土間コン等から配管を吊り 

金物で吊っているケースがあることを想定し、試掘について、複数箇所を実施するこ 

とが望ましい。盛り土などの場合は特に注意する。 

 

④〔思い込みにより配線を断線〕 

事 故 概 要：建物解体作業時に重機がマンホールに乗り上げて、マンホールの一部を破損させてし

またので、マンホールの養生を行い蓋を載せて作業を再開したが、再び重機がマンホ

ールに乗り上げ、蓋と養生材をマンホール内に落下させて、別の建物へのケーブルを

破損させた。 

 

事 故 原 因：マンホールが解体建物のすぐ前に設置されており、既存図面に記載がされていなかっ 

たので、解体建物に接続されている配管路であり不要なものと思い込んでしまった。 

 

改 善 対 策 等：現場で不明な状況が見受けられたら、思い込みによる判断で作業を継続しないで、調 

査及び確認を確実に実施し、施設管理者・監督職員と協議してから作業を再開させる。 
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Ⅲ.建設工事公衆災害防止対策要綱の解説（令和元年９月） 

（建築工事編） 

第２章 一般事項 

第 26 埋設物の事前確認  

第 27 埋設物の保安維持等 

  

第 26 埋設物の事前確認  

１ 発注者は、作業場、工事用の通路及び作業場に近接した地域にある埋設物について、埋設物の管理者の

協力を得て、位置、規格、構造及び埋設年次を調査し、その結果に基づき埋設物の管理者及び関係機関と協

議確認の上、設計図書にその埋設物の保安に必要な措置を記載して施工者に明示するよう努めなければなら

ない。  

２ 発注者又は施工者は、建築工事等を施工しようとするときは、施工に先立ち、埋設物の管理者等が保管

する台帳と設計図面を照らし合わせて、位置（平面・深さ）を確認した上で、細心の注意のもとで試掘等を

行い、その埋設物の種類、位置（平面・深さ）、規格、構造等を原則として目視により確認しなければなら

ない。ただし、埋設物管理者の保有する情報により当該項目の情報があらかじめ特定できる場合や、学会そ

の他で技術的に認められた方法及び基準に基づく探査によって確認した場合はこの限りではない。  

３ 発注者又は施工者は、試掘等によって埋設物を確認した場合においては、その位置（平 面・深さ）や周

辺地質の状況等の情報を、埋設物の管理者等に報告しなければならない。この場合、深さについては、原則

として標高によって表示しておくものとする。  

４ 施工者は、工事施工中において、管理者の不明な埋設物を発見した場合、必要に応じて専門家の立ち会

いを求め埋設物に関する調査を再度行い、安全を確認した後に措置しなければならない。 

 

 １ 近年の公衆災害では、「架空線等の損傷」とともに「埋設物等の損傷」による物損災害が多発しており、

「架空線等の損傷」とあわせて、工事事故防止の重点的安全対策として取り上げられることも多い。その要

因として「安全管理が不十分」「事前調査の不足」「図面・台帳との相違」などがあげられている。設計・

調査・施工の各段階での対応が求められるが、施工段階では、 

① 事前調査と試掘の実施  

② 目印表示と作業員への周知  

などが、工事事故防止の重点的安全対策としてとられることが多い。 

発注者は、特に掘削作業を伴う工事を実施する場合、工事に直接間接に関連する地域の埋設物について、

埋設物の管理者の協力を得て実態調査を行い、その結果に基づき、当該 埋設物の保安に必要な措置を埋設

物の管理者、所轄警察署長等関係機関と協議し、具体的な方法を契約図書に記載して施工者に明示するよう

努めなければならない。  

埋設物の事前調査が十分行われず、試掘によりその工事施工方法が大きく変更される場合も多くみられ、

結果として、工事の進捗が遅れ、この遅れを取り戻すため、工事を急ぐあまり埋設物事故を発生させること

にもなりかねない。このように埋設物の事前調査は非常に重要であり、かつ時間がかかるものであることか

ら、工事発注前に十分な調査を行う必要がある。  

特に、工事用の通路及び近接した地域を含めたのは、工事に伴う振動、地盤沈下の影響 を考慮したこと

と、山留めの崩壊により近接地域の埋設物を破壊する等の被害を及ぼすおそれがあることを考慮したためで

ある。  

工事によって埋設物に影響を及ぼすおそれがある場合には、その管理者及び関係機関と 事前に協議し、

保安に関して一定の事項を定めておくことはもちろんである。特に昭和 45 年の大阪ガス爆発事故以後、「ガ

ス事業法」における保安に関する技術基準の整備、「道路法」における道路上の工事に関する施行令の改正

等によって、ガス導管に関する掘削工事にかかわる保安について、技術的基準と保安上の措置の責任区分が

定められている。 

 発注者は、ガス導管のみならず埋設物の位置、規格、構造及び埋設年次を調査するとともに、これら関

係法令に準拠して、保安上の措置を明確にし、施工者に示すことは当然の義務と言わなければならない。 
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 なお、事故を起こした場合に広い範囲にわたって多数の人びとに危害、迷惑が及ぶ可能性のある埋設物、

あるいは埋設年次が古く老朽化が甚だしいと予想される埋設物があり、それらに工事の影響が及ぶことが想

定される場合は、設計に先立って試掘等によりその状況を確認するとともに、その管理者と協議して、必要

な場合には仮移設するなどの慎重な処置をとることが望ましい。 

 また、事前調査で十分に埋設物の位置、構造、埋設年次などが把握できないものについては、工事のあ

る段階で調査し、実態が判明次第適切な保安措置を講ずる必要がある。この場合の調査及び保安措置にかか

る費用負担については、発注者、施工者間の契約図書に 明記するとともに、これに基づいて適切に設計変

更等を行わなければならない。 

 埋設物の管理者は、自己の財産を守り、利用者の迷惑を防ぐため、積極的に協力することが望まれる。 

２ 発注者は、建築工事等を発注する場合には、事前調査を行い、その結果を契約図書に明示するものとす

るが、発注者又は施工者は施工の前に埋設物管理者等が保管する台帳と設計図書等を照合しなければならな

い。 

更に施工者は、埋設物の存在が想定された場合は、照合により確認した内容に基づいて試掘等を行い、その

埋設物の種類、位置（平面・深さ）、規格、構造等を原則として目視により確認した上で施工しなければな

らない。これは、埋設物の管理者又は道路管理者等が保管する台帳等が不明確であったり、埋設物の存在そ

のものが必ずしも明確でなかったり、また、事前調査のための試掘等が不十分な場合などがあるからである。

工事を行う場合は 工事のはじめに埋設物の管理者の立会を求めて試掘等を行い、その埋設物の位置等を確

認 しなければならない。これは前述のとおり、「埋設物等の損傷」の大きな要因の一つとして「図面・台

帳との相違」があるためである。 

 試掘工事は、埋設物によっては、試掘中の保全措置や一般交通への保安対策等が必要になることが多いこ

とから、原則として１つの独立した工事として取り扱うべきである。この場合、発注者は、試掘位置、箇所

のほか、具体的な施工方法等を契約図書に記載して施工者に明示しなければならない。ただし、他の事情等

から埋設物位置があらかじめ確認できる場合等で、その建築工事等によって埋設物に触れるおそれのない工

事にあっては、その埋設物の管理者と協議の上、試掘確認を行わなくてもさしつかえない。 

 なお、埋設物の確認方法としては、探針棒による方法、レーダー探査による方法など間接的な確認方法、

試掘し埋設物を目視により確認する直接的な方法とに分類されるが、埋設物の継手状況、腐食状況、管種、

条数を確実に把握するためには目視による確認が必要 である。ただし、レーダー等による探査については、

近年、施工技術の開発が進んでいることから、学会その他で技術的に認められた方法及び基準に基づく探査

によって確認した場合はこの限りではない。また、試掘の掘削深さが 1.5 メートルを超える場合には第 46 

（掘削方法の選定等）に従って山留めを施すものとする。 

 ３ 試掘等によって確認された埋設物の位置等については、道路管理者等に報告するとともに、埋設物の管

理者の台帳等に記載することによって埋設物の設置状況を把握し、以後の掘削工事等に役立てていくことが

大切である。また、埋設物の深さについては、将来の地表面の沈下や盤下げ等による地表面状況の変化に対

応できるよう、地表面からの深度とともに原則として標高で管理するものとする。 

 ４ 施工者は、工事施工中に試掘等によって分からなかった埋設物を発見した場合は、必要に応じて専門家

の立ち会いを求めその状況を調査するとともに、安全を確認した後に工 事を再開しなければならない。 

 ５ なお、労働災害防止の観点から、ガス工作物等を設けている者は、当該工作物の所在する場所又はその

附近で工事その他の仕事を行なう事業者から、当該工作物による労働災害の発生を防止するためにとるべき

措置についての教示を求められたときは、これを教示しなければならないとされている（労働安全衛生法第 

102 条）。 

 

 第 27 埋設物の保安維持等 

 １ 発注者又は施工者は、埋設物に近接して建築工事等を施工する場合には、あらかじめその埋設物の管理

者及び関係機関と協議し、関係法令等に従い、埋設物の防護方法、立会の有無、緊急時の連絡先及びその方

法、保安上の措置の実施区分等を決定するものとする。 

 また、埋設物の位置（平面・深さ）、物件の名称、保安上の必要事項、管理者の連絡先等を記載した標示

板を取り付ける等により明確に認識できるように工夫するとともに、工事関係者に確実に伝達しなけれ し

なければならない。 

 発注者は埋設物に近接して建築工事等を行う場合はもとより、作業場内で埋設物の周辺を掘削して埋設物

6－158



 - 14 - 

を露出させることとなる場合には、この項で述べる保安上の措置をとらなければならない。また、その措置

を行うよう指示を受けた施工者は、埋設物の保安に関して、あらかじめ埋設物管理者、所轄警察署長等と協

議して、「道路法施行令」第 15 条(道 路の復旧の方法に関する基準)等に準拠し、また、特にガス導管に

関しては、「道路法施行令」のほかに「ガス事業法」第 21 条第１項の規定に基づく「ガス工作物の技術上

の基準 を定める省令（平成 12 年通商産業省令第 111 号）」第 54 条、第 55 条、「ガス工作物の技 術

上の基準の細目（平成 12 年通商産業省告示第 355 号）」第 9～第 178 条に準拠して、工事施工上の各段

階における保安上必要な措置、埋設物の防護方法、立会の有無、緊急時の通報方法、連絡先、保安上の措置

の実施区分等を決定しなければならない。 

 なお、これらの措置については、「ガス爆発事故防止に関する措置について（昭和 45 年 建設省計建発第 

88 号）」の中で示されている緊急通報体制要領及び「道路掘削工事に起因するガス爆発事故防止について

（昭和 45 年建設省計建発第 47 号）」の中で示されているガス爆発防止に関する措置についても考慮しな

ければならない。 

 施工者は、埋設物に位置（平面・深さ）、物件の名称、保安上の必要事項及び埋設物の管理者の連絡先を

記載した標示板を取り付ける等により明確に認識できるように工夫するとともに、工事関係者に対し確実に

伝達することにより、埋設物に異常が生じた場合にも 速やかに連絡がとれ、公衆災害を生じさせないよう

な措置を講じておかなければならない。 

 特に、ガス導管については、万一破損したときの危険性が大きいため、法令等に規定された方法で、法令

等に定められた責任区分に従って、協議決定されたとおり防護するとともに、維持のための点検を行い、工

事中の損傷及びこれによる公衆災害の防止に万全を期さなければならない。 
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６－10 静岡県地下埋設物の事故防止マニュアル（参考）  

 

適用対象：交通基盤部（建築、設備除く）が発注する「建設工事」及び地下埋設物に

配慮する必要のある「業務委託」（設計業務、地質調査等） 

 

 

静岡県 地下埋設物の事故防止マニュアル 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年１１月 

 

静岡県交通基盤部 
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まえがき 
 

静岡県交通基盤部では建設工事の事故防止を図るため、 

① 建設工事の安全対策に関する意識啓発及び技術向上 

② 建設工事現場における安全対策の点検及び指導 

③ 建設工事事故の再発防止の検討と周知 

を３本柱の基本としつつ、平成 30 年 8 月には「工事事故防止行動計画」を策定

し、安全対策の効果を検証しながらＰＤＣＡサイクルを構築し、受発注者の安全

意識の更なる醸成に取り組んでいるところです。 

 建設工事の事故件数は、ピーク時（平成 29 年度）に比べて減少傾向にあるも

のの、依然として発生し続けております。 

 事故の内訳をみると公衆災害の物損事故が多数（約８割）を占め、このうちの

約半分が「水道管等の地下埋設物」などの物損事故が占めています。 

 このことから、地下埋設物の損傷事故を防止して工事事故全体数の減少につ

なげるため、この度「建設工事公衆災害防止対策要綱」及び「土木工事安全施工

技術指針」に基づき「静岡県地下埋設物の事故防止マニュアル」を策定すること

といたしました。 

ハインリッヒの法則では１件の「重大事故」の背景には、29 件の「軽傷事故」、

300 件の「ヒヤリハット」があるといわれています。 

 本マニュアルを活用して、日頃の「ヒヤリハット」を察知するとともに、ＫＹ

活動等に反映して工事事故防止に努めていただきますようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     【ハインリッヒの法則 １：29：300】 

 

 

 

 

1 件 
重大事故 

29 件 
軽傷事故 

300 件 
ヒヤリハット 

ｃｕｔ 改善 

土台を削って

ヤマを小さく 

～小さな事象を見逃すと大きくなって返ってくる！～ 
〇重大事故をなくすことは極めて重要です。しかし、重大事故のみに着目するだけでは
不十分です。 
〇「小さな事故」や「ヒヤリハット」に目を向けて改善・削減することで重大事故を未
然に防ぎましょう。 

 

【あなたが気付けば工事事故が減る】 

水道管の破損事故でよく聞く話で
すが、「本管でなく横引き管の破損
（漏水）事故だよ！こんな細い管
を 壊 し た く ら い で 厳 し す ぎ る
よ！」このようなことをいってい
るところは、２度、３度同様の事故
を起こしたり、もっと大きな工事
事故を起こす傾向にあります。 
 小さな事故に目を向け、しっか
り再発防止策を！ 
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１．目的 

  本マニュアルは、地下埋設物の近接作業を行うにあたり、発注者と受注者の

両者が確認すべき事項を示すとともに、設計及び工事の各段階において現地

調査を十分に実施し、埋設物管理者に確認や立会の協力を求め、現場条件や作

業条件に応じた安全対策や保安対策を講じて、それを工事関係者に周知徹底

することで、地下埋設物の損傷事故防止を図ることを目的とするものである。

  なお、本マニュアルは「建設工事公衆災害防止対策要綱（令和元年９月 国

土交通省大臣官房技術調査課、土地・建設産業局建設業課）」及び「土木工事

安全施工技術指針（令和２年 10 月 国土交通省中部地方整備局企画部）」を

参考として取りまとめている。 

 

 

２．本マニュアルの適用にあたって 

  本マニュアルでは、地下埋設物に対する安全対策や保安対策の実施内容を

解説しているものであり、事故防止を達成するためには個々の現場における

工事関係者（発注者、受注者、埋設物管理者）が相互に連携して十分注意する

ことが必要なのは言うまでもない。このため、本主旨を理解し適正に運用され

るようお願いする。 
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３．地下埋設物の事故防止対策実施フロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊1：埋設物件確認書は様式 1参照 

 ただし、維持工事は、発注者が様式１の「埋設物件及び埋設物 

管理者」欄の情報を占用システム等から記載すること。 

＊2：施工段階における点検項目は「6.ﾁｪｯｸﾘｽﾄ（受注者用）」 

(注)：発注者における点検項目のタイミングは、「5.ﾁｪｯｸﾘｽﾄ（発注者用）」 

の「ﾁｪｯｸのﾀｲﾐﾝｸﾞ」欄を参考とすること。 

 

(1)設計 
  段階 

1)埋設物件が有る場合
は、「履行条件明示事項」
に情報を記載し、「埋設
物件確認書*1」を設計図
書に添付する。 

2)必要に応じて、地下埋設
物の調査を実施し設計に
反映 

3)既設埋設物件の処置
方法を埋設物管理者
と協議 

協議 

4)調査及び協議結果の
設計業務成果物への
反映を確認 

発注者 
埋設物管理者 受注者 

（コンサルタンツ等） 

(2)発注 
  段階 

5)「施工条件明示事項」
に「埋設物件確認書」
の有無を明示すると
ともに、「有り」の場合
は、「埋設物件及び埋
設物管理者」欄に記載
のある埋設物件確認
書を設計図書に添付
する。 

6)工事現場において影響
する地下埋設物の現地
調査（種類、位置、管理
者）を実施し、その取り
扱い方法について施工
計画書に明示

6)調査結果の報告を受
ける

(3)施工 
  段階 

(業務委託) 

(工事) 

(工事) 

7)埋設物管理者及び監督
員（及び必要に応じ河
川又は道路管理者）に
協力（必要に応じて立
会）を求めて埋設物の
確認を行う

8)埋設物管理者が不要と
判断した場合を除き、
埋設物管理者及び監督
員（及び必要に応じ河
川又は道路管理者）に
協力（必要に応じて立
会）を求めて試掘を実
施

9)埋設物の位置が不確実
な箇所は人力による施
工器具又は手掘りで試
掘する

10)埋設物に近接して掘
削、埋戻し、路面復旧等
を行う場合は、埋設物
の保護・補強等につい
て、埋設物管理者と協
議し、埋設物の保安措
置を講じる

必 要 に
応 じ て
立 会 

必 要 に 
応 じ て 
立 会 

7)協力（必要に応じて
立会）して埋設物を
確認

8) 試掘に協力（必要 
9)に応じ立会）し、作業
を指導

協議 

4)調査及び協議結果を業
務成果物に反映（埋設物
件確認書の「埋設物件及
び埋設物管理者」欄の記
載） 

11)施工段階における
点検項目＊2 実施結果
の報告を受ける

受注者 
（施工会社） 発注者 埋設物管理者 
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４．事故防止のための作業手順等 

 (1) 設計段階 

  1) 設計における条件の明示 

発注者は、自ら設計箇所において影響する地下埋設物について、占用台帳（占用許 

   可申請書、協議書）、道路又は河川の占用物件台帳（台帳図・管理図に占用物件を図示 

したもの）、占用システム等を事前確認し、その結果に基づいて、埋設物が有る場合は、 

履行条件明示事項に埋設物件情報記載し、「埋設物件確認書」を設計図書に添付する。 

また、必要に応じて現地確認を実施する。 

 

  2)設計への反映 

 

 

 

  ＜参考＞地下埋設物の種類と調査のポイント 

地下埋設物の種類 所 有 者 調査のポイント 

（位置の確認のほか 以下の項目も調査） 

ガス ガス事業者 ガス区分（液状化天然ガス等）も調査 

上水道 水道事業者 水圧管の種類も調査 

下水道 市町村下水道担当課 幹線・枝線・分流式合流式区分も調査 

電力 電力会社 送電電圧と種類も調査 

通信ケーブル 通信事業者 ＮＴＴ以外のケーブル埋設物も調査 

    ＊その他：各戸引込管、工業用水管、農業用水管など 

 

  3)処置方法の協議 

 

 

 

 

 

 

 

  4)業務委託成果品として確認 

 

 

 

 

 

 

 受注者においても、地下埋設物について現地調査を行い、必要に応じて埋設物件平

面図等を作成して、発注者へ報告するとともに成果品に反映させる。 

 発注者は、設計において影響する地下埋設物について、その管理者と移設、敷設替

え、防護等の処置方法を協議する。 

 受注者は、調査及び協議結果を業務委託成果品に反映させるとともに、様式１「埋

設物件確認書」の埋設物件及び埋設物管理者欄の項目を調査し記載する。また、発注

者は、業務委託成果品へ反映されているか、その内容を確認する。 

[建設工事公衆災害防止対策要綱 第 42 埋設物の事前確認 第１項］ 

１ 発注者は、作業場、工事用の通路及び作業場に近接した地域にある埋設物について、埋設物の管理者の 
協力を得て、位置、規格、構造及び埋設年次を調査し、その結果に基づき埋設物の管理者及び関係機関と 
協議確認の上、設計図書にその埋設物の保安に必要な措置を記載して施工者に明示するよう努めなければ 

ならない。 
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 (2)工事発注段階 

  5)施工条件の明示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3)施工段階 

  6)現地調査等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  7)埋設物管理者の協力（必要に応じて立会）を得て確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊3立会：「埋設物の情報があらかじめ特定できる」場合や物理探査による確認を余儀なくされる場合以外は 

「立会」を求めることを基本とする。 

 

 

 

 

 

 発注者は、業務委託成果品等から工事現場において影響する地下埋設物について、

契約図書の図面等（設計業務委託等で作成した図面等）に地下埋設物の情報と施工上

の注意点を明示するとともに、埋設物件及び埋設物管理者欄の項目が記載されてい

る様式１「埋設物件確認書」を受注者へ資料提供する。 

 ただし、調査設計等業務委託を行わない維持工事は、発注者が占用システム等から

埋設物件及び埋設物管理者欄を記載し、様式１「埋設物件確認書」を受注者へ資料提

供する。 

 受注者は、施工に先立ち工事現場における地下埋設物について現地調査を実施し、

種類、位置（場所、深さ等）を埋設物管理者に確認するとともに、発注者から提供さ

れた様式１「埋設物件確認書」の空欄部に調査内容を追記し、監督員に報告する。ま

た、その取扱い方法について施工計画書に明示する。 

 受注者は、埋設状況が明らかである場合を除き、埋設物管理者及び監督員（及び必

要に応じ道路又は河川管理者）に協力（必要に応じて立会＊3）を求め、埋設物の確認

を行う。また、工事関係者に埋設位置を周知するため、確認位置には杭や旗、ペンキ

等で目印を付けることとする。 

[土木工事安全施工技術指針 第３章第１節 地下埋設物一般］ 
 1. 工事内容の把握 

（1）埋設物が予想される場所で工事を施工しようとするときは，設計図書における地下埋設物に関する条件 
明示内容を把握すること。 

（2）設計図書に記載がない場合でも，道路敷内で掘削を行う工事があるときには，道路管理者，最寄りの 

埋  設物管理者に出向き，道路台帳，埋設物台帳等により埋設物の有無の確認を行うこと。 

［建設工事公衆災害防止対策要綱 第 42 埋設物の事前確認 第２項］ 
２ 発注者又は施工者は、土木工事を施工しようとするときは、施工に先立ち、埋設物の管理者等が保管する 

台帳と設計図面を照らし合わせて位置（平面・深さ）を確認した上で、細心の注意のもとで試掘等を行い、 

その埋設物の種類、位置（平面・深さ）、規格、構造等を原則として目視により確認しなければならない。 
ただし、埋設物管理者の保有する情報により当該項目の情報があらかじめ特定できる場合や、学会その他

で技術的に認められた方法及び基準に基づく探査によって確認した場合はこの限りではない。 
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8)試掘等の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ＊4 埋設物責任者：現場の主任技術者又は監理技術者が兼任する。 

 

9)試掘の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10)近接施工時の施工管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 受注者（必ず埋設物責任者＊4 を含む）は、埋設位置が明らかで埋設物管理者が試

掘は不要と判断した場合を除き、埋設物管理者及び監督員（及び必要に応じて河川又

は道路管理者）の協力（必要に応じて立会）を得て、適正な位置を協議のうえ決定し、

試掘を行う。 

 試掘の結果、埋設物の位置が不明の場合は、調査範囲の見直しを含めて再度位置の

確認を行う。 

 また、試掘調査が困難な場合は、「９.地下埋設物調査方法の選定フロー」(P.15)に

より物理探査等について、検討する。 

 受注者は、地下埋設物の位置が不確実と判断される箇所及び地下埋設物に近接し

たと想定又は判断される箇所では、人力による施工器具又は手掘りで試掘するなど、

地下埋設物の損傷がないよう留意する。 

 受注者は、埋設物に近接して掘削、埋戻し、路面復旧等を行う場合は、必要に応じ

て埋設物の防護・補強等について、あらかじめ埋設物管理者と協議し、埋設物の保安

に必要な措置を講じる。 

［土木工事安全施工技術指針 第３章第１節 地下埋設物一般］ 

 2. 事前確認 
（1）埋設物が予想される場所で施工するときは，施工に先立ち，台帳と照らし合わせて位置(平面・深さ)を 

確認した上で細心の注意のもとで試掘を行い，その埋設物の種類，位置（平面・深さ），規格，構造等を 

原則として目視により，確認すること。 

［建設工事公衆災害防止対策要綱 第 43 布堀り及びつぼ堀り］ 
１ 施工者は、道路上において土木工事のために杭、矢板等を打設し、又は穿(せん）孔等を行う必要がある 

場合においては、学会その他で技術的に認められた方法及び基準に基づく探査によって確認した場合など、 
埋設物のないことがあらかじめ明確である場合を除き、埋設物の予想される位置を深さ２メートル程度ま 
で試掘を行い、埋設物の存在が確認されたときは、布掘り又はつぼ掘りを行ってこれを露出させなければな 

らない。 

[土木工事安全施工技術指針 第３章第１節 地下埋設物一般］ 
 4. 現場管理 

（1）掘削断面内に移設できない地下埋設物がある場合は，試掘段階から本体工事の埋戻・路面復旧の段階 
までの間，適切に埋設物を防護し，維持管理すること。 

（2）埋戻・路面復旧時には，地下埋設物の位置，内容等の留意事項を関係作業員に周知徹底すること。 

［建設工事公衆災害防止対策要綱 第 42 埋設物の事前確認 第３、４項］ 

３ 発注者又は施工者は、試掘等によって埋設物を確認した場合においては、その位置（平面・深さ）や周辺 
地質の状況等の情報を埋設物の管理者等に報告しなければならない。この場合、深さについては、原則と 
して標高によって表示しておくものとする。 

４ 施工者は、工事施工中において、管理者の不明な埋設物を発見した場合、必要に応じて専門家の立ち会い 
を求め埋設物に関する調査を再度行い、安全を確認した後に措置しなければならない。 

6－167



- 6 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11)地下埋設物調査結果の報告 

 

 

 

 

12)道路、河川区域外の地下埋設物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 受注者は、道路又は河川区域外において地下埋設物に近接して作業を行う場合も、

その土地所有者等に地下埋設物の有無について聞き取りの調査を行う等、事故防止

に努める。 

［建設工事公衆災害防止対策要綱 第 46 火気］ 
１ 施工者は、可燃性物質の輸送管等の埋設物の付近において、溶接機、切断機等火気を伴う機械器具を使用 

してはならない。 
ただし、やむを得ない場合において、その埋設物の管理者と協議の上、周囲に可燃性ガス等の存在しない 
ことを探知機等によって確認し、熱遮へい装置など埋設物に保安上必要な措置を講じたときにはこの限り 

ではない。 

［労働安全衛生規則 第 362 条 埋設物等による危険の防止］ 
２ 明り掘削の作業により露出したガス導管の損壊により労働者に危険を及ぼすおそれのある場合の前項の措置

は、つり防護、受け防護等による当該ガス導管についての防護を行ない、又は当該ガス導管を移設する等の措
置でなければならない。  

３ 事業者は、前項のガス導管の防護の作業については、当該作業を指揮する者を指名して、その者の直接の指

揮のもとに当該作業を行なわせなければならない。 

［土木工事安全施工技術指針 第３章第１節 地下埋設物一般］ 

 1. 工事内容の把握 
（3）掘削の規模，深さ，掘削位置と道路との相対的位置をよく把握し，掘削に伴って影響が及ぶおそれの 

ある範囲については，前項と同様に調査を行い，埋設物の状況の概要把握に努めること。 

［建設工事公衆災害防止対策要綱 第 45 近接位置の掘削］ 
１ 施工者は、埋設物に近接して掘削を行う場合には、周囲の地盤のゆるみ、沈下等に十分注意するとともに、 

必要に応じて埋設物の補強、移設、掘削後の埋戻方法等について、発注者及びその埋設物の管理者とあら 

かじめ協議し、埋設物の保安に必要な措置を講じなければならない。 

受注者は、試掘調査（平面、深さ、周辺地質の状況等）の結果（埋設物のない場合

も含む）を発注者へ報告する（P.8「６．チェックリスト（受注者用）」）。 

 

TOPICS 

〇浅層埋設による地下埋設物 

平成 11 年４月から一部の管種の浅層埋設が可能とな 

り、埋設物の位置が浅く埋設されている場合があるので 

注意が必要。 

 

【浅層埋設関係通達（事務連絡）】※最終通達のみ記載 

 電線、水管、ガス管又は下水道管を道路の地下に設け 

る場合における埋設の深さ等について 

（令和４年９月 21日 国土交通省 道路局 事務連絡） 
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５．チェックリスト（発注者用） 

業 務 名  

工   期     年  月  日 ～    年  月  日 

受注者名  

設計段階における点検項目 
担当者 課長又は班長 ﾁｪｯｸの 

ﾀｲﾐﾝｸﾞ 
実施 

年月日 

実施 

年月日 

１．地下埋設物について、占用台帳（占用許可申請書、協議書）、道路

又は河川の占用物件台帳（台帳図・管理図に占用物件を図示したも

の）、占用システム等で事前確認を行っているか。 

  設計 

決裁前 /  / /  / 

２．その結果に基づいて、埋設物が有る場合は、履行条件明示事項に 

占用システムからの情報を記載し、「埋設物件確認書」を設計図書に 

添付する。また、必要に応じて現地確認したか。 

  設計 

決裁時 / / / / 

３．設計において影響する地下埋設物について、その管理者と移設、 

敷設替え、防護等 の処置方法を協議しているか。 

  成果品 

納品時 / / / / 

４．調査及び協議結果が設計業務成果品に反映されているか、その内容 

を確認したか。 

  成果品 

納品時 / / / / 

 

 

工 事 名  
工   期     年  月  日 ～    年  月  日 

受注者名  

工事発注段階における点検項目 
担当者 課長又は班長 ﾁｪｯｸの 

ﾀｲﾐﾝｸﾞ 
実施 

年月日 

実施 

年月日 

５．地下埋設物の存在を業務成果品等から確認しているか。 
  設計 

決裁前 /  / /  / 

６．受注者に対して、契約図書の図面等（設計業務委託等で作成した図

面等）に地下埋設物の情報と施工上の注意点を明示しているか。 

  設計 

決裁前 

 / / / / 

 

施工段階における点検項目 
担当者 課長又は班長 ﾁｪｯｸの 

ﾀｲﾐﾝｸﾞ 
実施 

年月日 

実施 

年月日 

７．受注者に対して、埋設物件の情報を提示しているか。 
  初回打

合せ時 / / / / 

８．受注者が報告してきた内容を確認しているか。 
  

試掘前 
/ / / / 

９．受注者に対して、適正な位置を試掘させるため、試掘位置の決定に 

埋設物管理者への協力（必要に応じて立会）を求めたことを確認して 

いるか。 

  

試掘前 
/ / / / 

10．試掘に立会して、受注者が地下埋設物の位置を不明確とした箇所及

び近接していると想定又は判断した箇所は、人力による施工器具又は

手掘りによる試掘をするよう指導し、埋設物の詳細な位置を確認して

いるか。 

  

試掘前 

/ / / / 

11．試掘結果を受注者から報告させて確認しているか。 
  試掘 

直後 / / / / 
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６．チェックリスト（受注者用） 

工 事 名  

工   期     年  月  日 ～    年  月  日 

受注者名  

施工段階における点検項目 
担当者 責任者 

実施 

年月日 

実施 

年月日 

１． 発注者から地下埋設物の情報を確認しているか。 
  

/  / /  / 

２．地下埋設物の管理方法及びその取扱い方法について、施工計画書に明示している 

か。 

  

/ / / / 

３．埋設物管理者及び監督員（必要に応じて河川又は道路管理者）に協力（必要に応じ 

立会）を求め、地下埋設物の確認を行っているか。 

  

/ / / / 

４．工事関係者に埋設位置を周知させるため、確認位置に杭や旗、ペンキ等の目印を 

つけているか。 

  

/ / / / 

５．発注者へ確認結果を報告したか。 
  

/ / / / 

６．埋設物管理者及び監督員（及び必要に応じて河川又は道路管理者）に試掘の協力 

 （必要に応じ立会）を求めているか。 

  

/ / / / 

７．埋設物管理者（立会を不要と判断した場合は立会を求めない）及び監督員（及び 

必要に応じて河川又は道路管理者）の立会のもとに試掘を行ったか。 

  

/ / / / 

８．試掘の結果、埋設物の位置が不明の場合は、再度位置の確認を行ったか。 

（範囲を変える。）（試掘範囲を拡大する。） 

  

/ / / / 

９．原則として、人力により試掘を行ったか。 

  

/ / 
/ / 

 

10. 埋設物の詳細な位置を確認したか。 
  

/ / / / 

11．発注者へ試掘結果を報告したか。 

  

/ / / / 

12．埋設物に近接して掘削、埋戻し、路面復旧等を行う場合は、必要に応じて埋設物の 

防・補強等について、あらかじめ埋設物管理者と協議し、埋設物の保安に必要な措置 

を講じているか。 

  

/ / / / 

13．河川又は道路管理区域外において、地下埋設物に近接して作業を行う場合も、その 

  土地所有者等に地下埋設物の有無について、聞き取り等の調査を行っているか。 

  

/ / / / 
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７．様式１                                         【別紙】 

埋設物件確認書 
 

工事（業務）名： 

施 工 箇 所： 

受  注  者： 

担 当 者 氏 名： 

 

確認結果 

埋設物件 
埋 設 物 管 理 者 

確認 

欄 確認日 確認内容・内容聞き取り日 
 部局課、支店名等 連 絡 先 担当者 

 

  

  

 

 

埋設物件    （有り[土被り  m]・無し）    月  日 

埋設物件有りの時（試掘の必要 有り・無し）    月  日 

試掘位置決定時（立会の必要 有り・無し）     月  日 

試  掘（立会の必要 有り・無し）        月  日 

 

  

  

 

 

埋設物件    （有り[土被り  m]・無し）    月  日 

埋設物件有りの時（試掘の必要 有り・無し）    月  日 

試掘位置決定時（立会の必要 有り・無し）     月  日 

試  掘（立会の必要 有り・無し）        月  日 

 

  

  

 

 

埋設物件    （有り[土被り  m]・無し）    月  日 

埋設物件有りの時（試掘の必要 有り・無し）    月  日 

試掘位置決定時（立会の必要 有り・無し）     月  日 

試  掘（立会の必要 有り・無し）        月  日 

 

  

  

 

 

埋設物件    （有り[土被り  m]・無し）    月  日 

埋設物件有りの時（試掘の必要 有り・無し）    月  日 

試掘位置決定時（立会の必要 有り・無し）     月  日 

試  掘（立会の必要 有り・無し）        月  日 

   

  

 

 

埋設物件    （有り[土被り  m]・無し）    月  日 

埋設物件有りの時（試掘の必要 有り・無し）    月  日 

試掘位置決定時（立会の必要 有り・無し）     月  日 

試  掘（立会の必要 有り・無し）        月  日 

 

 

※履行又は施工条件明示事項で「有り」の場合は、設計図書に添付する。 

※現地調査等により、新たな埋設物件を確認した場合は追記すること。 

9 
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【別紙】 

埋設物件確認書 
 

工事（業務）名： 

施 工 箇 所： 

受  注  者： 

担 当 者 氏 名： 

確認結果 

埋設物件 
埋 設 物 管 理 者 

確認 

欄 確認日 確認内容・内容聞き取り日 
 部局課、支店名等 連 絡 先 担当者 

水道管 

〇〇市長 上下水道部 

水道工務課 

維持担当 

052-000-0000  

署名 

（苗字）  

埋設物件    （有り[土被り  m]・無し）    月  日 

埋設物件有りの時（試掘の必要 有り・無し）    月  日 

試掘位置決定時（立会の必要 有り・無し）     月  日 

試  掘（立会の必要 有り・無し）        月  日 

下水道管 

〇〇市長 上下水道部 

下水道課 052-000-0000  

署名 

（苗字）  

埋設物件    （有り[土被り  m]・無し）    月  日 

埋設物件有りの時（試掘の必要 有り・無し）    月  日 

試掘位置決定時（立会の必要 有り・無し）     月  日 

試  掘（立会の必要 有り・無し）        月  日 

電力線 

中部電力パワーグリッド 
株式会社 

送電課 

0120-000-000  

署名 

（苗字）  

埋設物件    （有り[土被り  m]・無し）    月  日 

埋設物件有りの時（試掘の必要 有り・無し）    月  日 

試掘位置決定時（立会の必要 有り・無し）     月  日 

試  掘（立会の必要 有り・無し）        月  日 

通信線 

中部電力パワーグリッド 
株式会社 

静岡通信ネットワ

ークセンター 0120-000-000  

署名 

（苗字）  

埋設物件    （有り[土被り  m]・無し）    月  日 

埋設物件有りの時（試掘の必要 有り・無し）    月  日 

試掘位置決定時（立会の必要 有り・無し）     月  日 

試  掘（立会の必要 有り・無し）        月  日 

通信線 

ＮＴＴ西日本  

0120-000-000 

 署名 

（苗字）  

埋設物件    （有り[土被り  m]・無し）    月  日 

埋設物件有りの時（試掘の必要 有り・無し）    月  日 

試掘位置決定時（立会の必要 有り・無し）     月  日 

試  掘（立会の必要 有り・無し）        月  日 

記  載  例 

受注者（コンサルタンツ等）が記入。但し、維持工事系は発注者が占用システム等から記入 受注者（施工会社）が聞き取り及び確認し記入 

※現地調査等により、新たな埋設物件を確認した場合は追記すること。 
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８．地下埋設物調査における費用の積算及び調査方法の選定 
 

地下埋設物の損傷事故は、設計段階、発注段階、施工準備段階での調査不足が

重なることにより大きな問題として現れる。事故が発生すると少なからず社会

的影響を及ぼし、場合によっては甚大な影響を及ぼしかねない。 

そこで、道路工事等の設計・発注・施工の各段階において地下埋設物の調査を

行うにあたり、その費用の積算及び調査方法の選定についてとりまとめた。 

 
１ 調査費用の積算 

(1) 積算計上の原則 

地下埋設物調査において実施される、事前調査（台帳等の照合、埋設物管理

者への確認）、埋設物管理者との立会い、試掘調査、非破壊による地中探査に

ついての積算上の考え方は以下を原則とする。 

【設計業務委託】 

項目 積算計上の考え方 

現地踏査 
既存資料の収集・確認とともに、目視による制水弁や量水器室等の
確認については現地踏査に含む。 

埋設物管理者との
立会い 

原則発注者が行うものとするが、受注者が行う必要のある場合は、
関係機関打合せ協議にて別途計上する。 

試掘調査 必要に応じ、別途計上する。 
非破壊による地中
探査 

必要に応じ、別途計上する。 

   【工事】 

項目 積算計上の考え方 
事前調査 準備費として共通仮設費率に含まれるため別途計上しない。 
埋設物管理者との
立会い 

準備費として共通仮設費率に含まれるため別途計上しない。 

試掘調査 
準備費として共通仮設費に積上げ計上する。 
ただし、交通誘導警備員は、直接工事費に積上げ計上する。 

非破壊による地中
探査 

技術管理費として共通仮設費に積上げ計上する。 
ただし、交通誘導警備員は、直接工事費に積上げ計上する。 
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(2) 試掘調査の基準 

試掘調査の必要性については、事前調査の結果及び埋設物管理者との立会い

結果に基づき、次表を参考に判断する。ただし、埋設物管理者が不要と判断し

た場合でも発注者が必要と判断する場合は、試掘調査を実施することができる。 

試掘の必要性 条件（下記条件のいずれかが該当する場合） 

有り 
・埋設位置が不明な場合 
・埋設物管理者が必要と判断した場合 
・管理者不明の埋設物がある場合 

無し 
・埋設位置が明らかで埋設物管理者が不要と判断した場合 
・埋設物がないことが明らかな場合 

 
 
(3) 試掘調査の実施方法 

 原則、人力掘削により試掘を行う。なお、土砂の人力掘削については、土木

工事標準基準書「第Ⅱ編第１章土工②土工 ３－１掘削の『現場制約あり』及

び③作業土工③－１床掘工 ３－１床掘りの『現場制約あり』」を適用する。 

ただし、現場条件や埋設状況等により、埋設物損傷の危険性のない他の工法

が適すると判断できる場合はこの限りでない。 

例）ボーリング探査法 

ウォーターホールズ：想定埋設位置において、ジェット水を先端から噴出

する深針ロッドを人力、あるいは油圧フィードにより建て込んで埋設位置

を探る。ジェット水による水力切削と吸引装置による掘削を繰り返してコ

アチューブを埋設管埋設物まで建て込み、目視あるいは CCD カメラにより

埋設物を確認する。また、コアチューブに代えプラスチッククラウンを使

用することで埋設物の損傷軽減が期待できる。 

一般的な施工条件による調査適用深度は GL-15ｍ未満。 

 
（参考：NPO 法人マイクロサンプリング調査会，テクノ・ウォーターホールズ） 
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２ 調査方法の選定 

 試掘調査を実施するにあたり、台帳等と現地状況が異なるなど埋設位置が不

明確で試掘箇所を確定できない場合は、以下を参考に非破壊による地中探査を

行い、試掘位置を決定する。 

(1)調査方法の種類 

埋設物調査はその対象物及び深度により各種の探査法が適用されており、適

切な探査法を選定することが重要となる。その代表的手法に地中レーダー探査、

磁気探査、表面波探査などがある。 

地中レーダー探査法は、電磁波をアンテナから地中に向けて発信し、地中で

の電磁波の反射・屈折・透過などの物理的現象を利用して地下構造物や埋設物

を探査する。アンテナを地表面に沿って移動させて連続的な垂直断面図を作成

する。土質によるが深度約２ｍまでの探査可能。 

磁気探査は、地球磁場内で鉄類が磁化して鉄類の周囲に微弱な磁気異常が生

じる性質を利用し、磁気変化をセンサーで測定し、その磁気異常から地下構造

を解析する。磁気センサーを地表面と水平にして測定する水平探査及びボーリ

ング孔で測定する垂直探査があり、金属のみが反応する。 

表面波探査は、地上に置いた起振機等で振動を与え、周波数の異なる表面波

を発生させ、センサーに振動の波が到達するまでの時間を計測、コンピュータ

解析処理を使って地中を解析する。埋設物が硬いほど到達時間が早くなること

から埋設物の性状の見当をつけることができる。深度が 10m 位まで探査可能。 

 
(2)新技術・新工法の活用 

標準的な探査方法の計測データの解析分野における、有用と思われる新技

術・新工法、NETIS についても比較検討を行い適用することができる。 
【新技術・新工法】 （令和４年７月現在） 

登録番号 技術名称 

技術概要 

1663 埋設管マッピングシステムによる地中埋設管路の面的調査 

地中レーダ技術を用いて掘削対象区域を面的に非破壊で探査し、埋設管や残置管の 3次元

位置を連続的に地図上に表示するものです。従来は、ハンディ型地中レーダ機器(従来型シ

ングルアンテナ)で代表断面における横断探査を行い、断片的な情報から平面・縦断方向の

埋設管の線形を判断(推定)していた。既存の埋設管の線形(平面・縦断・横断)把握に適用

できます。 
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【ＮＥＴＩＳ】 （令和４年７月現在） 
登録番号 技術名称 

技術概要 
KT-220059-A ハイパー・スタッキング機能を有したデジタル型の地中レーダアンテナ 

１パルス５１２ポイントでデータを取得し、同時にスタッキング処理を行うことにより、デー
タ品質を向上させた地中レーダアンテナです。 
KK-200007-A 管路線形計測システム(Pipe Positioning System) 

埋設管等探査おいて管路内を画像センサを装着した測定器を牽引して管路形状・位置を計測す
る技術であり、従来技術は 地中レーダーによる地下埋設物探査を利用していた。本技術の活用
により、経済性、安全性、品質、施工性向上、周辺環境への影響抑制が期待できる。 
KT-180111-A 地上・地下インフラ 3D マップ 

多配列地中レーダー技術と点群レーザー測量を用いたインフラ 3D 管理システムで、従来はシ
ングルアンテナ型地中レーダー探査と TS による地上測量を個別に管理で対応していた。本技
術の活用により、設計の作業が軽減するため、経済性の向上が図れる。 
KT-180017-A RTK-GNSS 連動型高精度ポジショニング地中レーダ探査システム 

RTK-GNSS 連動型高精度ポジショニング地中レーダ探査システムである。従来は、レーダ測定
実施前に測線測量を必要とする地中レーダ探査で対応していた。本技術の活用により、測定位
置を高精度・自動的に取得できるため品質・施工性・経済性の向上が図れます。 
KT-180015-A トータルステーション連動型高精度ポジショニング地中レーダ探査システム 

トータルステーション連動型高精度ポジショニング地中レーダ探査システムである。従来はレ
ーダ測定実施前に測線測量を別途実施することで対応していた。本技術の活用により、測定位
置を高精度かつ自動で取得できるため品質・施工性・経済性の向上が図れます。 
KT-180010-A 路面下探査システム(ロードエスパー3D) 

道路、橋梁等の路面下調査にグランドカップル型アレイアンテナを用いた技術で、従来はエア
カップル型アレイアンテナで対応していた。本技術の活用により探査深度と分解能が向上し調
査の品質向上が図れる。 
KT-170089-A ロードビジュアライザー(車載型路面下空洞調査システム) 

車載型地中レーダアンテナを使用し路面下空洞や埋設物を調べる技術である。従来はアンテナ
搭載の車両を牽引する牽引型路面下空洞探査システムを使用していた。本技術の活用により高
精度・高速・安全な調査が可能となり、品質・施工性・安全性向上が図れます。 
KT-170087-A GMS3(三次元地中レーダ探査モバイルマッピングシステム) 

GMS3(三次元地中レーダ探査モバイルマッピングシステム)で、従来技術は、牽引型地中レー
ダ探査システムで対応していた。本技術の活用により、地下と地上のデータを一元管理でき、
データの位置精度向上など品質向上、工程短縮、経済性向上が期待できる。 
KT-170067-A 符号化多チャンネル地中レーダーシステム 

道路面下の埋設管や空洞などを探査する自動車牽引式の符号化多チャンネル地中レーダーシ
ステムで、従来は、車輌搭載型地中レーダー(多チャンネル)で対応していた。本技術の活用に
より、一般車両と共に通常走行状態での測定が可能となるため施工性の向上が図れる。 
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９．地下埋設物調査方法の選定フロー 
 
 試掘及び探査等の実施にあたっては、埋設物管理者との協議の中で、その種類、

規格などからその重要性を把握し、現場の特性や費用対効果等を十分に検討し

たうえで実施の判断を行うこと。 

 

 
 

※１地中探査法の選定には、「10.参考資料【埋設物の調査方法とその適用性】」

(P.16)及び「11.参考資料【物理探査手法例とその特徴】」(P.17)を参考とす

る。 

※２地中探査法で埋設管位置が特定できない場合は、必要に応じ設計内容の見

直しを検討する。 

※３埋設管位置が特定できた場合でも、埋設管が確認できるまで人力掘削とす

る。 
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10．参考資料【埋設物の調査方法とその適用性】 
 
地下埋設物の調査方法としては、一般的には掘削での試掘調査を採用してい

るが、現場状況や埋設物の位置等によっては、他の適切な調査方法を選定するこ

とが重要になる。その代表的な調査方法とその適用性について下表に示す。 

 

分類 調査方法 調査方法の概要 調査方法の適用 評価 

ボ
ー
リ
ン
グ
探
査
法 

ウォーター
ホールズ 

想定埋設位置において、ジェ
ット水を先端から噴出する探
針ロッドを油圧フィードによ
り建て込んで大略の埋設位置
を探る。その後、ジェット水に
よる水力掘削と吸引装置によ
る掘削を繰返して、コアチュ
ーブを埋設物まで建て込み、
目視あるいは CCD カメラに
より探査対象を確認する。 
また、コアチューブに代えプ
ラスチッククラウンを使用す
ることで埋設物の損傷軽減が
期待できる。 

一般的な施工条件による調査
適用深度は、ＧＬ-15m 未満で
適用する。コアチューブ内部
から埋設物や支障物を目視あ
るいはＣＣＤカメラにより確
認できる。掘削手法が、水力切
削とバキューム吸引で行うこ
とと、掘削作業の進捗に従っ
てコアチューブを圧入する方
法であるため埋設物損傷の危
険性が無い探査方法である。  
ただし、設備が大掛かりとな
り経済性に劣る。 

〇 

地
中
探
査
法 

電気探査 
（高密度 
電気探査） 

地 中 部 に 直 線 上 の 側 線 を 設
け、一定間隔に電極を設置し、
電流を流すとともに電位差を
測定し、解析を行って地中の
比抵抗（土層の電気的特性）分
布 を 出 力 し 空 洞 等 を 判 定 す
る。 

探査深度 5～20ｍ程度の比較
的大規模な空洞等を対象とし
た調査に適用する。 

× 

表面波探査 

地表面を打撃し、地中の表面
波速度（Ｓ波と同等）を計測
し、Ｓ波速度値を解析し求め
る。 

探査深度は、15ｍ程度である
が、分解能が 1ｍ以上と小規模
な空洞・埋設物には適さない。 

× 

電磁探査 
（地中レー
ダー探査） 

地表面において電磁波アンテ
ナを走行させ、地中の物体か
らの反射波を検出してその位
置を判定する。 

主に探査深度は地表部より 2
ｍ程度であるが、新技術によ
り 10ｍ程度まで探査深度を向
上させている。舗装面下の空
洞及び埋設管調査に適用され
る。 

〇 

（参考：水戸市：地下埋設物調査の作業フローマニュアル） 
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11．参考資料【物理探査手法例とその特徴】 
調査種別 得られた定数とその利用法 騒音・振動 長所 短所 経済性 探査結果例 

レ ー ダ
探査 

定数 
 
利用法 

反射波 
 
浅い深度の空洞や埋
設管および埋設物の
把握 なし 

パルス： 
平坦地では 1km 以上の探
査が可能である。 
深度約２ｍまで高分解能
で把握ができる。 

パルス： 
深度約２ｍ以上の探査が
困難 
小口径の塩ビ管等の把握
が困難 

〇 

 
チャープ： 
探査深度がパルスレーダ
ーの 1.5～2 倍 

チャープ： 
浅い深度帯域でやや精度
が落ちる場合がある。 

△ 

高 密 度
表 面 波
探査 

定数 
 
利用法 

表 面 波 (VR) ＝ 横 波
(VS)に類似 
横波速度(VS)の把握、
N 値の推定、簡易液状
化判定の指標 

地 盤 を 大
ハ ン マ ー
で叩く音 

表面波速度から N 値に変
換でき、N 値などの断面強
度表示が可能となる。 
S 波速度に類似しているた
め硬軟層の把握ができる。 

概ね 5～10ｍ程度の探査
であるが、埋設管など細か
いものを把握することが
できない。 
詳細な土質判定が難しい。 

△ 

 

水 平 磁
気探査 

定数 
 
利用法 

磁束密度（μT） 
 
浅層部の不発弾や金
属物の把握 

なし 

平坦地では 1km 以上の探
査が可能である。 
鉄反応が顕著に出る。 

鉄物にしか反応しない。 
探査深度が 1ｍ程度と浅
い。 〇 

 

弾 性 波
探査 

定数 
 
利用法 

縦波速度（VP） 
 
ボーリングデータと
合わせて地盤構造の
面的把握、基礎深度の
把握 

地 盤 を 大
ハ ン マ ー
で 叩 く 音
ま た は 火
薬 に よ る
爆発音 

盛土や地山の強度や区分
が明瞭に把握できる。 

軟弱地盤を含め土砂層の
細かい区分けが難しい。 
調査費がやや高い。 
交通ノイズの影響を受け
る。 

× 

 

電 気 探
査 

定数 
 
利用法 

見掛比抵抗（ρ） 
 
ボーリングデータと
合わせて地盤構造の
面的把握 

なし 

帯水層の分布が把握でき
る。 
地盤中の断層や破砕帯が
把握できる。 

地下埋設物の影響を受け
やすい。 
詳細な土質判定ができな
い。 
金属構造物の影響を受け
る。 

× 

 

EM 探査 

定数 
 
利用法 

伝導率（S/ｍ） 
 
埋め立て廃棄物や埋
設管等の面的把握 

なし 

非破壊のため地表面の影
響を受けない。 

電磁ノイズのほかフェン
スやガードレール等の金
属構造物の影響を受ける。 〇 
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６－11 建設業法に基づく施工体制等に関する資料 

(地方整備局作成パンフレット) 
 

(令和６年４月現在) 

地方整備局 パンフレット名称・URL 備考 

関東 

地方整備局 

「建設工事の適正な施工を確保するための

建設業法(令和 5 年 1月改訂版)」 

 

https://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/

content/000699485.pdf 

 

北陸 

地方整備局 

「建設業者のための建設業法(令和６年２月

改訂版)」 

 

http:// 
http://www.hrr.mlit.go.jp/kensei/sangyo

/kensetsu/kyoka/2402_orange_book.pdf 

 

中部 

地方整備局 

「建設業法に基づく適正な施工の確保に向

けて(令和 5年９月改訂版)」 

 

https://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/info/

qa/qa.htm 

 

近畿 

地方整備局 

「建設業法に基づく適正な施工体制と配置

技術者(令和 5年９月改訂版)」 

 

https://www.kkr.mlit.go.jp/kensei/ 

kensetugyo/pdf/all-data_R0509.pdf 

 

  ※上記以外の地方整備局は省略 
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